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巻 頭 言

楕 円 発 想 の す す め

●

四緩集委員石 井 淳 蔵

神戸大学経営学部教授

企業のマーケティング部門の仕事は。 昌 までもなく，

生産と消費をつなぐこと。「つなぐ」と」つても，石油パ

イプのように，両者の間で製品や情報の流れをただ「つな

ぐ」のではなく，生産固有の論理と消費固有の論理をつな

ぐことだ。ふつう，生産の論理と消費の論JIIUま矛盾する。

生産は，できるかぎり標準化された製品を平呷化して生産

したいと考える。その原やは，周知のＴやフォードのビ

ジネスだ。一方，消費側の要求するところは多種多様な製

品だ。そのために，企業は，製品のバリエーションやオプ

ションを増やして，均一でない消費ニーズに応えようとす

る。そこに，生産と消費の２つの論理が対立する。

対立する２つの論理は，企業の中の具休的な組織部門間

の対立となって現われる。たとえば，バリエーションをど

の程度まで拡大するか，納期をどの程度まで早くするかを

めぐって，生産部門と（市場の論理を担う）営業部門とが

対立する。営業部門の力の強い会社では，販売機会を最人

限生かすために，バリエーションを広げ，納期を早める。

逆に，生産部門が強い会社では，バリエーションを押さえ，

納期の余裕を得て，標準化・平準化して生産効率を高める。

論理の対立は，しかし，生産と営業の問でのみ起こるわ

けではない。Ｗ業部門は，開発部門とも対立する。開発は，

できるかぎりコンセプトの明昴な商品を提供したいと考え

る。そのために，ターゲットを絞り，尖ったコンセプトを

提唱する。しかし，営業は，顧客の要求に合わせて製品の

バリエーションを増やしてでも，そして結果的にターゲッ

ト・コンセプトが少しくらいぼやけても，売り込みたいと

思う。|司じことは，生産部門と開発部門の間でも起こる。

開発部門は，できるかぎり新機軸・新特徴を製品に組み込

みたいと考えるだろうが，生産部門は，そうした例外をで

きるかぎり少なくしたいと思う。

開発・生産・営業の各部門は，それぞれ独立した，しか

し企業にとっては重要な論理をもっている。その意味でそ

れぞれの論理の閧を調整することは大事なことだ。しかし，



それらの間の対立を避けたいあまり，どちらかの論理に一

方的に偏ってしまうのは，いい方策ではない。生産の論理

がかちすぎれば，ニーズへの適合や，市場開拓・新ニーズ

発掘活動の意義が見失われてしまう。逆に，営業の論理に

偏りすぎれば，せっかくの尖った製品コンセプトが台無し

になったり，あまりに短期的な顧客志向を強調しすぎて，

大事に長い間かかって育ててきたブランド・イメージが壊

れてしまうことになり力ヽねない。

実際，現場での苦労は，こうした対立する論理の調整に

ある。いずれの論理も，企業全休として考えれば，大事な

論理なので，ひとつに融合・統一して済ますわけにはいか

ない。短期的にはともかく，それでは長期にわたる存続は

望めない。

そのための一つの工夫は，２つの論理の間で，ある種の

調整ルールを組み込むことだ。たとえば，生産と開発の対

立を調整するために，「新製品の売上げ比率は，総売上高

の何パーセント以上」という目標が作られるのは，それだ。

３Ｍ 社のそれが有名だが，それによって，生産の論理の

中に開発の論理が組み込まれる。

そうした単一のルールで治まらなければ，仲介組織が作

られる。もちろん，各社にあるマーケティング部も，生産

と営業との間の仲介組織に他ならない。あるいは，アパレ

ル会社の「ＭＤ」の組織もそうだろうし，各社の，広告制

作部と製品事業部とをつなぐ「宣伝部」もそうだろう。

しかし，大事なことは，調整ルールないしは仲介組織を

作ればそれで問題は片づくかというと，そうではないこと

だ。ルールや組織を作って，最初はうまくいっても，いつ

の頃からか，役に立だなくなったケースは山ほどある。状

況に合わせて融通無碍な応用が利かないルール，あるいは

官僚化してしまって定型化した処理しかできない仲介組織

は，おそらくは無用の長物どころか成長の阻害となる。

強調したいことは，２つの焦点をもつ「楕円」発想の重

要さだ。常に，現場には，対立する論理（焦点）力fあるこ

と，しかも，それをひとつの論理に集約してしまっては（つ

まり，（円卜 発想では）長期の存続が危ぶまれること，し

かも楕円の２つの焦点は常に動いていること，これである。

そこでの工夫にこそ，現場の創造性の発露がある。



流通ダイナミクスにおける選択と革新

● 商業の成立に関する理論と歴史

＠ 商業とマーケティングとの対立に関する理論と歴史

＠一 一一流通研究における選択モードの限界

○ 歴史的視点の重要性

高 嶋 克 義

●神戸大学経営学部助教授

○ 商 業 の 成 立 に 関 す る理 論 と 歴 史

商品 の 流通 に お い てなぜ 商業 が 介 在す るの

か。 この問題 は流通理 論におけ る最 も基本的 な

問題 であ り， 流通の構 造的特徴や 取引様式 がど

のようにし て決 まるのか， 流通業 者の機能 はど

のようにし て決 まるのか， などの流通 ・商業に

関わ る基本的 な問題 を考え る基本に もなってい

る。

そして 商業存 立の根拠につ いては， 長い期問

に蓄積 された 多くの研究 から， 研究者 の問で，

共有 された考え 方があ る。 それは 「商 人の独 立

性」 と「社会的 品揃えの 形成」 を基 本として捉

え る考え方であ る。

その古典 的 な定式に よれば （森下1960), 商

人 が独 立して， 異な る生産 者の商 品を買い取 る

こ とで， 品揃 えが形成 され， 流通 費用が節約 さ

れるとい うものであ る。 この 考え方では，生 産

者 は商人に 商品 を転売 す るこ とで， 商品 の買手

を探索す ることの販 売の偶然性 の問題か ら開放

され， 商 人は品揃 えを形成す ることで，消 費者

を吸引し， 流通 費用 を節約す るこ とに なる。 そ

の意味で商人が生産者から独立していることと

品揃えを形成するというのは，重要な意味をも

つのである。

ごく一般的な商業論のテキストに兒られる

「取引総数節約の原理」というのも，この考え

方に沿うものとして位置付けられている。すな

わち生産者と消費者が直接取引することに比べ

て，間に独立した商人が介在し，そこに取引を

集中させて品揃えを形成させるほうが，全体の

取引数が減少するという考え方である。生産者

や消費者にしてみれば，直接取引するよりも商

人と取引するほうが取引の回数が減るので，取

引相手として商人を選択すると考えるのであ

る。

この商人のもとへの取引の集中による品揃え

は，生活などに必要な多種多様な商品の取引を

収束させた品揃えの広さに関わるものである

が，もう一つの考え方として品揃えの深さも含

んだ情報縮約の効果が提起されている。それは

消費者が望む商品を探したり比較して選ぶこと

に関して，商品を商人のもとに集めることで，

商品の探索や情報収集（生産者にとっては買手

の探索や情報提供）の手間を減らすことによる

費用節約である。また商人が多数の生産者の商

品を取り扱うことにより，生産者が販売・危険

負担・在庫・輸送・情報伝達などを単独でおこ



なうよりも，規模の経済性から効率的にできる

という効果も言われている。そしていずれの考

え方においても，商人が独立して品揃えを形成

するというのは，商業存立のもっとも基本的な

条件と考えられてきたのである。

そしてこのように商人が独立して品揃えを形

成することで流通費川が節約されるという考え

方を基本として，流通段階や各段階の流通業者

数の多寡が論じられたり，それを制限する製造

業者のチャネル構築の問題が議論されることに

なるのである。

たしかにこの商人存立の考え方を川いること

で，現在の流通において商人がどのような役割

を果たすのかを説明することができるだろう。

しかしこの考え方に基づいて，商人が歴史的に

なぜ介在するようになったのかを説明すること

は，問題がある。ilい換えれば商人の独立性と

品揃えによる社会的な選択の考え方は，現在の

流通についての静態的な規定関係の説明には適

用できても，歴史的な生成という動態的な説|り」

にまで適用を広げることは難しいと考えられる

のである。

例えば初期においては，遠隔地の生産物をそ

の消費地まで運ぶ活動をする商人が多いと考え

られるが，かれらは必ずしも多様な商品を扱っ

たとは限らず，少なくとも生産者や消賞者が商

人の品揃えに期待していたわけではないだろ

う。このような商人は，生産品を仕入れて，転

売したり，ブローカーの役割を米たすことや，

生産地や消費地の需給に関する情報も伝達して

いたという点で物流業者とは異なるが，多極多

様な商品の取引を集中したり，その役割を期待

されていなかったという意味で，流通理論のイ

メージする商人とは咒なるのである。商人が品

揃え機能で生産者や消費漸に貢献する以前の段

階に，すでにこのような品揃えを提供しない商

人がいたとすれば，その生成・展開の歴史的プ

ロセスを，従来の流通理論では説明できないこ

とになる。

さらに考えなければならないことは，たとえ

商人が品揃えを形成するとしても，その形成は

流通理論の想定するような経済的なメリットに

導かれた自然発生的なものではないということ

である。例えば巾（いち）を形成することを考

えてみよう。もしdj°があれば，生産者や消費者

はそこで買手・売ｆを兒い出すという明らかな

メリットに惹かれて集まることになるだろう。

それが独立した商人のもとでの品揃えにつなが

るということも理解できる。しかし何もない状

態から考えると，そのメリットだけで市は形成

されないことが分かる。←-般の人々が生産物を

もって，ある時間に特定の場所に集まるという

仕組みや交換・支払いのルールについての介意

を形成することが先行して必要である。さらにlh

での取引の安全を確保するための努力も必要

となるだろう。すると経済的なメリットがあれ

ば商人の誕生が導かれるのではなく，その経済

的メリットがもたらされる前提条件を川意する

プロセスもまた必要になってくるのである。こ

れは「標準的な運営の慣習」(North&Thomas1973

）が成立するまでの過程であり，人間の努

力や試行錯誤，あるいは政治的な意図が慟い

て，そのうえに品揃えによる取引の集中が成り

立つのである。するとこの条件が整う過程も商

人存立の歴史的な過程のｰ一部であるが，従来の

流通理論では，その過程は視野に入れていない

のである。

このように考’えると理論で想定される商人の

介在というのは，商ｔ という標準的な業態がす

でに確立し，浦もがその経済性を知っていて，



しかも自山に利川可能であるという状況におい

て，商人がなぜ選択されているのかを説明する

ものであり，歴史的にそのスタイルがどのよう

に確立され，それが認識されて，利川可能にな

ったかという歴史的な生成の過程を説明するも

のではなかったのである。

＠ 商業 とマーケティングとの

対立に関する理論 と歴史

同様の議論は商業とマーケティングとの対立

問題でも可能である。商人は前述のように，独

立して品揃えを形成することを基本原理とし

て，多数の製造業者の製品を収り扱い，自律的

な販売・サービス活動を繰り広げることにな

る。それに対し，製造業者のマーケティング目

的からは，そのような多数の競介製品とは差別

された形で優先的に収り扱い，販売・サービス

活動もコントロールすることが要求される。そ

れが商業とマーケティングとの対立問題を引き

起こすのであり，そこから製造業噺によるチャ

ネル統制の根拠が導かれるのである。また系列

店制度は，商業とマーケティングとの対立をチ

ャネル統制という形で解決するためのものと考

えられてきたのである。

ところが系列店制度の歴史的な形成過程を考

えると，このような商業とマーケティングとの

対立からの動機のみで系列店制度が形成されて

きたわけではないことが推察される。

例えば初期の段階では，既存の有力な卸売業

者は新興産業の製品をあまり積極的に取り扱お

うとせず，小規模な卸売業者では市場開拓能力

が乏しかったのである。また既存の卸売業者が

製品を取り扱ったとしても，かれらは取引先が

地域的に偏り，「のれん」や信川をT直視して，

|阪売地域の拡人には消極的であった。しかもか

れらや新興の梟者が，新規の販売地域に参人し

ようとすれば，過度な価格競争を仕掛けやす

く，そのために乱売を発生しやすいという傾向

があった。それに対して製造業者は;ll:産される

製品を全国巾場に販売するために，卸売商業の

製品取り扱いや市場拡人に対する消極性，さら

に越境販売による乱売による不仁感を邨假しな

ければならなかった。それが製造業噺をして販

社制度を形成させ，流通系列化へと繋がってい

く理山でもあった。

ここでは製造梟者が商業のあり方を問題にし

ているという点では，商業とマーケティングと

の対立の考え方に共通するが，必ずしも商人の

独立性や品揃え行動に山来する問題を捉えてい

るのではない。伝統的商業において収り扱い商

品や取引先を自山に拡張できないことが問題と

なっているのである。

ここで制約と考えられるのは，次の二つであ

る。まず一つには商業とはいっても企業規模な

どで多様であり，その中でも製造業者が利川し

ようとする商人は限られたものでしかないとい

う制約である。これは商人が小規模の場介に

は，品揃えを形成する能力が不足していて，必

ずしも生産･若や消費噺を惹き付けるものではな

いということである。ところが理論のうえで

は，このような商人の能力問題はなく，どのよ

うな商人でも独齔していれば，有効な品揃えを

形成するとして，製造業者はその行動をコント

ロールしようとすると考えているのである｡

そしてもうｰ一つの制約は，商人が「のれん」

や信川をj屯視するために，取引先の拡人による

成長よりも，安定的な取引を志向することによ

る制約である。このとき製造業噺は既存商業に

依拠していては，このような志向のために市場



を拡張できず，商人の安定化志向の問題を克服

するために，伝統的な商業への依存から脱却し

なければならない。これは製造業者と商人の企

業文化的な違いである。製造業者が生産ライン

を拡張することで急速な成長をめざすことがで

きるために成長・拡大志向の文化を持ちやすい

のに対し，「のれん」や信用を重視する伝統的

な商人は，成長よりも安定を志向する企業文化

を持ちやすいと考えられる。ところが理論のう

えでは，取引は経済的な捐得によって柔軟に切

り替えが可能であり，商人のもとに，自由に売

買が集中することができることを前提とするた

めに，このような取引拡大に対する制約は意識

されないのである。

もしこれらの商人の能力と取引についての制

約がないことを仮定したうえで，系列店制度の

形成を説明すれば，前に見たような商業とマー

ケティングとの対立問題のみが焦点となる。し

かし現実の系列店制度やその販社制度の歴史的

展開を説明しようとすれば，商人の能力と取引

についての制約を屯服しようとする動機や過程

が重要になるのである。

そして製造業者が商業の社会的性格のみなら

ず，商人の能力と取引についての制約を克服す

るために系列店制度を形成するとすれば，そこ

で形成される販社制度の性格もそのような多元

的な目標に合うようなものになると予想され

る。すなわち有力な既存卸売業者を利川するも

のの，積極的な市場拡大を企業文化として受容

できるように経営的に分離させ，ただし他の商

圏を侵さないように地域ごとの分担を明示させ

るというような販社の特徴が規定されるのであ

る。

現代においては，卸売業者や小売業者が市場

拡大に積極的で，それだけ製造業者が利用可能

な代替業者を見い出しやすいために，商人の能

力や取引についての制約は少なく，商業とマー

ケティングとの対立が製造業者にとっての最大

の関心事となるかもしれない。しかしその現代

の系列店制度についての論理が，異なる状況下

での系列店制度の歴史的な形成過程に通用する

とは限らないのである。

＠ 流通研究における選択モードの限界

これまで述べてきたような商業の存立や商業

とマーケティングとの対立における理論と歴史

との齟齬から，次のような共通する問題を提起

することができる。それはこれまでの流通理論

が，ある流通取引制度についての合理的な選択

を仮定して構成されているが，流通取引制度の

歴史的な変遷は，必ずしもそのような選択に基

づくものとは限らないということである。

すなわち従来の流通理論では，ある流通取引

様式がなぜ採川されたかについては，その様式

がない状態とある状態とを比較して，その様式

がある状態のほうがメリットが大きいからでヽあ

ると考える。そしてその相対的なメリットが発

生するメカニズムを考察してきたのである。ま

たどのようにしてその流通取引様式が導入され

たかは，この利得の比較から，企業や消賞者は

当然のこととして採川することが想定され，む

しろ，その相対的な利得をもたらした原閃から

のプロセスに注目する。この柑対的な利得に影

響を与える環境要囚があれば，その環境変化か

ら流通取引様式の転換へというプロセスで理解

するのである。

商人の存立についての議論でいえば，独立し

品揃えを形成する商人が介在する場合と介在し

ない場合とを比較して，その社会的な商品流通



の費用が介在する場合に少なくなるという論理

で説明する。そしてこの社会的な費用節約か

ら，商人は当然のこととして生産者や消費者か

ら選択されると考えるのである。

また系列店制度でいえば，独立して品揃えを

形成する自律的な商人を利用する場合と製造業

者のマーケティング囗的に合わせて商人を統制

する場合との比較から，製造業者にとっての経

済的な利得が後者のほうで大きくなることをベ

ー利こ説明する。そしてこの相対的な利得を規

定する環境の変化から，系列店制度の生成や変

遷が考えられるのである。

そしてこの二つの例以外にも，多様の流通取

引制度がこのような選択の論理で説明されてい

る。例えば企業間での継続取引や信頼関係，あ

るいは代理店契約，再販売価格纏持制度などの

ほか，城近の製販統介や製販同盟などの形成に

ついての説明もそうである。

ところが流通取引制度の歴史的変遷からみれ

ば，このような流通理論の考え方には，二つの

大きな問題が指摘されるのである。

まず第一の問題は，このような選択の論理で

は，ある流通取引制度をはじめから存在するｰ・

つの選択肢として考えるという問題である。あ

る流通取引制度が定着し，認識される以前の段

階で，その最終的な様式を想定して選択すると

いうのは困難なことである。というのは多くの

流通取引制度が，流通におけるプロセス・イノ

ベーションとしての性格を色濃くもつためであ

る。しかもその形成は，連続的に発生する多様

なプロセス・イノベーションの蓄積によるもの

が多いために，結果的に成立したものを一つの

様式にまとめて考えることも，議論を単純化さ

せすぎる恐れがある。例えば系列店制度が現在

のような形になるまでに，多様な制度的工夫が

蓄積されているが，系列店制度というワンセッ

トの選択を考えると，徐々に形成されるという

プロセスが理論のうえで扱われなくなる。

そして第二に，たとえ流通取引制度のすべて

がイノベーションとして導入されたものではな

くに選択されて形成される場合があるとして

も，それは理論が想定するような選択について

の裁量が保証された状態とは限らないとい引川

題がある。とくに歴史的に初期の段階では，し

ばしば，流通業者の利川可能性や取引先の変更

11f能性が大きく制約されているのである。そし

てこのような制約された状況が，流通理論とは

異なる流通現象をもたらしている。

商人の存立については，理論の上ではこれら

の制約がないことを仮定するが，歴史的には，

この制約のもとで，理論とは異なり，品揃えを

形成しない商人も存在しえたのである。また系

列店制度についても，理論ではこれらの制約が

ないものとして，商業とマーケティングとの対

立から日的や性格を考えるが，これらの制約が

大きい状況では，系列店制度の多様な目的や性

格も考慮しなければならないのである。

以下では流通の史的艇開を説明するうえで重

要な二つの特徴，すなわち選択よりもイノベー

ションとしての艇開と選択の制約となる歴史的

状況についての問題を詳しく説明してみよう。

１．プロセス・イノベーションとしての

流通取引制度

ある産業でこれまでに採川されていなかった

流通取引制度が，企業の努力などではじめて導

入され，成米をあげたとき，それは流通におけ

るプロセス・イノベーションと考えることがで

きる。そしてそれはイノベーションであるがゆ

えに，その垠:終的な姿をあらかじめ想定した



り，それが成功するかどうか，またどの程度の

成果をもたらすのかを事前に予測しにくいもの

と･ｊえるだろう。

例えば，系列店制度や販社制度でいえば，企

業が販社を設立した時点では，将来的に販社制

度が小売段階の差別化や流通情報システムに有

効であり，それが高い成米をもたらすとは予想

できなかったのではないだろうか。多くの産業

ではかなり以前の時期に販社などが設立された

が，そのときに，;11:販店への対抗のための小売

店の販促・サービスについての必要性が認識さ

れていたわけでなく，また現在のような情報処

理技術や物流処理技術の高い水準を予想できる

はずがないためである。

しかもたとえ製造業者にそのような展望があ

ったとしても，販社設立に協力する卸売業者が

同様に販社設立の必要性を感じていたとは考え

られない。したがって卸売業者が協力しなけれ

ば，製造業者はスムーズに販社を設立できず，

その経済的な成果も限られたものになる可能性

がある。

もう一つ別の例として，取引における強固な

信頼関係が選択されることを考えてみよう。こ

れまでの理論では，儒頼関係のメリットとし

て，交渉における情報収集や監視の労力が節約

されて，低費川で取引できる，あるいは，関係

が安定することによって，双方が設備投資しや

すくなり，取引の成米が高くなるということを

考えてきた。そして信頼関係がない場合よりも

ある場介のほうが，そのメリットから有利にな

るときに，信頼関係が選択されるという説明を

してきたのである。

ところが信頼関係による経済的なメリット

は，信頼関係をベースにどのような協力関係を

つくるかにかかっており，それを経験していな

い企業にとっては，きわめて不確かな成果に見

えるのではないだろうか。つまり信頼関係がほ

とんど形成されていない産業において，もし信

頼関係が形成されると，どの程度の取引費用の

節約とどの程度の協力的な設備投資が期待でき

るのか，企業はほとんど計算できないのではな

いだろうか。

またたとえ信頼関係によって双方の企業が経

済的なメリットをイメージしたとしても，相手

を信頼できない限り，信頼をベースとするよう

なオファーを出せないだろう。すると信頼関係

を形成する努力というのは，相手の出方にも依

存して，成果が不確かなものとなるのである。

このように考えると信幀関係にもとづく取引

というのも，結果的に取引費川の節約や協力的

な設備投資を導くという経済効果をもたらすと

しても，取引のプロセス・イノベーションであ

ることが分かるであろう。それゆえに信頼関係

のある状態とない状態を比較して，信頼関係が

あったほうが相対的に有利であると理論的に示

すだけでは，企業がなぜ，どのようにして信頼

関係を形成したのかを説明できないのである。

さてこれらの例から推察されるように，多く

の流通取引制度が，プ)ロセス・イノベーション

としての性格をもつために，その形成のための

努力や投資に関わらず，成米があいまいにしか

予想できない。そしてこのように成果を不確か

にしている源泉には二つ考えられる。一つはイ

ノベーション本来の性格による技術を開発する

うえでの不確実性にもとづくものである。すな

わちたとえ努力や投資をしても，新しい有効な

プロセスを思いつかなかったり，成功にいたら

ないことも考えられるのである。またそのよう

にあいまいな 臼l･｣であるがゆえに，そのプロセ

ス・イノベーションの開発のために，投資リス



クを冒したり，試行錯誤を.iRねるかどうかも，

企業の主観的な判断に依ることになる。

そしてもう 一つは，取引柑予の行動にも依存

することによる不確実性である。流通取引にお

けるプロセス・イノベーションというのは，そ

の流通取引様式について取引相手の協力や受容

が必要な場合が多い。販社制度ならば，既存の

卸売業者との|烏力で販社を設立することにな

り，信頼関係ならば，取引柑子と相互に信頼し

合うことが必要となる。この新たな流通取引様

式への協力や受容をするかどうかを判断する基

準は，上観的な自則に頼ることになるが，前に

述べたように成果の不確実性が大きいために，

その予測が企ｔ によって食い違う可能性があ

る。もしある強気の企業が新しい流通取引様式

による成米を高く 則則しても，その収引相手の

企業がそのような成果をあてにできないものと

考えていたならば，それについて協調したり，

それを受け入れたりすることは難しくなる。

たとえばあるメーカーが販社制度を競合他社

よりも先行して導人する場合を考えてみよう。

販扎制度によって流通チャネルが整理され価格

が加持できたり，その販売努力の確保によって

令国的な販売JI;:が増えるという期待がメーカー

側にあっても，それがどの程度の実効性をもち

うるかは，取引関係のある卸売業者には理解で

きないかもしれない。販社制度の効果というの

は，メー－かーによる努力や他の卸売業者の協力

の度合いによって変動するものであり，しかも

その産業で販社制度が未経験であれば，将来の

成米について参考となるデータもないためであ

る。そうなると卸売業者が販社制度による成果

を少なく評価し，販社設立に消極的となるため

に，結川，販社制度はうまくいかないことにな

る。

したがって流通取引様式のイノベーションに

よる成米は，収引相Ｆの行動によって不確実と

なる傾向があるとii‘えるのである。

さらに流通取引制度がイノベーションとして

の性格をもつとしても，それは一一つの まとまっ

たイノベーーションとして形成されるものという

よりも，むしろ通続する多様なイノベーション

の蓄杖として 考えられることが指摘できる。例

えば商人による流通にしても，一足飛びに現在

のような商人による流辿が生み出されたわけで

はなく，貨幣で収引する，定着した店舗で取引

する，買Ｆを欺かずに適正な価格で販売する，

品揃えを形成する，他の店舗と密集して立地す

る，などの多様なプロセス・イノベーションが

時期を前後して， 発生し，蓄積することで，生

まれたものである。

このような連続的なイノベーションでは，以

前に発生したイノベーションが次に発生するイ

ノベーションの基礎となるだけでなく，ときに

は次のイノベーションを動機付け るこ とがあ

る。それは前に発唯したイノベーションのため

に川意された資源がすべて使い尽くされず， ス

ラック（余剰資源）として残るとき， そのスラ

ックを利川することを考えた イノベーションが

動機付けられるからである。

たとえば販栓制度を起点とするこのような艇

開を考えてみよう。まず初期においては，流通

段階の価格栩持や卸売業者の販売努力の確保を

川的として販社制度という流通取引様式のイノ

ベー ションが発生したとしよう。ある企業 で

は，販社制度という整理されたチャネルをより

有効に利川することを考えて，小売段階の系列

化という新たなイノベーションに取り組むよう

になるだろう。それには販社が営業拠点として

定一着し，製造業者の悩’霎所には営梟力の余剰が



発生することも影響しているはずである。また

別の企業では販社制度をより有効に利用するた

めに，販社との間で物流情報システムを構築

し，さらにそのシステムの利用価値を引き上げ

るために小売業者との物流情報システムをつく

ったり，情報収集や小売支援のシステムに発展

させることを考えるようになる。

これらの販社制度を起点とする流通取引にお

ける多様なイノベーションは，その時々の環境

から必要性を感じて導入されたものというより

は，すでに保有している販社制度というチャネ

ルの資源をもっと有効に使えないかと考えて，

発生したものと見ることができる。

このような連続的なスラック型イノベーショ

ンの展開として流通取引制度の生成を理解すれ

ば，その流通取引制度がはじめの段階ですべて

予想されるものではないことが理解されるだろ

う。その流通取引様式はしば凵ｆ別の目的で形

成されて転用されたり，他の流通取引における

イノベーションから派生して生まれるものであ

るために，事前に予測して，選択するという論

理では考えにくいのである。またその時代の当

事者が予測できなかった事象をあたかも予測し

て選択すると想定する流通理論に問題があると

言えるのではないだろうか。

２．流通取引制度の歴史的背景

流通取引制度には，これまで述べてきたよう

なイノベーションとして生成するものだけでは

なく，はヒめに想起されて選択される形で取り

入れられるものもある。それは他の地域や他の

企業で先行的に形成された流通取引様式を模倣

して導入する場合で典型的である。

ただしそのような選択の場合でも，従来の多

くの流通理論が想定するように，業者の利川可

能性や取引先変史の可能性があるとは限らな

い。確かに現代のように，流通産業が成熟し，

相互に競争し，しかも情報通信や物流のインフ

ラが発達した状況では，その前提がかなり満た

されていると考えられるだろう。しかし歴史的

な視点では，そのような前提が満たされていな

い状況から，流通取引制度の生成の議論をスタ

ートさせなければならない場合が多い。すると

歴史的には業者利用や取引先選択が制約されて

いる状況で，ある流通取引制度が形成されたに

も関わらず，理論のうえでは，それらの制約が

ない状況での流通取引制度の選択として説明さ

れてしまうのである。

前に検討したように，業者の能力や取引の制

約があることが，その状況での商人や系列店制

度を特徴付ける。品揃えがなくても，ごく限ら

れた種類の商品や信用で消費者をひき付ける商

人は，その業者しか利用・取引できない状況で

成立しうるもので，競争や情報の条件が整う

と，淘汰されたり，他の形態に転化していくべ

きものである。また既存の卸売業者の新製品取

り扱いや市場開拓への消極性は，製造業者にと

っての取引拡大の制約となり，販扎制度の形成

を動機付けるとともに，その販社の性格に影響

することになった。

すなわちこのような制約のもとでの流通取引

制度の姿は，従来の理論で想定するようなそれ

らの制約がないことを前提とする流通取引制度

の理論的な構成とは異質のものになると考えら

れる。

さらにこれらの制約は，ある流通取引制度の

初期の段階での特徴をもたらすだけではなく，

流通取引制度の動態的な変化を規定することも

考慮しなければならない。それは業者や取引に

おける制約がやがて解消されるにつれて，流通



取引制度もそれに合わせて動態的に変化するこ

とが推測されるからである。初期の段階ではこ

れらの制約が大きいために，ある流通取引制度

が特殊な形で形成されたとしても，この制約が

小さくなるにつれて，その流通取引制度の特徴

が変わっていく可能性がある。すなわち流通取

引制度の動態的な展開を説明する一つの要因と

して，これらの制約がどのように解消されたか

が重要になるのである。

そのため流通取引制度の展開においては，そ

の歴史的な状況の変化が重要な影響を与えると

考えられるのであり，その要素の考察を省略し

た従来の流通理論では，流通取引制度の動態的

な変遷をうまく説明できないのである。理論の

うえでは，商人ははじめから独立して品揃えを

形成する商人がすみやかに誕生し，その性格は

不変であり，系列店制度も設立当初から商業と

マーケティングとの対立から形成され，その性

格は維持されると考えてきたのである。

ところでこれらの制約が解消されるまでに

は，かなりの長い期問が必要とされる。とくに

商業の生成に関して，そのような制約が解消さ

れる長いプロセスは，経済史の分野において，

取引費用の概念を用いた議論が展開されてい

る。

まずノース＆トマス(1973) は，調査費用，

交渉費用，実施費用の三つに分けて，この取引

費用における効率化の歴史的プロセスを論じて

いる。調査費用は取引相手の探索にかかる費用

であり，それは大規模な市の形成によって効率

化されてきたのである。すなわちある地域的な

市から，国レベルでの中心地が生まれ，最終的

には国際取引の中心地が形成されることによっ

て，買手と売手が大規模な数でそこへ集まり，

著しく調査費用を減少させたのである。また交

渉費川は，価格の他，交換する場所や時間，あ

るいは支払いの方法などについての同意を得る

ことにかかる費用であるo それも大規模な市の

形成によつて，凵常的に起こる数多くの取引か

ら，「標準的な運公の悁習」が発展して，はヒ

めて引き下げられるものであるo さらに実施費

用は取引条件を碓実に履行させるための費用で

あり，その費用は裁判所や法律が整備されるこ

とにともなつて引き下げられるものであつたo

このように市場が大規模に展開されて慣習が

形成されたり，国家が取引を法的牾面などでサ

ボートすることで，取引費川は引き下げられる

のであるo そしてその結果，数多くの多様な商

人が取引に参加できるようになり，買手や売手

は経済的にメリツトのある商人を選んで利川で

きるようになつたのであるo 以前のように商人

がある限られた活動をして，買千も売手も経済

的な理山よりも，信用できる商人や情報をもた

らす商人を利用するしかなかつたという制約は

著しく解消されるのであるo

ただしそのように低い取引費用が達成される

までには，慣習が成立するまでの長い期間が必

要であつたり，国家がサボートするような時代

まで待たなければならなかつたのであるo

また系列店制度の形成に関しては，製造業者

と卸売業者との間の取引の



しかしそれには伝統的な卸売業者による流通支

配が，製造業者や小売業者による流通支配に収

って代わり，卸売業者が否応なくそれらとの取

引をめぐる競争に巻き込まれるまでの長い期間

を必要としたのである。そしてそれとともに商

業とマーケティングとの対立という問題が系列

店制度におけるメインの問題になるのである。

このように流通取引制度の生成が取引費用に

おいて現代とは苦しく異なる状況において開始

されるとき，その初期の段階における歴史的状

況とその変化は，流通取引制度の展開を説明す

るうえで，重要な要素となるのである。それが

従来の流通理論が想定する選択の論理では，そ

のような歴史的状況を考慮する理論的な受け皿

がないために，このような長い流通取引制度の

形成プロセスを説明することができないのであ

る。

○ 歴史的視点の重要性

これまで説明してきたように，ある流通取引

様式の形成を演繹的に説明する流通理論では，

その流通取引様式の経済的なメリットとデメリ

ットを比較して，メリットのほうが大きいとき

に，それが選択されて形成されると考えること

が多い。もしすでに他の地域や産業で先行的に

その流通取引様式が確立されていて，しかも現

代のように情報や物流のインフラによる制約が

少ない状況では，その選択の論理による説明力

は大きいだろう。しかし本論で述べたように，

流通取引様式がイノベーションとして形成され

るときや歴史的に初期の段階のように選択の制

約が大きいときには，この論理の有効性は低い

と考えられるのである。

ではその場合において，どのような理論が求

められるのだろうか。それは流通取引制度が連

続的で共同的なイノベーションとして形成され

るプロセスを説明する理論や，歴史的な取引状

況の変化による流通取引制度の展開を説明する

理論であろう。これらはいずれもひじょうに長

いプロセスを記述する理論モデルを必要として

おり，選択の論理のように静態的な状況や一瞬

の選択プロセスを考えるものとは異なる。そし

てその理論においては，歴史的事例に基づい

て，新たな理論構築がめざされるのである。

ただし制約のない選択を仮定する流通理論に

おいても，歴史的な流通取引制度の展開につい

ての事例を扱うことがある。そのとき歴史的事

例は，その演繹理論を検証したり，例証するた

めのサンプルとして扱われることになる。そし

てそこから環境などの原因となる要因と結果と

なる流通取引様式の特徴が抽出され，その因果

関係で流通取引様式の形成を説明するのであ

る。問題の焦点はこの因果関係にあり，形成プ

ロセスは問題ではないために，歴史的事例に依

拠しながら，定性的なプロセスの記述は必ずし

も必要ではない。この因果関係を一般化するう

えでは，定量データや大量サンプルのほうが都

介が良いのであり，歴史的事例の定性データで

スモール・サンプルの限界がしばしば意識され

やすいのである。

ところがイノベーションや歴史的状況を重視

する理論では，それとは異なる歴史的事例の使

われ方が志向される。これらは長いプロセスを

記述するために，歴史的事例が用いられる。つ

まりその長いプロセスにおいて，イノベーショ

ンがどのように展開してある流通取引制度を形

成するに至ったのか，そのイノベーションを生

成する過程で，どのような企業がどのような行

動を展開したのか，歴史的な取引状況はどのよ



うに変化したのか，それは流通収引様式をどの

ように変えたのか，などが問題になるのであ

る。旧丿題が イノベー－ション行動や歴史的状況に

関わるものであるために， 坊本的に流通現象の

異質性が考察され，そのために定性 ﾃﾞｰ-一夕でス

モール・サンブjﾚ での分析となりやすい。

しかもこのような理論は従来の選択の論理に

おける問題意識を起点としている。そのために

ここ で`扱われる歴史的事例は決定的･1滾り(criti-calcase)

となることが期待される｡ 決定的I卜

例とは，「|･ 分に定式化された理論 を疑問視」

したり，あるいは拡張するために川いられる甲一

一の事例であり，こうした事例から理論の11111J新

を導き， その領域における将来の研究をI'Jび艾

中させることに役立つ ものである（Yin1994 八

そしてこの場介に検証しようとする「寸 分に定

式化された理論」が，選択の論理に基づ く流通

取引制度の生成・艇開についての理論である。

これまで流通取引制度についての演繹的な理

論研究と歴史的方法による研究とが相//:に影響

を与えることは少なかった。その理山はこれま

で述べてきたように長いプロセ スを想定しない

理論研究と長いプロセスを記述する歴史研究と

いう基本的な考え方の違いに坊づくものである

とｆ想される。

二の基本的な齟齬を雌めるために，流通理論

は流通取引制度の歴史的研究を通して，流通取

引制度の動態性や 異質性を説明する論理を 考え

るべきだろう。また流通 史・商業史の研究にお

いても，その歴 史的なプロセスの記述から既存

の流通理論に対する有効な決定的事例を探しだ

し，新たな問題や仮説を提起することが必要と

考えられる。
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● はじめに

歴史的に見て，我が国における流通機構の発

展がいくつかの業界においては問屋または卸売

商に大きく依存してきたことは共通の認識であ

るだろう。その一方で，製造企業の流通チャネ

ルへの積極的関与に見られるように，製造業者

による流通経路の組織化が進行し，卸売商はそ

の竹理対象と変化し，また排除される場合も生

じてきた。さらに，急激に発展した大規模小売

商のバイイング・パワーによって川上への流通

経路組織化が進展し，小売商が卸売商をさらに

は製造企業までをも竹理する形態が生じてきて

いる。

これら現状に対して，従来のマーケティング

研究が多く投下されてきたのは流通チャネルの

選択問題についてである。流通チャネルを選択

する場合，どのチャネルが効率的・効果的か，

合理的か，低コストかといった観点からチャネ

ルを選択する理由付けがなされてきた。しか

し，そもそもこのような流通チャネルはどの様

にして構築されてきたのかについてｊ及される

ことは少なかった。本稿では，この流通チャネ

ルが構築されてゆくプロセスに着川したい。す

なわち，本研究では明治屋とキリンビールとの

間における代理店契約の成立と解除の過程を歴

史的に追跡・考察することにより，流通におけ

る取引関係構築・維持のプロセスを抽出するこ

とを日的とする。特に，卸売商の取引関係構築

行動という観点から卸売商と製造業者との問の

取引関係に焦点をあてて，考察するものとす

る。

戦前の製造業者は既存の有力な問屋・卸売商

を流通経路上の販売担当者として利用すること

が多かった。製造業者はもっぱら生産活動に従

事し，その販売活動にまでは力が及ばなかった

のである。従って，既に確立されていた流通経

路として既存の卸売商に販売を依存せざるを得

なかったのである。ところが，この問崖依存や

からの脱却を図ろうと製造業者は変質してく

る。そこには，製造業者の新たなるチャネル政

策の必要性があったと考えられる。従って，明

治屋とキリンビールの間で起こった一手販売権

の成立と崩壊のプロセスを通して，卸売商と製

造業者との間で起こったチャネルをめぐる相互

行動を整理することは，それなりに意味がある

ものと考えられる。このような意図を持った土



で，本稿は，これまであまり注日されてこなか

ったチャネル構築過程を分析するための端緒的

試みとして位置づけられるものである。

＠ 明治屋のキリンビール代理店 と

しての展開過程I）

最初に，明治屋がキリンビールの一手販売権

を獲得していった経緯から確認しておこう。明

治屋は創業当初よりキリンビールに対する一一手

販売権の取得を目指していた。創業後わずか一

年足らずの1886( 明治19匚年11月に，明治屋創

業者の磯野計は知人であり，ジャパン・ブルワ

リー社創設時の発起人の一人であるW.H. 夕

ルボット氏に対して，キリンビールの前身であ

るジャパン・ブルワリ一社の代理店を明治屋が

引き受けたい旨を申し入れている。当時，外国

人会社は日本国内市場にビールを導入するに

は，［1本人による代理店を設置しこれを通じて

しか販売できなかった。交渉の結果，明治屋は1888(

明治21）年５月に日本全土でのジャパン

・ブルワリーの総代理店という資格を獲得す

る。なお，横浜山手住宅地及び山下町の商館や

ホテル等への地売りと輸出に関してはジャパン

・ブルワリー社の直営で行い，長崎においては

外国人を代理店とし，それ以外の地域での代理

店であった。そして，明治屋とジャパン・ブル

ワリーとの間で交わされた代理店契約は，明治

屋が出荷から代金回収までの全責任を負うもの

であり，さらに建値制を含んだものであっ

た2）。生産会社の公表する価格（建値）に従っ

て，大販売所と呼ばれる各地の大手小売商は販

売を行う。なお，大量購入者には総代理店明治

屋を通じて，生産会社との間で定められた割引

率内での割引が行われ販売されていた。

このような契約下で，明治屋により販路は拡

大されてゆく。1890( 明治23）年には，国内総

代理店である明治屋は全国を60の地区に分割

し，一つの地区に 一ないし二以上の地|メ:別代理

店(DistrictAgent) の設置計画を立て販売網

の拡充に着手しだした。その際に，ジャパン・

ブルワリー社の株式（額面100ドル，時価130ド

ル）が，明治屋を通じて明治屋関係先へ額面譲

渡されたのである。横浜の西島屋と神戸の土谷

商店にも割り当てられている。それにより明治

屋は神戸では土谷商店を特約店に委嘱している

のである。1891{ 明治24）年［エビス］の販売

活動強化に対しブルワリーも束京進出を検討

し，明治屋に出張所開設を求め，明治屋に対し

て3000円の無利息融資を行っている。さらに翌

年，大阪麦酒株式会社のアサヒビール発売に対

し，ジャパン・ブルワリー社は関西地区進出を

決め，明治屋の提案に従って明治屋が大阪に支

店を開設し，明治屋の東京店舗を支店に昇格さ

せることに協力している。この明治屋大阪支店

開設にあたり，ブルワリーからは明治屋に3000

円の融資が行われている。さらには，年額3000

円の広告宣伝費を追加し，また年額500円に限

って新聞広告の半分の費用をブルワリーが負担

することになった。この東京，大阪両方の明治

屋支店までのビール輸送費は，ブルワリーの負

担で行われていた。従ってキリンを扱う明治屋

はアサヒやエビスと対抗して競争を行うことが

できたのである。

1897( 明治30匚年には，明治屋創業者の磯野

計が急逝するが，二代目社長米井源治郎を三菱

の豊川良平が保証するという条件付きでジャパ

ン・ブルワリー社の総代理店契約は更新される

ことになる。1901（明治34）年に米井源治郎は

販売契約の改定を行い，特別割戻金の支出をジ



ヤパン・ブルワリーに認めさせて明治歴の収益

の向上を実現している。翌年には販売代理店は

全国で156店になり，主要都市を中心にほぼ企

国的に販売網が組織されることになる。さらに

は明治屋の対ジャパン・ブルワリーとの収引関

係における主体的立場は強化され3），1907（明

治40匚年には米井源治郎が専務取締役として，

日本法人「麒麟麦酒株式会社」が設立される。

従来通り新会社はビールの醸造専門会社であ

り，明治屋が一手販売権を握ることになる。し

かも米井源治郎という人的結節点により製販統

合が実現したのである。明治屋にとっては販売

上の制約は取引担保の必要性であったが，製販

-･一元化により無担保取引が可能となり，それに

よってますます販売量の成長を見ることができ

るようになったのである。

＠ 明治屋の取引関係構築における

歴史的特性

明治屋がジャパン・ブルワリー社との間に取

引関係を構築してきた中で，幾つかの特徴がみ

られる售 第一に，創業者礒野計の人的ネット

ワークが活用されているということである。明

治屋の代理店指定は，磯野計とタルボットの問

で内交渉を進め，ジャパン・ブルワリー社の重

役であったグラバー氏の強力な推薦により実現

したものである。磯野計は，タルボットそして

グラバーとの人的な繋がりを活用したのであ

る。さらに総代理店化への条件として，ジャパ

ン・ブルワリー社から保証人を要求された際に

も，英国留学以来の後ろ盾であった三菱の豊川

良平と天津・上海領事，大阪市長歴任の鶴原定

吉の個人保証を得て契約を実現している。

さらに，明治屋が`一一手販売を行うことによ

リ，ジャパン・ブルワリー杜は安定的に経営展

開をできたが，それは他方で明治屋の対ブルワ

りーの発11力を強化させることになった。当然

両者問に対立が生じることもあったが，明治雌

の礒野計とジャパン・ブルワIト ーのグラバーと

の問で処理され，さほど大きな問題として顕在

化することはなかったようである。個人的関係

の中で処理されてきたのである。

第二に，代理店契約を指向する取引関係を結

んできたということである。|りj治岸はその創業

時には西洋酒類，食料品，食器等を扱い国内未

開拓商品が中心であるため，囗本における当該

商品の（総）代理店となることによって，国内

市場での優位性を確保してきた。ジャパン・ブ

ルワリーと取引関係を結ぶ場合においても，同

様の手法が取られた。その後国内商品を扱う場

合にも，代理店契約を結ぶものが多く見られ

た。明治屋は旧来の大規模問屋のように豊富な

資金力を有していたわけではない。つまり，い

わゆる流通機能における金融機能を担当するこ

とは困悃であった。それは，キリンビールの販

売活動において，常にジャパン・ブルワリー杜

等の資金援助を受けていることからも明らかで

ある。むしろ，明治屋は市場情報を持つ優位性

により，代理店としての強みを増幅させてきた

のである。創業期にあっては人的ネットワーク

を積極的に活川し，かつ国内未流通品を中心に

船舶納入業者という特性を活用して取引関係を

構築していったのである。

０ キリンビールの一手販売契約解

除の論理

さて，このようにして獲得した一手販売権を

明治屋が返還することになったのは何故であろ



うか。1919（大正８）年に二代目社長米井源次

郎が死去し，取締役副社長礒野長蔵が栓長の任

に就くことになる。そして，翌年にはこれまで

の明治屋と麒麟麦酒株式会社との関係と同様

に，礒野長藏は麒麟麦酒株式会社の取締役にも

就任することになる。1923（大正12）年に，キ

リンビールの一手販売権は更新され。向こう６

年問は有効とされた。そして1926( 人正15）年

には，再度当該年度の販売条件について協議す

ることになっていた。しかし,1926( 大正15）

年になって麒麟麦酒株式会社側から新しい条件

提示が行われた。それは，「同年度明治屋のビ

ール取引数量4ダース人150万箱（25万6千石）

と定め，もしこの予定箱数を消化しきれなかっ

た場合にはI箱当たり50銭の割り戻しを，逆に

明治屋から『キリン』社へ支払う。」というも

のであった。麒麟麦酒株式会社側から，出荷箱

数の50％増加が要求されてきたのである。当時

の明治屋にとってはこの条件は極めて厳しいも

のであった。これを受けて明治屋側は，最終的

に1927( 昭和２）年に麒麟麦酒株式会社との一

手販売契約を解除することにした。そして，そ

の後は一特約店となるのである。

当時のビール業界は，第一次世界大戦による

戦争景気の影響を受けて1916( 大止5）年頃か

ら国内需要は激増し，対前年比36.0％の増加を

達成した。国内販売価格も上昇し，ビールの建

値は大正6年から9年にかけて倍以上に騰毳した

のである5）。市場における品不足が生じ，小売

価格も上昇しだしていた。しかし,1920( 人正9

）年の不況を景気としてビールの価格は下落

しだしたのである。ビール税率の改訂により増

税された部分は，価格に上乗せさせず生産会社

が自己負担せざるを得なかった。不況下での競

争上，建値を引き上げることができなかったか

らである（表－１）。しかしながら，実勢の販

売価格は下落を続けた。生産量は増力||しても販

売価格は低下し，生産会社は厳しい経営状況に

あったのである。さらに,1922( 大正11）年頃

からは生産会社は拡売のため，特約店と呼ばれ

る代理店卸売商に対して仕人れ高に応じて支払

われる奨励金，景品付き販売，介敷料支給，破

損代償の支給，謝礼金，そして包み金支給等の

名称でリベートを支払うようになった。それは

業界の慣行になるほど横行し，値引き競争をさ

らに激化することになった。

それでは，麒麟麦酒株式会社側は当時激しく

なってきた乱売を回避したくはなかったのだろ

うか。乱売を川避したいのであるならばチャネ

ル・コントロールを実施し，代理店と一手販売

契約を結ぶはずである。しかしその逆の行動を

とったのは，あるいは取らざるを得なかったの

は何故だろうか。むしろ，麒麟麦酒株式会社は

■表- １

ビール生産高・建値の推移

�ビール生産鳥(石)�財洋比町 �建値(円川 本換算)

人 正２ 年

３ 年

４年

５ 年

６ 年

７ 年

８ 年

９ 午10

年11

年12

年13

年14

年

昭 和 元年 �217,218240,227245,380333,691412,033498,803648,607592,185647,377765,032791,935915,072814,173813,640�-10.62.136.023.521.130.0

－8.79.318.23.515.5-11.0

－0.07 �-11(22

銭 吶0-1

り27 銭1胎（川 ）-1

凵35 銭押 ）（6 川23(47

銭州 ）2

凵43 銭8 川）-19

（39 銭6 川）

一

一20

（41 銭7 川 ）

出所：次の丈献より抽出して幣理したものである,，

麒麟 攴酒株式会朴広報宇編（1969）「麒麟友酒の歴史-一戦後編」

麒麟麦酒株式会社．



生産設備の増強により販路を拡張・確保する必

要性があったのである。従って，麒麟麦酒株式

会社にとって明治屋という販路は，拡売してい

仁11ではもはや魅力がなくなっていたのであ

る。なぜならば明治屋はキリン側か主体的に示

す販売方法を採らなかったし，麒麟麦酒株式会

社の期待するだけの量を販売できていなかった

からである。

第一次世界大戦中の1918( 人正７）年に，麒

麟麦酒株式会社は神崎工場（昭和24年には尼崎

工場に改称。）を建設・完成している。さらに1926(:

大正15）年には，横浜に新工場を建設し

ている。|［1山手工場の簿価が,130 万円，生産

能力が100万箱であったのに対して，新工場の

簿価は数倍になり（興業費600万円），一方生産

能力は50万箱であった。従って製品原価の負担

が高く，出荷高の増加による費川袖堀が必要と

されるほどであった6’。第一次世界大職後の好

景気と関東大震災後の仮需要に刺激され，ビー

ル各社の施設増強が行われ，その結米供給過剰

が起こってきたのである。つまり，当時の麒麟

麦酒株式会社は，資本設備が重みになっていた

のである。そして，その稼働率を上げるために

出荷高を増大したかったのである。その結果。

「少しくらい値を下げ，販売費を増やしても，

設備を遊ばさないほうが，生産会社にとっては

有利であったのである。」7）つまり，キリンの

ブランド同士での共食いが起ころうが，代金回

収が渫ろうが構わなかったのである。これは。

「メーカーの論理」である。代理店は生産企業

の公表価格，いわゆる建値に従って小売店への

販売を行う。そして同収した代金をそのまま生

産企業に納めることにより手数料を稼ぐことが

本来の役割である。しかし，これは需給均衡が

保たれているという前提条件の下で始めで機能

するものである8）。供給過剰に陥ってし まった

市場状況では，もはやこのような意味での代理

店たる明治屋はその必要性を減少させてしまっ

ていたのであるlO）。

しかしながら，他方で麒麟麦酒株式会社は明

治屋の負担していたリスクを負うことになる。

このリスクを負担してでも，そして乱売を回避

するよりもむしろ乱売を黙認してでも，販路を

拡張して設備稼働率をllげるこ とを望んだので

ある。だからこそ麒麟麦酒株式会社は，安定的

販売を行ってきて乱売をいやがった明治屋とは

逆の方向を指向することになったのである。

さて，「ﾒｰ 一ｶｰ- の論理」が存在する一方で，

「卸売商の論理」もあった。f1 時の社長礒野長

蔵は，明治雌側の総代理店契約を解除する理山

を以下のように挙げている。

「①キリンビールの販売量をさらに 伸ば

し，業界におけ る地位を確岡たるものにす

るためには生産と販売を統一一することもや

むを得ない。当時ビール業界では，既に乱

売の前哨戦が開始され「キリン」社とても

一大難J.jを覚悟しなければならない時機に

あり躊躇することは許されなかった。②明

治屋と［キリン］社は異体同心であり，両

者の利害を一致させ るため，米井社長以

来，明治屋の資本金に匹敵する程度の投資

をキリン株に対して行い，明治屋及び16T系

のキリンの持ち株は キリン総株数の25％に

達し，さらにキリンビールの占い特約店に

もキリン株を分譲して資本的に一体感を培

うことに務めてきた。すなわちキリンビー

ルは明治屋の生命であり，キリンの繁栄は

明治屋の繁栄である。③関束人震災によっ

て［キリン］社は||｡|山手工場を失い，横浜



工場を建設したが，「キリン」社が大震災

の影響を受けるのはこれからで’あって，生

産と販売を一体化し，厳しい考え方で進ま

なければ激一甚な競争に処することは不可能

であったこと。J11）

この際，［キリン］社との間では三菱の提案

により，両者の共同出資による別組織を作り，

両社から役Ｕを派遣して販売を担当させること

も検討されているが，明治屋は両者の根本的,X

場の相違を理山に不可能と判断している。明治

屋にとっては，「キリン」社との取引関係は根

本的変更を検討せざるを得ないと考えていたの

である。

しかし明治屋にあってはキリンビールの収り

扱いは重要な位置をIliめていた。売上高の推移

をみても，キリンビールのｰ一一F販売権を放棄す

ることは大きな疝千となったI恆 て･ヽは，それほ

どまで重要であったのに，何故「キリン」社と

の一一---Ｆ販売権契約解除を受け入れたのであろう

か。二つの考え方ができよう｡ 第一･に，日本酒

の一ｆ販売契約を結んでいたものでもって，キ

リンビールの代川をしようとした，ということ

である。そして，箭スに，|り1治雌の指向した成

長パターンと「キリント 杜のそれとの齟齬が大

きくなってきたことが挙げられよう。つまり，

明治屋においては歴史的な取引艇開の手噸とし

てこれまて･--M･jj己ttyを獲得・紹持することが

第一 ステップJであったn1915( 人iK4) 年に特

製月桂冠瓶詰めの･･手販売契約を結んでいる。

当時はビール部の片手悶仕事であったが，その

後月桂冠は賢 一商品としては人きな主力商品と

成りつつあったのである。この清油部門がビー

ル部門を補うだけの成長を遂げつつあったから

こそ，キリンビー－ルの総代理店から叭なるｰ･代

理店になることを受け入れたのであろう。ま

た，生産者と卸売商の間の取引関係において卸

売商の立場がヨリ強い場介に一手販売契約を結

ぶことの有効性も高かったが，パワー関係が逆

転してしまったら，そのような取引相手である

キリンは明治屋にとってはさほど魅力をなくし

てしまったともいえよう。ここには，やはり「卸

売商の論理」と言えるものが存在したのであ

る。

＠ チ ャネルにおけ るインターラク

ション局面

明治屋と「キリン」社との間で展開された総

代理店契約の締結・解除をみてくると，製造業

者が卸売商へ依存していたチャネル戦略から，

製造業者が自主的に流通チャネルに関わってく

る戦略への転換の軌跡を確認することができ

る。すなわち，製造業者が問屋依存やから脱却

する際のパターンである。卸売商・問崖に依存

していた製造業者が，卸売商 一問屋の行わなか

った方法で販路拡大を可能にしようとしたので

ある。もちろん，問屋のリスク負担を比較ち’量

の上である。「卸売商・問崖に任せておくと乱

売するから，チャネルをコントロールしたい。

そして乱売を押さえたい。」というパター－ンと，

「卸売商・問屋は乱売を回避したい。一方，製

造業者は乱売を黙認してでも販路を拡張した

い，また拡売したい。そのことによって卸売商

の存在が制約になってしまった。」というパタ

ーンとが存在することが，明治屋と「キリン」

社との取引展開過程からうかんでくる。製造業

軒がI司じ様に問屋依存から脱却する道でも，異

なる経路が存在したのである。

これは成長経路の違いであると考えられる。



伝統的には，比較的人規模な問屋がその市場情

報力と既存の整備された流通チャネルを有して

いるということを強みにして，リスクを負担す

ることができたし，そしてｰ・Ｆ販売権を得るこ

とができたのである。これが問屋依存やであ

る。

明治屋においても，いわゆる「卸売商の論理」

に従い，先ず‥T月販売権を確保してから進めて

行くとい引収路の固定化・安定化が先行した。

つまり，相対的には閉じた･,y属的なチャネルの

形成により成長を図っていたのである。他方，

工場を拡張して生産高，そして販売高を高めよ

うとしたのがメーカー・チャネル政策｡’S･1であ

る。「キリン」社は，成長への次のステップ’と

して，販路を固定化・安定化するよりも大量に

販売できる経路を垂視した。つまり開放的チャ

ネルを指向して，それによる成長を目指したの

である。これは「ﾒｰ 一一力--の論理」である。結

局の所，成長パターンという観点から見ると，

製造業者においては卸売商をヨリ強固に竹理す

ることによって成長を図るパターンと，むしろ

卸売商を制約条件としてこれを排除して成長を

図ろうとするパターンとが存在した。他方，卸

売商においては伝統的に資金力を持った有力企

業が，その資金力を背景にして製造業者と排他

的な取引契約を結ぶことによって成長していく

パターンと，同じように専属的な関係を築く

が，その基盤を市場・商品に関わる情報力，そ

して既存の流通チャネルの整備力において，製

造業者と一手販売契約を結んで成長をＭろうと

するパターンが存在した。|引治雌の事例では，

創業期からの歴史的初期条件により規定されて

後者のパターンをとっていると考えられるl呪

「キリン」杜とIﾘ」治屋の闘では，これら諸パタ

ーンが錯綜的にとられたため成挺の過程におい

て両者がマッチングできず，総代理店契約は解

消されることになったのである。

＠ お わり に

最後に，残された課題を簡単に提示しておき

たい。第一に，明治屋と「キリン」社の成長経

路の違いについては確認されたが，その違いを

生み出す理論的整理は不十分なレベルに留まっ

ている。さらなる理論的精緻化か必要である。

第二に，卸売商と製造業者という相違に帰囚す

る部分と，明治屋と「キリン」社の違いに依存

する部分とを，ヨリ明碓に峻別して検討するこ

とが求められる。そのためには，さらに取扱品

あるいは業種による事例の比較分析を行うこと

が必要である。これが第三の課題である。

注

１）以下の歴史的記述は次の文献によるものである。

明治屋本社編（1958）「明治屋七十万｡年史」。

明治屋創業百年史編纂委Ｕ会編(1987)「明治屋100

年史」。

なお，明治屋の取引艇開過程の詳細については以

下を参照されたい。

西村順二(1996)「取引関係構築の歴史的艇開過程

一明治屋の創業期にみる収引関係構築の歴史的初期

条件」「流通科学J13 り･。

２」契約書の原本は存在しないが，契約書内容は以下

のものであることが確認されている｡

①横浜及び長崎を除いた日本の全地域の総代理店

(SoleAgent) であること。

②総代理店は，その得意先が生産会社の公衣する価

格及び割引(Discount) に従って販売することに同

意すること。

③総代理店の手数料(Commission) は，容器代（瓶

・箱代）を除いたビールの中身価格の５％とするこ



と。

④販売したビールの代金回収については，総代理店

たる磯野が令,11任を負うこと。

⑤宣伝広告費は，総代理店の販売業務が碌立するま

で，乍ごとに総額を決定し，ジャパン・ブルワリー

と磯野が折ｔ負担する｡

３）明治屋の総代理店としての契約が解除されるまで

の39年･問にわた･･Jて，明治屋は対ジャパン・ブルワI

ト ー杜との関係においては，上体的に販売活動を行

ってきている。以下を参照されたい。

内村順(1996) 『取引関係構築の歴史的展開過程

一明治麗のfil』業期にみる収引関係構築の歴史的初期

条件|「流通科学,113り･。

４」創業期における明治屋の歴史的な取引関係構築卜

の特性について，詳細は以下を参照されたい。

西村順｡く（1996）［取引関係構築の歴史的艇開過程

一明治屋の創業期にみる取引関係構築の歴史的初期

条件］「流通科学」13号。

５）令国のビール生産高はに人iK3年の24万石から人

正８年の64万石へと人幅な増加を見たのである。ヒ･

－ルの姓値もIJ･ し，大正3年には大瓶４ダース人一

箱Ｈ円 囗 本で約22銭9厘）から大正9年には同23円

囗 本で約47銭9厘）とな-Jた。これは戦前・峨後を

通じた城鳥値であった，

麒麟麦酒株式会礼広報室m(1969) 「麒麟麦酒の駆

史一戦後編」麒麟麦酒株式会社,pp.367-369.

6 凵り|治屋本杜縮（1958）r呷丿治屋七十三年史』株式会

社明治吊本杜,pp.59-61.

明治屋創業町年史編纂委日会編(1987)「明治屋100

年史」株式会社明治屋，pp』50―151.

7 ）麒麟麦酒株式会杜広報室M(1969) 「麒麟麦酒の雁

史一戦後編」麒麟麦酒株式会社.pp.372-373.

8 ）麒麟麦酒株式会社広報室(1969) 「麒麟麦酒の歴

史一職後編」麒麟麦酒株式会社,P.369.

9 ）明治屋nl』業町年史編纂委ｕ会as(1987)「明治麗100

年史」株式会社IりJrfiM,PP.151-152.

10）1924（人I臼3）年･の株主総会において，明治屋と

の総代理店契約の解除を求める声があかっている｡

リベートの負担が人:きくなってきている一方で，す

でにこの時期に|販売拡張十溥1治屋が制約とな-Jてき

ていたのである。つまり，代命回収を確実なものに

するために安令な取引先としか販売を行わず，新た

なる販売先を開拓することがなかったという明治屋

の￥実的な|収売方法の故に，麒麟麦酒株式会社の拡

売政策には同調しなかったのである,士 －Ｆ販売楠を

持つことが，明治屋をして消極的な安令志向の経営

を取らせてしまったのである。以下を参照されたい。

麒麟友酒株式会社縮(1957)r 麒麟 麦酒株式会社50年

史』麒麟麦鴻株式会社。

風Ｍ 勉(1994) 「戦前囗本のメーカー流通経路政策

一一［縦や特約店］「販社制」の先駆形態囗’人阪学院

人学商学論渠」第19巻 第３・４廿｡

11）I垳 僭心il】霎町年史編纂委貝会編（1987）『明治屋100

年･史』株式会社明治屋,pp.151 ―152.

12）明治屋の売1こ高はキリンビールの総代理店から離

れた後に人きく減少している｡ しかし，営業担｀1銘ls

門の人口力川 キリン」杜へ移籍し，･整理されたため

しばらくは桍益に関しては急激には減少していな

い

■表- ２

明治屠の騅鐘椎爲

13）この違いは以下のものに帰閃していると号えるこ

ともできよう。すなわち，卸売商は保守的であり，

チャネル統制を指向し，暖簾屯視の傾向が比較的鳥

い｡ 他方，製造業者は設備投資に積極的であり，成

長指向が比較的強い｡ これは機能の違いではなく，

企フパC化・組織丈化の大卜ylとにることができる｡ し

かし，何をもって保守的であるとか，何をしJ て成

長指向的であるとみるのかについては多様的な解釈

がllf能であり，さらなる詳細なぞ察が必要である。

明治屋においては，従来の取引関係構築にあ，て

は人的ネ 冂ヽ ワークに比較的依存してきたかI、1 キ

�一一

人二l囗3 乍14

年15

年

昭 和2 乍:

卩「

が「5

年6

年 �

売ll高（円） �税引き前利益金(円)

��28,682,208

25,702,857

28,7:≪,43111,050,47211,212,88711,593,30610,670,2729,507,963�512,988442,808417,004422

，142427,298429,146342,479323,705

�出1一仁以卜力資料よ引乍成したもｿ）である

明ば幽翊|」７ 町乍史編纂が口会編･1987j 「明治屋100乍史］休式公朴

明治川．



リ ン｜ 杜 との 問 の総 代 理 店 契約 の 解 消 に お い て は，

収 引関 係 構 築 の 基盤 が 卸 売 商 と 製 造業 者 の パ ワ ー一関

係に シ フ ト し た と い え る だ ろ う． つ ま り 収 引 関 係 の

構 築 圸盤 が 変 化 し た の で あ る． し か し な が ら， 過 渡

jり］の 対 応つ ま り明 治 屋 の営 業 部 門 が そ の ま ま 「 キ リ

ン｜ 杜へ 移 籍 し て い るこ と を 兒 る と， まだ ま だ 歴 史

的 初!りj条件 に 規定 さ れ て い る部 分 が 残 存 し て い た と

,i‘え る だ ろ う.
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チャネル調整様式の歴史的動態

〈昧の素〉卸売特約店制度の変容分析

:二ぼ2;,
卸売特・店制度・史的・・:＼二;ぶ昌潔驚ご瓢

池 田 敦

●流通科学大学商学部助教授

○ は じめ に

［リレーツヨンツヴブ・マーケティン グ］を

特集しているJournal(ftheAcademyofMar-ketingScience,vol.23,No.4

に寄せた論稿で

FrazierandAntia ［1995,pp.321-2 ］は， 米

国における流通チャネルの令般的な動向認識と

して， メーカー－‥一流通業麗問のチャネル関係に

おける「関係的交換」あるいは 冂莫丿係性」の強

まりという動向を認めつつも，同時にそれとは

逆の 囗刪系の希薄化」あるいは［関係の悪化］

という’li態が特にメーカー一一卸売業者間で進行

していることを指摘している。そして彼らはこ

うしたチャネル関係の［希薄化］あるいは［悪

化］をもたらしている輿休的な要囚として，競

争の激化の中で多くのメーカーがマーケット・

シェアの維持拡人のために複式チャネル政策の

採川を進めてきていること， またコスト削減の

ために流通業者へのサポート要貝を削減した

り，あるいは従来メー一カーが受け持っていた機

能 を 流通 業 者に 川 代 わ り(functionalspin ―

off）させてきていることを挙げている｡ こう

した「冷たく厳しい経済的現実」が多くのチャ

ネル・ メンバ･－を|烏働的努力から遠退かせ,｜チ

ャネル関係は 存在している」が，「企 袰間の緊

密な相互行為と利’,りの強い相互依存性を特徴と

する関係的交換は存在していない」状況を止み

出している，一一一……とい うのが彼ら の認識であ

る。

このようなチャネル関係のいわ旧引:l･ 我rl｛J動

向｝ と類似の動向を裡測させるような現象は，

わが国でも観察される。すなわち，ごく|ﾐlj象論

風に言えば， 人:規模消費財メーカー－と人規模小

売チェーン ストア企業のいわゆる「戦略的提

携」あるいはチャネル・オペレーションの効率

化に向けた「協働化」が進展するｰり厶 他方で

はメーカーによる卸売／小売段階の既存チャネ

ル・メンバ。一の選別強化やそれに関連した取引

条件あるいは流通取引制度の改編が1990 年代に

入って進行している。 もちろん，後者のような

現象にチャネル関係の「希薄化」あるいは「悪

化」という含意を読み取り，それを概念的に定

式化しようとする場合，「希薄化／悪化」とい

う用語の意味内容の規定の仕方も含めて，それ

相応の考察と分析が必要であることはｊ うまで

もない。

本稿では，1995 年に実施された味の素株式会



社（一 以下，< 味の素〉と表記する）に よる

卸売特約店制度の運川様式の改編を表 象とし

て，この改編に含意されるチャネル関係変容の

内実一一 すなわち，それまでの卸売特約店制度

の迦川様式と比較してみた場介，そこにどのよ

うなチャネル調整様式としての特性を抽出でき

るのかを，やや長期的な時間スパンの中で探っ

てみたい と思う。そのためにまず，〈味の素〉

卸売特約店制度の史的艇開を簡単に整理するこ

とから始める。

● 〈味の素〉卸売特約店制度の史的展開

戦間期特約店制度の形成

少数の特約店とその販売先である副特約店を

チャネル・メンバーとする〈味の素〉の卸売特

約店制度は，1910 年代末から20年代初頭にかけ

て生じた副特約店レベルでの「乱売」行為に対

する対策を当而の課題とした。一連のチャ ネル

政策の展開を通じて構築されたものであった。

そしてそれは，30 年代半ばあたりの時点におい

て一定のチャネル・シ ステムとしての俑立をみ

たとiiうことができる。

〈味の素〉が松下商店（大阪），鈴木洋酒店（束

京）など，当時の有力卸売問屋６杜を特約店と

したのは製品「味の素｜ の一般販売を開始した

1909 年のこ とであるが，< 味の素〉によるチャ

ネル・コントロールという意味での本格的なチ

ャネル政策が展開され始めるのは，第一一次人峨

後の反動不況の中で発生してくる副特約店レベ

ルでの「味の素」の乱売を契機にしてのことで

あった。「味の素」の乱売は1920年のい わゆる

戦後恐慌以降の金融情勢の悪化の中で多発した

わけであるが，この乱売現象は関西方面の剛特

約店 一一一つまり，I` 1111乱 関内以西の地域におい

て「昧の素」の一F 販売権を得ていた松下商店

の取引先である:1次卸売店の間で特に激しかっ

た。こうした乱売の抑111を囗的として，< 味の

素〉による本格的な流通チャネルの整備が開始

されたのであった。

端的に,レJ て，副特約店による乱売は，他の

川特約店が［昧の素」の版売 インセンティブを

失うという事態をもたらしていた，そうした状

況において，〈昧の素〉としては乱売を抑|ﾄし，

副特約店に安定したマージンを保証することに

よって，まさに安定した販路，チャネル・メン

バーを顧保する必要があったわけ であるl’。

そのために<昧の素〉がとった対策の第１は，

特約店に対して，副特約店への金融助成および

契約や指導による副特約店の版売状況の掌捉を

要請することによって，副特約店管理について

の協力休制を構築することであ９た。その--端

は，1923 年に松下商店（特約店ト‥小西商店（副

特約店）出jで結ばれている次のような取引契約

の内容に窺うことができる。それは①小西商店

は「昧の素」を松下商店から仕人れる，②小西

商店の販売地域は畿内，南・西海道，山陰・山

陽道，琉球，北海道一円とする，③「昧の素」

以外（の偽造品・類似品）の取り扱いを禁止す

る，④初年度の什人万以を８万円以 卜.とし，次年

度



それを促すために副特約店に対して助成・優遇

策を講じることであった。この「味の素会」の

結成・組織化は「乱売の阻止」を第一義的な日

的として,1920 年代後半から積極的に進められ

ていった3）。そして，こうした「味の素会」の

実効性を確保するために導人されたのが，「味

の素会」会貝に対する「贈賃金証書」制度等の

積立金制度一 利益保証の優遇策であった气

以L のような特約店との副特約店共同竹理体

制の構築，そして副特約店レベルでの［店会］

の組織化という「『縦』『横』両面への販売組織

整備」によって，〈昧の素〉の卸売特約店制度

は1930年代の半ば時点において，そのコントロ

ールがかなりの程度に及ぶチャネル・システム

として編成されるに至ったのであった。

戦時配給統制機構への推転

以上のような経緯の中で形成された< 味の

素〉卸売特約店制度はその後，戦時休制への移

行に伴っていわゆる配給統制機構として組み替

えられていくわけであるが，ここで指摘してお

くべきことは，配給統制機構下においても卸売

特約店制度の「構造的骨格」は存続したという

点である。端的に言って，製IW副 味の素」の配

給機構は既存の特約店一国特約店ルートをベー

スに編成されたのであった。

例えば一般家庭向けの場合,1941 年8月から

福岡市を皮切りに始まる「昧の素・切符配給

制」は既存の特約店一副特約店ルートをベース

に運用されたものであるし，また42年4月に設

立された「グルタミン酸ソーダ配給統制協議

会」の実行組織である「配給統制組合」は「昧

の素」の場合，「東部『味の素』配給統制組合」

が東京の三特約店をはじめとする特約店・副特

約店をもって組織され，「西部「味の素」配給

統制組合」が松下商店および副特約店をもって

組織されたのであった。こうして既存の特約店

・剛特約店はいっせいに「配給統制組合」に組

織され，さらにその下部組織である各府県単位

の「配給会」は主として上述の「切符配給制」

導人時の組織を再編する形で組織されたのであ

った。

後述する戦後の特約店制度の運川様式との関

連で，いまｰ-つ触れておかなければならない事

柄は，紅年に農林省から指示された 匚三段階・

公定価格制」（生産者販売価格一卸売業者販売

価格一小売業者販売価格）である。戦間期にお

いて〈昧の素〉は垂直的価格政策の基軸を卸売

建値（＝卸売業者の小売店への販売価格）に置

き，小売価格については参考価格として標準価

格を設定しているだけであった。やや強引に言

えば，戦後から最近まで見られた 匚l段階・建

値制」の端緒は戦時の「公定価格制」にあった

と考えることができる。

戦後特約店制度の復活と変容

さて，〈昧の素〉の卸売特約店制度は上記の

ような戦時期における配給統制機構への推転を

経て，戦後1950年代に復活することになる。し

かし戦後の卸売特約店制度，そしてそれを基軸

とするチャネル編成は，戦闘期形態そのままの

復活を出発点としたものではなかった。

まず特約店・副特約店は戦前のそれを中心に

再編成されるわけであるが，これに新興の有力

かつ信川のある卸売企業が特約店として付加さ

れた5’。また「味の素会」も50年以降復活する

が，それは「戦前に比べて地Iメ:別・流通の各段

階別に細分化されて，より広範囲にわたって結

成されることとなった」（昧の素株式会社[1972],

p.86）。そして戦間期との対比において，何よ



りも戦後の卸売特約店制度を特徴づけるのは，

特約店・剛特約店に対して戦後新たに川意され

る販売手数料（リベート）制度である。以下で

は，このリベート制度に焦点を当てて，戦後特

約店制度の運用様式の変容を整理しておこう。

50年代において，二次卸売段階における価格

競争を背景に，特約店・剛特約店に対する「預

り金卜 制度という，戦間期の積立金制度と同様

の「利益保証」形態が復活する。しかし戦後の

この「初期段階におけるリベートは，非 オープ

ンの形で，一応売上金額に準じて計算された」

ものではあったが，「これをシ ステム化するた

めには，卸店の持つ様々な機能を評価し，これ

を客観的に数字化させ，論理的に辻褄の合う形

を追求しなければならなかった」（清1990],

pp.15-6) 。ここから，|||来の「非 オープ ン」

の販売手数料に「オープン」の販売 手数料を加

えた，新たなリベート制度が導入されていくこ

とになった。

この「シ ステム化」されたりベート制度を基

軸とする特約店制度運用様式の一応の完成を示

すのが70年代初頭である。すなわち72年から「商

品群別・店格別」特約店制度6’および「期別販

売数;lt契約」とそれに基づく「契約達成リベー

凵 制度が導入され，「オーブン・定率」の「幕

本手数料」および「分荷手数料」に， インセン

ティブ部分として累進制の［契約達成謝礼金］

を加えたリベート体系が用意された。これは,50

年代後半から60年代を通じて志向された新たな

特約店制度への移行を象徴するものであった。

こうした新たな特約店制度の運川様式の採用

を促した基本的な背景として，2つの事柄を指

摘することができる。第1に「商II,Ill群別特約店」

制の４ 人には，マーガリン等の要冷商品分野へ

の製品多角化とそれに伴う保冷機能を遂行する

特約店チャネルの必要性という動閃が作用して

いたというこ と， 第２にスーパーマーヶツトの

成長という小売構造の変化に伴い，物流而での

小売段階へのメーカー直送，そして営業而での

小売段階へのめﾐ接営業が艇開される中で，卸売

企業の役割機能に即した報奨体系を整備する必

要があったということである7）。

ともあれ，70 年代初頭に導人されたりベート

制度は特約店・副特約店の遂行機能を評価規準

として運川される特約店制度への移行を示すも

のであり， それは特約店・副特約店が米たす役

割機能についての評価に基づ く報奨形態である

という意味で，いわば「市場的契約」関係をベ

ー スとする運用様式への移行を示すものであっ

た。

さて，95 年におけ る特約店制度運川様式の改

編は，そうした「市場的契約」関係のある意味

での［純化］がさらに一歩推し進められたもの

であるとみることができる。すなわち①三段階

建値制の廃止（仕切 り価格のみを設定），②累

進制数量リベートおよび物流機能などに対する

定率リベートの廃止（ただ 凵収促リベー1ヽ は残

す），③商品別・地域別特約店制から全商品，

令国一律の特約店制への変史を骨子とする95 年

の改編は，卸売企業に「保証」される利益が基

本的には売買差益としてのマージンのみである

ことを示している。しかもそのマージンは小売

段階への販売を目指した市場競 争の［結米］と

して与えられるものであり， それまで`の数量リ

ベートや定率の基本手数料のように，「最低限

これだけの柎益は保証される」という，いわば

「事前の保証」が与えられた報奨形態ではな

い。ll で「市場的契約」関係の「純化」とi‾iつ

たのは，こうした「市場取引」的側而を色濃く

もった「誘因 スキーム」(incentiveschemes)



への移行という点を指してのことである。

われわれは以上のような戦後における特約店

制度の運用様式を象るリベー囗1111度の変容の中

に，〈昧の素〉一卸売企業IM］のチャネル関係の

変容を読み取ることができるであろう。以下で

は，そこに含意されるチャネル調整様式の変容

を概念的に整理，分析していくことにする。

＠－ チャネル調整様式の変容とその規定因

議論の枠組み：「チャネル関係の調整」問題

ここでの議論の枠組みは，概ね次の通りであ

る：（1）メーカーが自らの意図・目的に照らし

て，自社製品の流通チャネルを構成するチャネ

ル・メンバーの行動をある一定の方向に誘引し

ていくために設計するいわば「関係管理の枠組

み」のことを，ここでは「誘閃スキーム」と呼

ぶ。（2）メーカーの意図・目的一 換言すれば「チ

ャネル関係の調整」問題の内実を一意的に措定

することはできないけれども，その内実を規定

する何らかの要因が作川していると想定するこ

とができる。そうした規定要閃をここでは「調

繁」問題の「発生基盤」と呼ぶ。（3）卸売特約店

制度の運用様式を象る建値制，リベート制度等

の流通取引制度は，こうした規定関係のもとで

想定される「チャネル関係の調整」問題に対応

して設計・執行される「誘囚スキーム」の発現

形態として捉えられるバ4）もし「誘因スキーム」

の特性，その発現形態としての流通取引制度に

何らかの変容を識別する（できる）とすれば，

その規定因（あるいは「根拠」）はさしあたり

「調整」問題の「発生基盤」の変化（→「調整」

問題の内実の変化）に求められるが，しかしそ

の場合，それだけではなく「誘因スキーム」の

執行可能性を規定・保証する「条件」を問うこ

とが重要である。

さて,本稿でチャネル調整様式と言うのは「誘

囚スキーム」のいわば執行メカニズムを指して

いるわけであるが，さしあたり以上のような枠

組みを想定して，〈味の素〉卸売特約店制度の

史的展開の中に，「誘閃スキーム」執行メカニ

ズムの類型とその転型を読み取っていくことに

しよう。

調整様式の類型化

さしあたり(1)1930年代半ば，（2）70年代初頭，

(3)95年の改編という３つ段階を取り上げてみる

と，われわれは各段階の特約店制度の運川様式

それぞれに，次のような「誘因スキーム」とし

ての特質を識別することができる。

(1)1930年代半ば 〈味の素〉と特約店は，剛

特約店による乱売を抑止し，副特約店に一定の

利益を保証しうる体制を整えることによって

「正常な」販売を志向する副特約店を確保・維

持することに共通に利害を見出していた。特

に，20年代初頭に乱売が多発した関西地方にお

いて販売を仝㈲的に委ねていた松下商店との間

では，そうした利害（期待）の共有は確かなも

のであった。端的に,1つて，この段階での特約

店制度の実質的内容は，特約店との協調体制に

基づく副特約店の竹理・掌握にあったとみるこ

とができる。このような特約店との「期待の共

有」，その意味でのメーカー一特約店問の強い

（そしてほぼ対称的な）相互依存関係をベース

にした特約店制度の運用様式- 「誘因スキー

ム」の執行メカニズムを，ここではさしあたり

「双方的調整」(bilateralgovernance)と呼ん

でおこう。この調整様式の下では，メーカーが

卸売企業に与える誘囚（報奨）形態は，両者の

「関係」の長期的安定性に資する行動を卸売企



梟がとっているかどうかを規準にしたものにな

るであろう。換ｊすれば，卸売企業がその「関

係」の長期的安定性を害する行動をとらない限

り，メーカーはあるｰ･定の利益を卸売企業に保

証するという誘因付与形態を採用するであろ

う。この段階に見られた禎立金制度を中心とす

る利益保証の形態はその現れであるとみること

ができる。

(2)70年代初頭 リベート制度を基軸とした特

約店制度の運川様式は，既述のように卸売企業

の米たす役割機能についての評価をベース,に卸

売企業が処遇されるという意味ではヨリ［巾場

的］な取引関係への移行を示すものであった，

それは，ヨリ正確にｄえば，何らかの資格丿要件

にJ,りづいて卸売企業を選別するが,その要件（あ

るいは一定の行動成米）を満たしている限りに

おいて,卸売企業にはその成果に応じてｰ-定（最

低限）の利益を保証し保護を約束するというや

の「誘閃スキーム」であった。端的に言って，

この段階での特約店制度は取引当事者問の非対

称的な相互依存関係，その意味で階屑関係ある

いは権限関係をベースに運川されていたとみる

ことができる。こうした運川様式 「誘囚ス

キーム」の執行メカニズムをここではさしあた

り卜･方的調整」【unilatera】governance) と

呼んでおこう。この調整様式の下では，メー一カ

ーが卸売企業に対して川意する誘因（報奨）形

態は事前にヨリ公式化されたものとなる。すな

わちこの場合,卸売企業に対する利益保証は「双

方的調整」の場合と同様に長期的視点に立った

形態をとることになるが，その際の評価規準は

「双方的調整」の場合に比べて，ヨリ具体的明

示的な指標が与えられることになる。戦後まも

なくの特約店制度「復活」から，この70年代初

頭に至るリベート制度の導人過程は，いま述べ

たような内実を有していたとみることができ

る。

(3)95年の改編 定率リベートおよび累進制の

契約達成（数il;:）リベートの廃止は既述のよう

に，卸売企業に「保証」される利益が基本的に

は売買差益としてのマージンのみであることを

示している。 それは，換言すれば，市場競争が

卸売企業に対して与えるいわば「外生的」なイ

ンセンティブをべ｡一ｽに運用される特約店制度

への移行を示している。すなわち，この運川様

式では市場競争が有能な卸売企業を選別し，メ

ーカーとしてはその選別された卸売企業との取

引を継続するわけである。このような運川様式

一 「誘囚スキヽ-ﾑ 」の執行 メカニ ズムを，先

にも述べたように「市場的契約」関係の「純化」

を示しているという意味で「市場的調整」(mar-

ketgovernance) と呼ぼう。ここでｊ う『「IJ‘

場的調整」の概念的内容をその純粋型において

示せば，さしあたり次のように言うことができ

る。すなわちここでは，取引当事者は時間的継

続性をもった「関係」それ自体が捨象された1

回毎の単発的な取引(discretetransaction)

を介して結びつく。この場合，当事者問の相互

依存性の強度とその対称性の程度のいかんにか

かわりなく，当事者は１回毎の取引の利得計算

に基づき収り引きするわけであり，かりに特定

の取引相手との取引が継続するとしても， それ

は結果であり，当初から継続的取引関係の維持

・安定化が意図されているわけではない。もち

ろん以上のような「市場的調整」概念は純粋型

であり，近時の取引制度改編がこうした純粋型

そのものの表出形態であると言えば，それは極

論であろう。しかし卸売企業に対するテリトリ

ー保証の引き揚げや 川来のリベート体系の廃止

は，いま述べたような「市場的調整」概念に近



似した調整様式への移行を含意しているように

思われる8）。

なお念のために付ilすべきは,ここで言う「市

場的調整」への移行- あるいは「利益保証」

制度の引き揚げという意味でのメーカー一卸売

企業問の「関係の希薄化」は，例えばオペレー

ションレベルでの「情報連結」あるいは「情報

共有」という側而での「関係の強化」と必ずし

も矛盾するものではないという点である。両者

は併存しうるわけであり，もしそうだとすれ

ば，冒頭で触れたFrazierandAntia ［1995］

のilうチャネル関係の「二’亟的動向」は，1つ

のチャネル・システム内においては，-一方にお

ける「利害調整」次元での「関係の希薄化」と，

他方における｜オペレーション」次兀での「関

係の強化」という形でも進行しているとみるこ

とができる9）。

調整様式とその転型の規定因

それでは，<味の素〉卸売特約店制度の史的

艇開に認められる以上のようなチャネル調整様

式＝「誘因スキーム」執行メカニズムの内実と

その転型を規定した基本的な要因は何であった

のか。これについては既に若十触れてきている

わけであるが，ここで「チャネル関係の調整」

問題の内実とその｜発生基盤」に焦点づけて，

基本的な要囚を明示的に要約整理しておくこと

にしよう。

既にみたように戦間期における卸売特約店制

度の形成を促した基本的な契機は，剛特約店に

よる乱売であった。この乱売をいかに抑止する

か，すなわち流通段階におけるブランド内競争

というチャネル・メンバー間競争の「調整」問

題が初発の問題であった。この問題の打開は，

当時の特約店との「相互依存関係の対称性」と

「利害の共有」という条件の下での特約店との

共同副特約店竹理体制の構築，副特約店レベル

での「店会」の組織化，そしてそれを促し雑持

するための利益保証制度の川意という形で図ら

れたのであった。

ところで，戦時配給統制機構はこの戦間期に

形成された特約店制度下のチャネル構造をベー

ス,として編成されたわけであるが，この戦時編

成化は流通チャネルの「組織化」という意味で

は戦同期のチャネル編成をヨリ強岡なものとし

て戦後につないだとみることができる。すなわ

ち第1に，既述のような配給ルートの編成はく味

の素〉にとって，そのルートの構成メンバーの

杷握をヨリ確実なものにしたであろうという意

味において。そして第２に，絶対的なモノ不足

は|囗（副）特約店の< 味の素〉に対する依存度

を高め，チャネル関係における〈味の素〉の主

導性を確実なものにしたであろうという意味に

おいて。実際，戦後の特約店制度の復活過程に

おいては，〈味の素〉の主導のもとに特約店の

選別と付加が行われたのであるが，それは戦問

期との対比で二えば，〈味の素〉一特約店間の

相ｶﾐ依存性の非対称化を意味していた。

このようないわばパワー関係の構造的条件の

下で，先に 卜-方的調整」と呼んだチャネル調

整様式への転’叨が60年代から70年代にかけて生

じたとみることができる。もちろん既述のよう

に，こうした転やには製品の多角化と小売構造

の変化，そしてそれらに伴う卸売企業の役割機

能についての評価規準の明確化の必要性という

要囚（契機）が作川していたわけであるが，こ

こでの「調整」問題は特にはチャネル・メンバ

ーとの機能／利害調整の問題であったと言うこ

とができる。しかもこの「調整」問題は，競合

ブランドが登場してきた状況下での，つまリブ



ランド間競争の激化という文脈での問題であっ

た。この点，この段階でのチャネル政策の基軸

（動因）は戦間期のそれとは異なる。ごく中｡純

化して言えば，戦問期におけるチャネル政策の

基軸がブランド内競争の抑止という点にあった

とすれば，戦後のこの段階での基軸は，ブラン

ド間競争に対処していくための卸売チャネル

（メンバー－の）競争力の強化という点に置かれ

ていたとみることができる。

さてわれわれは先に，95年の特約店制度の改

編を「市場的調整」への移行を示すものである

と捉えたのであるが，このチャネル調整様式の

転型にはどのような要因（根拠と条件）が作川

しているとみることができるであろうか。さし

あたり指摘できることは，メーカー・チャネル

政策の主眼が卸売段階から小売段階（特には人

規模小売チェーン企業）へとシフトしてきたと

いう点である。もちろんこれは，メーカー・チ

ャネル政策の射程を卸売段階と小売段階とに:く

分した場合に，その重点が前者から後者にシフ

トしてきたといういわば結果を指摘しているの

みである。むしろここで重要な点は，そうした

結果をもたらした要因を探ることが同時に，メ

ーカー一卸売企業間のチャネル調整様式の転や

を規定している要囚を探ることにつながるので

はないかということである。

端的に言って，小売チェーン企業の台頭，そ

の裏面としての中小・零細小売業の減退という

小売構造の変化は，メーカーからみた卸売企業

（特に二次卸）の役割機能の憲義を小さくして

きている。また卸売段階では，一次卸と二次卸

問およびや異業種卸間の提携・介併が卸売段階

の集中化を進行させていると同時に，卸売企業

にとってロジスティクス機能の強化とそのため

の情報化が競争上，不可欠の条件となってきて

いる。こうした卸売段階での動向は，小売構造

の変化と相俟って， メーカーの卸売企業に対す

る旧來のいわば「保護」政策の意義を失わせて

きていると考えることができる。むしろメーカ

ーにとっては，上述のような小売・卸売段階で

の動向を促進する，あるいはそうした動向に対

して少なくともニュートラルなポジションをと

る方が長期的には意味を持つようになってきて

いるとも討えるであろう。

ヨリー｡一般化して言えば，〈味の素〉卸売特約

店制度の改編に代表されるような近時の建 値

制，リベート制度の改廃などの流通取引制度改

編の動向は，メーカー一卸売企業問の「チャネ

ル関係の調整」問題それ自休がオペレーション

次元（端的にはロジスティクスの効率化問題）

にシフトしてきていることと衣裏の関係にある

わけである。

○ 流通取引制度分析の課題:結びにかえて

以上本稿では，〈味の素〉卸売特約店制度の

史的展開を素材として，そこに看取されるメー

カー一卸売企業問のチャネル関係の変容を分析

してきた。最後に，このような個別事例分析が

担う課題，その基底にある|川題関心について少

しく触れておきたいと思う。

い ま，このような流通取引制度を対象とした

歴史理論的な分析を流通取引制度分析と呼ぶと

すれば,その基本的な課題は流通取引制度の「発

生と変容の論理」を明らかにするこ とである。

すなわち，流通取引制度の発生の契機は何か，

そして流通取引制度が変化するとすれば，そこ

にはどのような要因（根拠と条件）が作用して

いるのか，- このような問いに答えることを

通じて，流通チャネル編成様式の歴史的動態を



分析することがさしあたっての課題である。ま

たそれは，「II 本の流通」に［日本や］と呼び

うる特性を識別できるとすればそれは何かとい

う分析課題を批うものでもある。いずれにせ

よ，「日本の流通」の特性把捉とその歴史的変

容分析の焦点の1つをチャネル関係の存在様式

（その表出形態としての流通取引制度）に求め

てみたい，- これが本槁の基底にある問題関

心であったわけである。

ところで，戦間期において「メーカーが卸商

を直接に選別，限定し，下位の流通経路に対す

る管理責任制を敷いた企業は，数個にとどまら

ない」（風ぷ[1994],p.32) 。本稿 で取 り上

げた〈味の素〉はその1つの事例であるが，こ

の事例分析においてもまだ充分に果たされてい

ない重要な検討課題の１つは，チャネル編成様

式あるいはチャネル調整様式の「戦間期一 戦時

一戦後」の「連関」をどう押さえればよいかと

いう問題であるl气 この問題は，複数企業ある

いは産業についての比較史的分析を通じて米た

されるべき検討課題であるが，さしあたり指摘

できることは，戦後のチャネル編成様式のある

意味での「原や」を用意したと考えられる戦間

期のチャネル縮成様式- そしてそれを規定し

たメーカー・チャネル政策についての分析の重

要性である。こうしたいわば発生論的考察を通

してわれわれは，チャネル編成様式のいくつか

の「進化」パターンを識別できるかもしれない。

注

川 ちなみに，『社史』は` li時の状況を次のように記

している；「同業軒の乱売や,l」場の混乱をみて「味

の素」の販売に興味を失い，取扱いを辞退する･』讀ll

が各地に起こった｡ しかも，乱売により売llげの増

進を図る店は，概して信川の不安定な販売店であり，

ことにはなはだしい乱売を行うものは，金融の逼迫

している商店であるのが一般的であった。これに反

し，取扱いを辞退しようというところこそ，堅実な

経ｊ･で信用できる|汳売店である場合が多い傾向も認

められた」（味の素株式会社[1971],p.200) 。

2 ）味の素株式会社［1971],p.201 を参照。併せて風冖，

［1994],p.44 を参照。

３］「社史」の記述を借りて言えば，」販売店相互間の

親睦を旨とし，協調して『味の素』の販売を行い，

柤力:の利益の増進を図ることを凵的に，かつ類似の

調味料を扱わないことを申し合わせた」［味の素会|

は，「実質的には自治的な価格協定や販売競争調整の

組織 として機能した」（味の素株式会社［1971],

p.202 ］。

4 ）ちなみにこうした禎立金制度の導人は，特約店・

剛特約店が割戻金を当て込んで安売りをするという

弊占に対す る対 策でもあっ た。味の 素株式会札

［1971],p.345 を参照。

引 関束地域で,iえば，戦前の３店から，54 年末時点

で16店となっている｡

６）なおこの畤，版売店は①一次店（特約店），②二次

店（準特約店／契約店／登録店／一般店），③小売店

（ひ録;11c販店／登録小売店／一一般小売店）というよ

うに格付けが行われている。味の素株式会社［1990］，

p.394 を参照。

７）ちなみに，72 年からの新たなリベー 囗|li］度の執行

に際して，〈味の素〉は特約店に対する「オープンリ

ベ・-卜部分を減らしたり」，「スーパーへ直送する場

介の問屋マージンを人幅にカットするなど特約店に

対する締め付けを強化した」と，『11経流通新聞』(1972

年9川27IJ) は報じている。

８）以|この「双方的調整け 一方的調整」「巾場的調整」

という川語については,Heide ［1994］ を参照してい

るが，本稿でのそれらの概念的意味内容はHeide の

そ れと必ずしも同ヒではない。

９匚 一般的に言って，近年におけるオンライン受発注

ッ ステムを含むいわゆるＥＤＩ化の進展はメーカーに

とって必要な卸売企業営業情報についての常規的な

伝達を可能にし，またチャネル・オペレーションの

効率化を可能にしている。この側而での関係特定的

投資を介めたオペレーーション次瓦;での 冂周係の強化|

は 着実に進行している。



10） こ うし た 問 題 の 立 て 私 あ る い は 作業 仮 説 に つ い

て は 別 槁（池 川［1996aD で 少し く 触 れ てい る の で，

併 せ て 参照 し て い た だけ れば 々い であ る．

参 考 文 献

味の 素 株 式 会 社 『1971Jl･ 味の 素株 式 会社 杜史1 』.

［1972 ］「味 の 素 株式 会社 社 史2.L

［1990 ］「 味 をた が や す一 味 の 素 八|･ 年 史－ 」.

Frazire.G.LandK.D.Antia ［1995],ExchangeRelation-

shipsandInterfirmPowerinChannelsofDistribu 一

腦 ）ｎ、JournaloftheAcadi･, 默,･ofMarked･j? μ Ｓ,韲ａ･<?23

（4 ），pp.321 －6.

風呂 勉 ［1994 ］「戦 前 日 本 の メー カ ー 流 通 経 路政 策 」

「 人阪 学 院 大学 商 学 論 集.119 （3 ・4),pp.31-46.

HeideJ.B.[1994],InterorganizationalGovernancein

MarketingChannels,Jour 回/ げMarketing58(Janu-

ary),pp.71 ―85.

池 川 敦[1995 ］「 流通 取 引 制 度 の 改 編 とチ ャ ネ ル関 係

の変 容| 「流 通 科学 」7 ・8,pp.25-36.

［1996a ］「 流 通 チ ャ ネル の 戦 間 期 編 成 と 戦 後

編 成 の 動 態 」『流 通 科 学 大 学 論 集 流 通 ・経 営 編 』９

出,pp.19-32.

［1996b ］「 「誘 閃 付 り,一 監視 」 休 系 と し て の 流

通 取 引 制 度 」「流 通 科 学 人 学 論 集 流 通 ・経 営 編 」9

（1），pp.33 －52.

［1996c ］「 流 通 取 引 制 度 と チ ャ ネ ル 編 成 の 動

態」『流 通 科学 』13,pp､28-35.

［1996d ］「 流 通 収 引 制 度 と チ ャ ネ ル 編 成 様 式

の 歴 史的 動 態 」「 比較 取 引 制 度 分 析 コン フ ァラ ン ス：

日 本 ’裂流 通 取 引 制 度 の生 成」 神 戸 大 学 経 済 維 営 研 究

所 附 属 経 営 分 析 文 献 セ ン タ･‥-ｙ リー スNo.29,pp,31

-62.

熊 沢 孝 ［1995 ］「食 品 の マ ー ケ テ ィ ン グ」「 囗 本 の マ

ー ヶ テ ィン グ」 マ ー ケ テ ィ ン グ史研 究 会 ［編 集 ］， 同

文ft!,PP.211-28.

清 賢 三 郎 ［1989 ］「 リベ ー ト 政 策 の 誕 生 と 変 遷| 『流

通 情 報』1989(11),pp.4- ］1.

［1990 卜 食品 業 界に おけ る 流通 制 度 の特 殊 性 ］

「 季FI」マ ー ケ テ ィン グ ジャ ー ナ ル」39,pp.13-22.

一一 一一一 一

池Ⅲ 敦（いけた あつ凵

神戸商什人学商経学部卒業(1976)

神戸商科大学院経営学研究科修士課程修了

(1980)

株式会社ダイエーを経て，現在，流通科学大学

商学部助教授



チャネル構築・維持のﾀﾞｲﾅﾐｯｸ ・プロセス
トヨタ自動車の競争優位源泉－

に;昌
:一鶏。

小 島 健 司

●神戸大学経済経営研究所助教授

○- はじめに

変革期を迎えつつある囗本の流通システムに

おいて，マーヶティング・チャネル・マネジメ

ントの新しいあり方が求められている。提起さ

れている問題は次のようなことであろう。変革

に適応したダイナミックなチャネル・マネジメ

ントとはどのようなものであるべきか。市場で

の競争優位を確立しうる適応力のあるチャネル

はどのようなものであるべきか。それはどのよ

うに構築・加持されるべきか。既存チャネルを

環境変化に対してどのように変容すべきかなど

であろう。このような問題意識のもとに,チャネ

ル・マネジメントの新しい考え方を探らなけれ

ばならない。=新しい考え方を探る手がかりの一

つとして，競争優位を確立した代表メーカーの

チャネル構築・維持プロセスを分析することに

よって，求められる在り方を投影することがで

きないだろうか。さらに従来のチャネル研究に

欠けているダイナミックな視点をより明示的に

取り上げ，チャネル・マネジメントの新しい視

点を得ることができないだろうか。

本柚の目的は，このような問題意識のもとに

変革に適応したダイナミックなチャネル・マネ

ジメントとは何か，それはどのように構築・維

持・変容されるべきかの新しい考え方を探るこ

とである。このような凵的のもとに，トヨタ自

動車の競争優位源泉である系列販売網の構築・

紺持プロセスを事例として取り上げ，事例に沿

ったマーケティングの分析課題を設定し，杜史

を資料として用いた分析を行なう。このような

分析を通し1て，求められるダイナミック・チャ

ネル・マネジメントの在り方に対する含意を得

ることを試みる。さらにダイナミックなチャネ

ル・マネジメントの新しい視点を求める。

本槁は以下のように艇開される。まずトヨタ

自動車系列販売網を事例として取り上げ問題設

定を行なう。次に社史を資料として設定した問

題の分析を行なう。最後に結論とマーケティン

グの含意が述べられる。

＠ 問題設定

１．トヨタ自動車系列販売網の問題

わが国を代表する一般経営誌 凵1経ビジネ

ス」はトヨタ自動車株式会社を特集し，その系

列販売網を取り上げ,1996 年上半期の状況を次

のように述べている。

トヨタの販売店の従業貝総数は約12万4千



人。販売店の従業貝1人当たりの年問販売台数

は90年の21台から95年16台まで低下している。

５系列，合計5618店，その９割は地場資本の会

社という販売網は｢ 販売の神様｣ と呼ばれるト

ヨタ白販兀礼長の故神谷llﾐ太郎氏が築きあげ

た。トヨタ車の販売拡大に人いに貢献した財産

である。ところが今では強みであった巨大な販

売網は重荷に転じつつある,］収売面での，もう

１つの問題は，５つの系列それぞれの特徴が薄

れてきていることである。これが原囚となっ

て，同じトヨタの異なる系列店の問で，客を奪

い合う例が川えている。トヨタの販売チャネル

は，はじめクラウンなどのll級車を扱うトヨタ

店，マークＨなどのトヨペット店，それに小'り

車の力ローラに代表されるカローラ店の３系列

だった。その後は，販売台数を増やすためオー

ト店，ビスタ店を追加。それとともに，実質的

には同ヒでも細かい部分が違う姉妹車を異なる

系列店で売り始める。最近では，寸分違わぬ車

を異なる系列店で売る併売が増えた。例えば，

トヨペット店で扱うマーク11，オート店のチェ

イサー，ビスタ店のクレスタの３車種は車'駅が

似ているため，お互いの競争が激しい。同じよ

うな車をどの系列でも売っているならば，店同

士の値引き競争も起こり，チャネルの佃性がな

くなり，お客に訴えるイメージが希薄になるの

は当然である。

奥田社長も96年１月の全国販売店代表者会議

で，５系列の個性化について考え方を発表して

いる。各系列にどのような車を投入していくの

か，はっきりしない。そのはずで，はっきりさ

せればどこかに割を食う系列店が出て，販売店

網全体が混乱しかねないからだ。あるカローラ

店の社長は釈然としないという表情で語る。｢カ

ローラ店が小'S14車に限定されると，利幅の大き

い高級IICを扱えなくなるので厳しい。魅力的な

小型車を次々と投人してくれるという保証をメ

ーカーからもらえなければ，この方針には反対

していかざるを得ないですよ｣。この１年のチ

ャネルへの商品投人を兒ても，イプサムをトヨ

ペット店とビスタ店で併売するなど，以前と変

わらない。ここでも独自性を薄める方向に進ん

でいる。系列の佃性よりは，売れる車が欲しい

販売店の切実な声を亟視せざるを得ない。地場

資本の販売店はトヨタにとっては｢ お客｣。し

かも既得権益を手放すのを嫌う手強い相手であ

る。

トヨタ自動車の奥|||社長はインタビューで，

次のように話している。｢確かに，うちの５系

列の販売チャネルのなかでも，歴史のある１部

店( トヨタ店) や２部店( トヨペット店) は正

直ｊつて，改革に時間がかかるとか抵抗がある

とかいうことはありますね。けれども，３部(カ

ローラ店)，４部(オート店)，５部(ビスタ店)

という新しいチャネルは動きも早いし，改革も

やりやすいと考えています。ただし，５チャネ

ル制は変わらない。現状のチャネル体制を堅持

したまま，販売方法をどう変えていくかという

話です｣1)。

以上の記事から，次のようなマーヶテイング

の問題を指摘することができる。トヨタ自動車

の５系列制販売網は他のメーカーにはないトヨ

タ独自の無形資産である。トヨタが囗本の自動

車市場のシェア第１位を長年保持し得る，競争

柑ｆが模倣できない資産で競争優位源泉として

機能している。トヨタの競争優位源泉と言える

系列販売網が環境変化に対応した戦略艇開の障

害になっている。長年にわたって築き上げた販

売網が需要の伸びが見込めず，輸入車需要の増

大など競争が激化する現在の環境変化に対応し



てより効率的なものになぜ再編できないのか。

各チャネルに合わせた車種の取り扱いを明確に

し，チャネル相互の共食いをなぜ避けることが

できないのか。例えば，高級乗川11(，大衆東川

･糺 商川車，スポーツ東肝車などに車種ごとに

取り扱うチャネルを分けることが考えられる｡

消費者に対してはどのチャネルでどの車種が買

えるのかを明確にすることが必要である。顧客

のニーズに合わせた商品を異なるチャネルを用

いて販売する，いわゆる市場細分化のために本

来考えられたチャネル制が意図されたように使

われていない。系列チャネル同|:の競争をなぜ

避けることができないのか。

需要の仲びが鈍化すると，車種問で販売格簾

が生じる。チャネル間での車種構成の違いが系

列店の不満を生み出す。系列店のトヨタに対す

る要望を聞き入れそれを解消するようにする

と，各チャネルは同じような車種構成になり，

その結米系列店問での競争が一川激化する悪循

環に陥っている。マーヶティング戦略展開に沿

ってチャネルを整理統合する細織化がなぜ実行

できないのか。トヨタがそれを意図しても，長

期にわたって構築された取引関係を解消するこ

とは系列店の利益機会を奪うことになり，実行

に移すことが困難である。環境の変化にトヨタ

はチャネル再編のｆを打たなかったのではな

く，打てない状態におかれているのではない

か。チャネル構築に関わる過去の歴史的経緯が

現在の状態を作り出し，冉編を妨げているので

はないか。トヨタの系列販売網はメーカーも販

売店もともに長期間にわたって収引関係圃有の

有形・無形の投資を行なっており，したがって

相互の関係は自己拘束的な状態にある。そのた

めに環境の変化に拘わらず取引関係を解消する

ことは容易にできないと考えられる。でヽはどの

ようにしてこのような自己拘束的状態になった

のか。なぜ双方ともそのような状態を選択した

のか。以上のような問題点を指摘するこ とがで

きる。

２．分析課題と方法

トヨタの系列販売網を事例に， メーカーのマ

ーケティング・チャネル構築・維持・変容に関

わるマーヶティング戦略やチャネル管理につい

ての分析課題を摘出するこ とができる。まず，

マーヶティング戦略研究からは次のような課題

を引き出すことができる2）。 メーカーのマーケ

ティング戦略はどのようにしてチャネル組織化

に作川しているのか。競争優位源泉としての系

列販売網はいったん構築されると環境変化への

適応が困難になる。構築・紺持プロセスが環境

適応を困難にしているのではないか。さらにマ

ーヶティング・チャネル研究から次のような課

題を引き出すことができる3）。系列販売網は管

理型チャネルに分類されるが，この型のチャネ

ルはいったん構築されると環境変化に対して適

応させることが難しいのではないか。いったん

構築されると変容が困難な竹理型チャネルはど

のようにして構築・維持されたのか。そのプロ

セスが環境適応を困 難にしているのでは ない

か｡ また，メーカーと流通業噺の勢力関係はど

のようにして形成されるのか。チャネル構築・

却持過程での両者間の対立や紛争はどのように

勢力関係形成に作川するのか。以上のような分

析課題のもとに，事例分析の視点が得られる。

それらに共通する基本的な問いとしては「競争

優位源泉としてのチャネルがどのように構築・

維持されたのか。それは環境変化に対してどの

ように適応することができるのか」である。

二の問いに答えるためには，特定事例に熊点



を置いた経時的分析が必要になる。特定事例を

対象にした経時的分析では分析課題によるが50

年から100年程度の期問の資料が必要であろ

う。資料や記録を丹念に読み，それらの記述の

背後にある事実を経時的な推移にもとづいてど

のように生起し生成したかを明らかにすること

である。資料の読み方の背後には問題として設

定していることに関する従来の研究成果を理解

し，従来の理論や仮説を検証しなから，また新

たな仮説を設定する作業を繰り返す形で進めら

れる。

特定事例である産業あるいは企業に焦点をお

いて，それがおかれている環境との関わりを経

時的変化に沿って詳細に明らかにすることが分

析作業である。このような歴史分析は従来支配

的であった標本を川いた質問票による横断面実

査法て行なう仮説検証型研究と笘しく異なる。

特定時点での多数標本の平均値からの変動を材

料として分析する方法からでは，産業や企業の

置かれた環境との経時的関わりを取り出すこと

ができない。したがって，静態的横断而分析で

得られた理論が動態的経時分析で反証が得られ

る叮能性がある。礼会科学として，かつ日々変

化する環境への対応を続ける企業のマーヶティ

ングを研究対象にする限り，土の２つの分析yj

法がlll互に補完する形で用いられることがより

事実を明らかにし，。･抖象に対する洞察をより深

めることに役立つと考えられる呪 分析対象で

ある企業が外部に対して公表した資料の再構成

である社史を資料とするには，歴史分析資料と

しての限界があるが，ここでは，トヨタ自動車

に関連した社史のみを用いて，前述した研究問

題についての経時分析を示すことにする5)。

＠ 分析

１．トヨタの系列販売網の構築

トヨタの系列販売網の構築は1946年（昭和21

年）に遡る6）。壮年10月，亟要産業団休令にも

とづく統制会設立命令が出され，流通機構も一

儿化されることになり，翌年1（川 日本自動車配

給株式会社（自配）が設立された。第２次世界

大戦の終了とともに，自配の解散も問近である

と判断したトヨタ自動車工業（自工）は,1941

年（昭和21年）５月，全国の自配代表者を挙毋

工場に招き，トヨタ再建の実情を披露すると同

時に，今後のトヨタの方針を開陳，トヨタへの

認識を深めてもらう努力を払った。この慟きか

けが功を奏して，元トヨタ販売店であった有力

者はもとより，戦前の日産販売組合理事長で，

自動･|（販売組合理事長を務めた戦前の日本自動

車販売業界のリーダーであった菊池武三郎をは

匕めとして，日産系の有力者が相次いでトヨタ

に転向した。同年11月にはトヨタ自動車販売組

合が創立され，理事長に菊池武三郎が選ばれ

た。1948年にはトヨタ自動車販売店協会と改称

し，今口に至っている7）。この歴史的経緯が競

争優位源泉を作り出す初期条件になっていると

考えられる。

現在の５系列販売店制の最初の契機は,1953

年の|¢（営店束京トヨペット設立後，複数販売店

制の採用である。その直接の動機は，小やトラ

ック（後のトヨエース）の販売不振であった。

旧 年1匹 湊 頤 売物1 への移行を決定し

た。翌年，トヨタ自販神谷正太郎社長はトヨタ

自動車販売店協会役員会の席上において，次の

ように述べている。

「今年は大増販を敢行して，トヨタの一大躍進



の年としたい。トヨタの昨年の生産は，月平均1900

台程度であったが，今年は一挙にこれを3000

台以上にレベルアップする予定である。販

売面でもこれに対応して積極策をとらねばなら

ないが，現状のままでは，販売店の資金量，セ

ールスマンの数，サービス能力などから見て，

この大増販を消化することは困難と思う。１升

の升には1升の水しか入らない。２升，３升の

水をいれるには，升の数を増やさなければなら

ない｣8)。神谷社長は大量販売を実現するには，

新チャネルの創設による販売力の拡充が不可欠

であることを強調した。これに対して販売店側

は，小やトラックをはずされることによる既得

権益の侵害，複数販売店制の全国化に対して反

対の立場をとったが，販売店への説得が功を奏

し了承されたと記述されている9)。これがトヨ

タに対するトヨタ店やトヨペット店の勢力関係

を形成する重要な契機になったのではないかと

推測される。

新設店は各府県に１店ずつ設立し，名称をト

ヨペット店とした。また既存店はトヨタ店と称

した。1957年には，トヨタの販売網は既存のト

ヨタ店49店とトヨペット店を合わせて100店と

なった。他社に先駆けて複数販売店制を採用し

たことによって，各地の有力者をトヨタ陣営に

吸収した。これがその後の販売を有利に進める

競争優位源泉の基礎となった。このようにトヨ

タは抜本的な販売拡張の手段として，次々と新

規のチャネルを構築する戦略がその後も続く。

市場拡張とチャネル新設は表裏一体の関係で推

進されたと考えられる。

1969年頃より始まった[1本経済の高度成長に

伴って自動車需要が拡大し，大衆化する状況に

合わせてトヨタは1971年に大衆車｢ パプリカ｣

を新発売し，パプリカ店で取り扱わせた。市場

の拡大をともに，販売力の増強が試みられる。

販売網は1965年末にはトヨタ店49，トヨペット

店53，パプリカ店86，トヨタデ`イーゼル店11，

計199店に達した。セールスマンも増加し，62

年の6千名から66年末には卜万２千名に倍増し

た。大阪トヨペットおよび福岡トヨペットを日

本通運から譲渡を受け東京に加えて3店の直営

店を持つようになったlO'。さらに1970年度末ま

でに150万台体制を確立するという方針のもと

に，国内・海外の販売体制の強化が着手され

た。新規のトヨタオート店が加わり，全国販売

店数は67年末の201店から，69年末251店に達し

た。セールスマン数は２万名に強化された11)。

1978年には，トヨタ自工は長期目標350万台目

標を打ち出した。79年に国内190万台，輸出160

万台計350万台を販売しようとした。さらに修

正されて，国内200万台販売体制の確立を目標

に掲げた。この口標達成のために，新チャネル

設置の検討がなされ，取り扱いIμ種を小型乗川

車とし，ビスタ店と||乎ぶことになった。全国66

店で80年４月より営業を開始した。ビスタ店の

専売車種は上級小型乗用車クレスタと小型四輪

駆動車ブリザードで，セリカ・カムリ・クーゼ

ル・ハイェースは他の系列と併売することにな

このようにして需要の増大に合わせて車種を

増やし，その販売拡人を新規チャネルの新設で

行うという需要拡大志向のマーヶテイング戦略

が展開された。チャネルの増設と合わせたセー

ルスマンの増大がトヨタ車販売拡大の原動力と

なり，川本自動車市場の主導権を確立するよう

になった。

２．系列取引関係への相互投資

トヨタは各系列販売店を竹理するために，



ＧＭ の|阪売店管理方式を系列販売網構築の初期

に収り入れている。この方式によれば，販売店

は経営成績や販売状況をトヨタに逐一報告する

システムとなっている。トヨタが販売店に対す

る支援や指導を行うためには，その経営状況を

的頒に把捉することが必要であると考えられ

た。1951 年，ＧＭ 方式を参考にしながら， トコ

タ販売店の貸借対照尺と扛t益計算書の科目の標

準化を図った。これは勘定科目を企国同一･のも

のとすることによ一Jて， 各販売店の業績を集計

・比較可能にしようとするものであった，後に

勘定科目と維理処理法が統一･され，販売店維営

成績報告制度の利川価値が増人した。このよう

にして系列販売店問に統一した会計制度を導人

することによって，系列販売店の業縦評価など

の竹理を容 易に 行うこ とができるようになっ

た13）。系列販売店にとってはトヨタ独自の会計

制度を収り入れ修得することが必要になり，ト

ヨタとの取引関係に囚有の経営手法への無形の

投資をすることになった。

さらにトヨタは販売第一線の情報を的顧かつ

迅速に掌握するために，市場情報システムを

1951 年からＧＭ 社に倣い構築し ようとしﾉ匸

このシステムは10 日ごとに仝販売店から販売条

件や販売台数を報告させ，市場状況を把握する

ことを目的としたコ ‾･lqII･j売上旬報」および「･I1-

両売ll 川報」と呼ばれる情報が収染された］‾･1（

両売上旬報）には，販売車種，販売先，新規・

代替・増車の区分，値引き状況， 支払条件ご ド

取り車の有無と種類など，１台ごとの詳細な販

売情報が記職され，10 日ごとにトヨタ自動I旧版

売（自眼）に報告された。この情報をもとにト

ヨタは販売店店頭での販売条件などを監視する

ことができた。［万 両売上日報］制度は販売店

の短期的売り上げ状況ならびに在庫状況を把捉

するもので，新一|し 中古の仕 人れ台数，受注台

数，販売台数および在庫台数と毎日記帳し，ト

ヨタ自販に10 凵ごとにその写しを報告するもの

であった。これをもとに， 各販売店の受注，販

売， 在庫の動きをつかみ，出荷調整， 配車f 定

車種の修正などを行い，販売 則則の修正やそれ

に ちとづ きト コタ自工 への 発注台数 を決め

た巴 この情報がトヨタの生産竹理の効率化に

利川された。このシステムによってトヨタはマ

ーヶティングや生産竹理に必要な情報を的確に

収 集することができた。

さらに，トヨタは自らが資金援助をすること

をもとに，販売店に対してトヨタ車販売の投資

を要,illjする。それが1973年よりの販売力増強２

ヵ年計画の展開である。I司年より，販売店に対

して販売力増強の必要性を説き，セールスマン

ならびに販売拠点の増強を要請・推進した。販

売店の拠点増強を図るため，「戦略設備資金融

資」と袮する販売店向けの低利融資を行った，77

年前ｔ までに，全国販売店のセールスマン数

を10％増貝して，介計３万人とし，翌年に２千

名増l.iする。販売拠点 も同様に10 ％増設し，介

計３「･力所とするという計画である。これは77

年頃より，需要川復の見込みと新 中l種の発売・

モデルチェンジの計画があったからである。拠

点投資に対する資金融資を行い，76 年からの２

年問に計300 億円の融資額に達した15）。さらに1982

年７月にトヨタ自工と自販が介併した。合

併 と同時に|収売店の経営休 質強化を日的 とし

て，卸手形サイトの10 凵延 長，マー－ジン増額，

さらに販売拠点投資への低利融資を支援策とし

て打ち出した。

トヨタおよび系列販売店が系列販売網に対し

て長!り］問にわたって有形・無形および取引関係

固有の投資を相/ﾉﾐに行い，競争優位源泉となる



までに強固なものに築き上げた。このような系

列販売店網は需要が拡大している成長期に構築

・維持された。しかしながら需要の伸びが鈍化

している現在のような時期には，それに合わせ

た再編が必要とされる。しかしながら，トヨタ

が一方的にその利益を得るような再編案は系列

販売店との紛争がｆ想され実行が困難な状態に

ある。

３．系列販売店間競合の発生

1963年頃より人衆巾市場の成長の速度が早ま

り，これに対応して1966年に力ローラがパプリ

カ店で新発売された。カローラの販売は出足好

調であった。大衆車の販売網を強化するため

に，同年パプリカ店を85店にまで拡大し，新規

の大衆車販売体制が強化された。カローラの販

売が一気に拡大し，さらに増販の計画があった

ため，新たなチャネルの設置を決定した。名称

をトヨタオート店とし，カローラとパプリカの

一部車種をパプリカ店との併売にし，ミニェー

スとスプリンターをり｣{売とした。トヨタオート

店の設置によってパプリカ店と併せて，人衆IF

の販売を担当する２つの千ヤネルを確立し，人

衆車市場における優位を決定づけた16)。この時

点では業務用車両や高級車を扱うトヨタ店と中

級車を扱うトヨペット店に対して，大衆車を扱

うパプリカ店とトヨタオート店とに需要に応じ

て明確に分けられており，マーケティング戦略

の市場細分化を展開している。

ところが1970年代に乗用車の普及が進艇する

につれ，若年刷の需要が拡大するようになっ

た。こうした市場変化に対して，市場細分化に

もとづく車種多様化が推進された。需要高級化

に伴引,IH主性や走行性能の優れたIμの開発，若

者向けのスポーツカーの開発など，需要多様化

に対応して，顧客の幅広い選択を可能にする車

種構成の展開などが課題になった。このような

商品政策をもとに１系列２乗川車体制の構想が

生まれた。70年にセリカ・カリーナを新発売し

たことによって，トヨタ店はセンチュリー・ク

ラウンおよび力り一ナ，トヨペット店はコロナ

とマークII，カローラ店がセリカとカローラ，

そしてオート店がスプ リンターとパプ リカをそ

れぞれ専売車種として取り扱う体制ができた。

この体制によって４チャネルを高級中をトヨタ

店，中級車をトヨペット店，大衆車と スポーツ

II(をカローラ店とオート店に取り扱いIIC種を分

け，一一一-部に謡要が近似する中L種の併売が生じる

ようになった。これが現在のチャネル間競合を

生み出す契機になったのではないかと考えられ

る。この構恕は販売店経営を安定させるために

取扱商品の帽を広げ，各販売店の成長を促すこ

とを目的とした。需要の多様化と上級移行に伴

い，買い換え需要への対応で自社顧客を継続確

保するために収り扱い車種を拡大する必要があ

った。自動巾は通常４～５年の周期でモデルチ

ェンジが行われる。モデル周期の末期では既存

モデルの販売が停滞し，販売店経営が不安定に

なり，それを補完する異なる周期の車種が必要

になることも理山として挙げられている'仇

1970年に，セリカとともに新小型乗川車ガリ

ー－ナを全国トヨタ店から新発売した。 カリーナ

をトヨタ店系列扱いとしたのは，トヨタ店系列

は主力取り扱い中L種 クラウンの中型車市場が成

熟し，その頃販売が停滞していた。大衆車・小

'SIり11市場の成長に対して，トヨタ店経営者のな

かには将来についての懸念と焦りがあったと記

述されている18)。1系列2 車種制が販売店側のど

の程度の要望によって実現されたのかは明らか

ではないが，殼も古いトヨタ店からの強い要望



があったのではないかと推測される。トヨタに

とっては系列販売店の販売変動に伴う不安定経

営を回避することが販売網を長期的に維持する

上に必要と考えられたのであろう。またトヨタ

にとっても系列販売網は既に自己拘束的状態に

あったのではないだろうか。

４．自己拘束的関係の強化

販売店のトヨタに対する協力関係は1973年の

販売店への生産応援でうかがうことができる｡

国内市場は73年に入って空前の自動車ブームを

むかえ，トヨタ車の供給不足に陥った。納車遅

れが深刻になり，企国の販売店からの配車要請

が相次いだ。こうした事態を解決する方策の一一

つとして，販売店に生産応援のための要員派遣

を要詰するに至った。販売店協会はこの要請に

積極的に応えていく方針を決めた。6月より11

月まで4次にわたって販売店のサービス部Ｕが

生産応援要因としてトヨタ自工に派遣され

たl气 このような歴史的経緯がトヨタと販売店

問の取引関係がまさに自己拘束関係にあること

を柑･yjlに認識させる結果となり，系列販売網で

の両者の結びつきがより強固になったと考えら

れる。

以上のような歴史的経緯を経て，今日のトヨ

タ系列販売網が構築・維持されてきたことが理

解できる。需要成長期に築き上げ強固にした競

争優位源泉が環境変化に対して適応困難になっ

ている。構築過程自体が環境変化への適応の扞

格となっていることが指摘できる。

○~- おわりに

変革期を迎えつつある囗本の流通システムに

おいて，チャネル・マネジメントの新しい考え

方が求められている。変革に適応したダイナミ

ック・チャネル・マネジメントとはどのような

ものであるべきか。市場での競争優位を確立し

うる適応力のあるチャネルはどのようなもので

あるべきか。それはどのように構築・維持され

るべきか。既存チャネルを環境変化に対してど

のように変容すべきか。このような問題意識の

もとに，本槁の目的は，変革に適応したダイナ

ミックなチャネル・マネジメントとは何か，そ

れはどのように構築・維持・変容されるべきか

の新しい考え方を探ることであった。このよう

な囗的のもとに，トヨタ自動車の競争優位源泉

である系列販売網の構築・維持プロセスを事例

として取り上げ，事例に沿ったマーケティング

の分析課題を設定し，社史を資料として川いる

分析を行った。

トヨタ自動IFの系列制販売網は他のメーカー

にはないトヨタ独自の無形資産である。トヨタ

が凵本の自動車市場のシェア第1位を長年保持

囗!1る，競争相手が模倣できない資産で競争優

位源泉として機能している。トヨタの競争優位

源泉と言える系列販売網が環境変化に対応した

戦略展開の障害になっている。長年にわたって

築き上げた販売網が需要の仲びが見込めず，輸

人車需要の増大など競争が激化する現在の環境

変化に対応してより効率的なものに再編できな

い状態におかれている。顧客のニーズに合わせ

た商品を異なるチャネルを川いて販売する，い

わゆる市場細分化ために本来考えられたチャネ

ル制が意図されたように使われていない。需要

の仲びが鈍化すると，車種間で販売格差が生じ

る。チャネル間での車種構成の違いが系列店の

不満を生み出す。系列店のトヨタに対する要望

を|鮒き入れそれを解消するようにすると，各チ

ャネルは同じような車種構成になり，その結果



系列店間での競争が一層激化する悪循環に陥っ

ている。マーケティング戦略展開に沿ってチャ

ネルを整理統合する組織化が実行できていな

い。トヨタがそれを意図しても，長期にわたっ

て構築された取引関係を解消することは系列店

の利益機会を]奪うことになり，実行に移すこと

が困難である。環境の変化にトヨタはチャネル

再編の手を有効に打てない状態におかれている

といえる。チャネル構築・維持に関わる過去の

歴史的経緯が現在の状態を作り出し，再編を妨

げていると言える。トヨタの系列販売網はメー

カーも販売店もともに長期問にわたって取引関

係固有の有形・無形の投資を行っており，した

がって相互の関係は自己拘束的な状態にある。

そのために環境の変化に拘わらず取引関係を解

消することは容易にできないと考えられる。こ

れはメーカーがめC而するマーケティング・チャ

ネル構築・変容に関わる一般的な問題であると

指摘することができる。

トヨタの系列販売網を事例に，メーカーのマ

ーヶティング・チャネル構築・糾持・変容に関

わるマーケティング戦略やチャネル竹理につい

ての問題点を指摘することができる。トヨタの

マーヶティング戦略はチャネル組織化に成長期

では整合的であり，競争優位源泉としての系列

販売網は構築された。需要が伸びなくなると，

いったん構築されたチャネルは環境変化への適

応が困難になる。競争優位源泉として構築・維

持したプロセス自体が環境適応を困難にしてい

るのではないだろうか。競争優位源泉としての

チャネルは長期にわたる取引関係岡有の相互投

資を伴い，自己拘束的関係の強化を通じて構築

・維持される。さらにチャネル構築・維持過程

での両者間の対立や紛争は勢力関係形成に作用

し，自己拘束関係を強化するように慟く。しか

しながら，それを環境変化に対して適応するよ

うにどちらか･ 万的に利益を得るように変容す

ることは困難であることが理解できる。いった

ん構築されると環境変化に対して適応させるこ

とが難しいチャネルは， どのようにすれば相互

により良い状態に変容することができるのであ

ろうか。相互にとってより良い状態に移行する

マーケティング戦略にもとづくチャネル再編案

をメーカー側か提示し，それを受け入れさせる

努力が必要になる。

今口，ﾏｰ- ヶティング研究においては新しい

研究方法を川いたパラダイム構築が試みられて

いる。それは研究対象を比較研究の視点より各

国で独自に確立された取引制度やマーケティン

グ慣行に焦点を置き，それらの生成過程を歴史

分析することである。本稿ではこの新しい分析

方法が採り入れられた。このような分析を通じ

て，競争優位源泉としてのトヨタ系列販売網が

歴史的経緯を経て構築・維持され，その構築過

程自体が環境変化への適応の桎梏となっている

ことが明らかにされた。チャネル・マネジメン

トの新しい考え方を探る手がかりの一つ とし

て，代表メーカーのチャネル構築・維持のプロ

セスを分析することによって，求められる在り

方を投影することができると考えられる。同時

に従来のチャネル研究に欠けるダイナミックな

視点をより明示的に取り上げ，チャネル・マネ

ジメントの新しい視点を得ることができるであ

ろう。

注

凵 以上は『日経ビジネス』(1996年８川26日号）22－37

貞より抜粋した，

叫BharadwajAaradarajan,andFahy(1993)IDay

(1994匚DayandWensley(1988) などにもとづい



ている。

３）次のような研究にもとづいている｡Achrol,Reve 、andStern(1983)iAndersonandNarus(1990):

AndersonandWeitz(1992)iDwyer,Shurr,and Ｏｈ

(1987);Ganesan(1994)iGundlach､Achrol,and

Mentzer(1995)iLuschandBrown(1996);Mor-

KanandHunt(1994)｡

川 マーヶティング研究においては雁史分析は従来殆

どなされていない｡ 他分野の万法を積極的に見習い

取り入れるマーヶティング研究者がなぜ歴史分析を

収り入れてこなかったのか。ここではこの問題に対

して本格的に答えられないが，それについては次の

ように推測することができる｡ 。剔l 】を発祥地とし，

そこを中心として発展した学問であるために，米国

の学会やそれに関わる経済の現実に強く影響を受け

ていると考えられる。米国資本主義経済の発艇とと

ちに，マーケティングは大規模製造企業の市場操作

F段 という考えのもとに, 経営実践として発達した。

そのために実務界から企業の市場操作や競争に関わ

る具体的問題を解決する方法の開発要請が学会に対

して強か,｡,たと 考えられる。学問が生まれ育った土

壌からマーケティングは実践を強く意識した学問で

あった。実践学問として発展したために，実務界が

直面している当而の市場問題解決がマー－ケテイング

研究者の第一義の研究課題であったために，現状の

巾場での取引制度やマーケティング慣行がどのよう

にして歴史的に生成したのかについて関心が払われ

なかった。それらのことは経済史や経営史研究噺の

仕事と考えられていたと思われる。マーケティング

研究者には巾場の艇開に伴って発生する様々な新し

い問題を解決する手法の開発が優先された。1970 年

代になってから，問題解決志向の規範的研究方法か

ら，研究対象の从本単位を市場収引として，その態

様やそれにflい た制度を企業の市場問題解決と独立

に解明し，マーヶティング独自の理論を構築しよう

とする記述的研究の試みが盛んになされるようにな

った。今|| では，記述的研究が従来の方法と並んで

一般的になっている。このように記述的研究が一般

的になっているにも拘わらず，歴史分析が殆ど見受

けられないのはどのような理山によるのであろう

か。これに対する答えの一つとして考えられるのは，

研究対象を米国市場での米国企業に焦点を置いてい

るために，米国市場や企業の異質性に特別の関心を

払う必要がなかったためではないかと考えられる。

米国で開発された理論によ,Jて他の国の市場問題や

制度を兒ると，それは発艇段階の潼いであって米国

を先進国として，他の国は発艇途ll国 であり，現在

は米国との間に差異が見られるがいずれ米国の経験

した問題や制度に到達すると考えられていたのでは

ないか。例えば，日本における流辿制度の特異性は

いずれ解消され，米国の歩む発艇の軌跡に近似する

と考えられていたのではないだろうか。このような

考え方が研究行の根底にある以ll， 咒なる国の制度

は経済政策などの政策課題を解明するという日的以

外には純粋な研究川的として，また米国の国内巾場

重視の多い企.ｔ の巾場問題の解Iりjとして取りllげ ら

れなか,Jだ ，このような状況にi;7か れた研究 社の姿

勢から，異なる国の取引制度やマーケティング慣行

についてそれらを米岡とは異なる市場環境から生起

し生成していく独自の事象として認識し，その過程

を比較研究の視点で分析する研究の方向性が| 一分に

育たなか,J たと考えられる。さらに，問題解決,む向

を持つ生産竹理や製品開発竹理などの研究領域では

米国と異なる11本'S･1管理 Ｆ法，例えばトヨタ生産力

式などが研究され，その生成過程を歴史的に分析し

ようとされている。ところがマー－ケティングはその

発生・発艇が米国においてであり，そのT 一法の開発

も同じであるために，他の旧のＦ法や慣行を亟要視

することは余りなかった。他の国を意識するのは，

他国Ili場への参人やそこでのマー－ケテイング艇開の

際である｡ このような意識は国際マーケティングの

観点から，巾場環境や取引慣行の違いと考え，企ｔ

にとってマー－ヶティングを艇開する際に考慮すべき

･拝項として収り|こげられる伐度であった。その生成

過程に注川して歴史分析を行うというところまで研

究者の関心が発艇しなかった。わが国におけ るマー－

ケティングや流辿の研究では，一方で米国で開発さ

れた理論や技法に依拠した研究が進められ，他方||

本の流通システムを研究対象にした研究が進められ

た。後名‘では，米国の研究とは独立に独自の日本?J

取引制度や流通制度が取り|こげられ研究が進められ

たが，それらの中では，歴史分析を行った研究は少

数ながら存在する。さらに歴史分析の中でも，杜史

を本格的にiﾓ要参 号資料として川いた研究はきわめ

て少ないが，近年萌芽的研究が生まれている。

５) 次のような関連資料を補完的に川いることによ,J



て，原資料収集が困難な継続･ji業体としての企業を

分析できると考えられる。まず有価証券報告,1｝であ

る。全社的レベルの戦略・組織機構・業績の推移を

把握することが可能である。次に業界卜月体が集計・

記録・整理する産業全体でのｔ績が把握できる業界

統計である｡ 例えば，日本自動 脈工業会の発行する

「自動巾統計年報」がある｡ さらに新聞雑誌記事よ

り，報道発λ・取材・経営者インタビューによる事

業計叫・実行の経緯，業績，組織改革・人事を掴む

ことができる。また業界の業績・構造変化や競争に

関する取材などによる記･･扛も利川できる。当事 行へ

のインタビューも有用である。既に引退した当時の

経営者や幹部に対する直接取材によって，文,’::では

得られない内部情報を聞き出せる可能性がある。こ

のような研究のさらに深い分析に必要とされる資料

としては，原資料である社内データである。取締役

会・常務会記録から事業甲一位（事業部）ｆ算・業績

・事業部長・各部責任者レベルの決裁資料などが特

定の研究11的に照らして必要である。しかしながら，

現状では収集が困難である｡

６）トヨタl‘|動ll（株式会社関連の社史には次のような

ものがある。束京トヨペット20年 史編纂委14会「東

京トヨペット20年 史」束京トヨペット株式会礼1973

年／ 束京トヨペット30年 史編纂委員会「束京トヨペ

ット30年 史,匚束京トヨペット株式会社1983 年。 ト

ヨタ自動巾販売株式会社社史編集委員会「トヨタ自

動車販売株式会社の歩み」トヨタ自動車販売株式会

社1962 年。 トヨタ自動･μ販売株式会社社史編集委

Ｕ会「モータリゼーションとともに」トヨタ自動車

販売株式会社1970 年。 トヨタ自動車販売株式会社

社史編纂委Ｕ会「世界への歩み：トヨタ自販30年史」

トヨタ自動il｛販売株式会社1980 年。 トヨタ自動車

販売株式会社社史編纂委Ｕ 会「世界への歩み：トヨ

タ自販30年 史：資料」トヨタ自動車販売株式会社

1980年。 トヨタ自動車株式会社「創造限りなく：ト

ヨタ自動巾50年史」トヨタ自動車株式会社1987 年。

トヨタ自動ll｛販売店協会広報部「トヨタ|‘1動rl｛販売

店協会年史:30 年の 歩み｝トヨタ自動車販J111協会

1977年。 名占屋トヨペット社史編集室『名占Ｍトヨ

ペット30年 史』名古屋トヨペット株式会社1988 年。

７）トヨタ自動車販売株式会社社史編纂委貝会(1980),38-41
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● は じ め に

本槁の 目的 は， 企 業と顧客が顧 客二--ｽJ に つ

い て対話 をす る様式 （モード） と新製品開 発成

米 との関係につ いて 考察 を深め るこ とであ る。

近年， 企業が顧 客ニー ズを把握す るためのｆ段

とし て「対 話」とい う視点 が注 目を集めてい る。HI

村(1994) や 嶋 囗(1995) は， 凵本のマー－ヶ

テ ィン グ現場に おいて企業 が顧客に接 す る様式

が企業 から顧客 への［匸一一弋yJ‘|rl］自勺」な ものから 匚吋

話や」 へと移行 しつ つあ ることを指摘 する。 ま

た， 石 井・石原(1996) も 企 業 と顧客 との相 皿

作川のあ りよ う，つ まり対 話のあ りようを理解

するこ とがマー ケティン グ現象を本質的 に理解

するため に不可 欠である と主 張してい る。 とは

い うものの， 具体的 にはどの ような対話 モー ド

が存在し， それら が成米には どのよ うな インパ

クトを与 えるのかにつ いて，現時 点 では 整理や

経 験的調査 がほ とんど行 われていない。 本研究

でわれわれがおこなうのは探索的ではあるが，

まさにその整理であり経験的調査である。われ

われは次節で新製品開発活動に関する過去の文

献をレビューし，本研究の位置づけをおこな

う。その後，近年議論されている新製品開発に

おける対話モードのいくつかを紹介し，それら

を含めた対話モードと新製品開発成果との関係

を，日本企業が国際的に競争優位を発揮してい

るといわれる部品組立や産梟から収集したデー一

夕を使い分析する。

＠ 既存研究のレビューとリサーチ 。

クエスチョン

１．成功要因識別型の研究

第一一に，新製品開発に対する研究で代表的な

ものに成功要因識別型とでも呼ぶべき研究群が

ある。SAPPHO(Rothwelletal.1974) やNew-

Prod(Cooperl974 ；Cooper&Kleinschmidt

1987), スタンフォード・イノベーション・プ

ロジェクト(Maidique&Zirger,1984,1985 ；

Zirger&Maidique1990) などがこの研究群

に属する。この研究群の特徴は，成功した新製

品開発プロジェクトと失敗したそれが比較さ

れ，その比較によって新製品開発を成功へと導



く要囚が識別されることである。

そこで挙げられてくる要囚は『自社の製品が

他社より優れていること』や「マーケティング

活動や技術に熟達していること」などのように

競合他社との何らかの優位性を強調することが

多い。この要閃を強調する議論の問題点は，一

休それらの各成功要囚が新製品開発において亟

要な役割をなぜ演じるのか，について| 一分な答

えを提供してくれるこ とがないことである。お

そらく，新製品開発竹理や実際の活動で･R要な

議論は，特定の要閃を識別することだけではな

く，むしろ，それらがなぜ成功へあるいは競争

優位に結びつくのか， という議論であろう。

２．情報・知識という視点からの研究

成功要因識別型の研究が，新製品開発を成功

へと導く要因をできるだけ包括的に明らかにし

ようとするのに対して，新製品開発活動を一つ

の視点から理解することを重視する研究もいく

つか存在する。 それらの研究の特徴は，接近の

仕方に多少の違いを含んではいるものの，情報

や知識の交換・蓄積 一生成・利川といった視点

から新製品開発活動を理解しようとしているこ

とである。そこでは研究開発担当者のコミュニ

ケーション・パ ターンと組織成果との関係(Al-len1977),

新製品開発プロジェ クトのデモグ

ラフィー（プロジェ クトにどれだけ異なる職能

のメンバーが参加しているのかの程度）とブj口

ジェ クト成果との関係(Ancona&Caldwell1992),

製品開発におけ る職能間やプロジェ クト

間の情報共 有のあ り方 と経営 成米 との関 係

(Takeuchi&Nonaka1986 ；Clark&Fuji-moto1991

；Nobeoka1993 ；Iansiti1995 ；Aoshima1996;

延岡1996) などが議論されて

いる。

３。本研究の視点

本研究も情報や知識の交換・蓄積・生成・利

川といった視点から新製品開発活動を理解しよ

うとする点で上で挙げた研究群と問題への接近

の仕方は同じである。ただ，われわれの研究が

上記の研究と異なるのは，マーケティング活動

という視点から問題を捉えようとしているとい

う点においてである。既存の研究はどちらかと

いえば，組織論や技術竹理論の立場から新製品

開発活動にアプローチしてきた。すなわち，そ

こでは組織内の意思決定やコミュニケーツヨン

のパター－ンと経営成果との関係に主要な注意が

払われてきたのである。マーケティング活動が

そこで取り扱われる場介でも，製品開発に対し

て異なる態度を持つマーケティング部門と研究

開発部門の間でコミュニケーションや意思決定

をどのように調整するか，といった問題が焦点

になってきたのである(Guptaetal.1987 ；Gupta&Wilemon1988)

。それは組織内の部

門間での統合問題のみを扱っており，従来の組

織論的アプローチの仕方と大きな差異はない。

彼らによれば，新製品開発とは組織内での調幣

の問題である，と整理できそうだ。

それに対して，われわれは企業がどのような

様式（モード）で顧客と対話することが経営成

米に政献するのかについて|りjらかにしたいと考

えている。つまり，組織外のプレーヤーである

顧客との相互作用とその成果への影響に熊点を

合わせようというのである。そしてさらに進ん

で，われわれは，顧客との刈･話様式が新製品開

発活動という全体の文脈の中でどのように位置

づけられている可能性があるのかという点まで

を含めて議論したいと考えている。

①顧客との対話モード

新製品開発における顧客との対話モードとい



うと，まず第一に号えられるのが質附票，フォ

ーカス,・グループ・インタビューといった形で

行われるマーケティング調査を通したものであ

る。それらの調査は企i由丿案が会議で承認される

前に行われるものもあれば，承認後に行われる

場合もある。第:lに，そこで行われるマー－ケテ

ィング調査に関して，顧客の意見を探るのにも

プロトタイプを作成，利川して行う場合とプロ

トタイプを積極的には利川しない場合とがあ

る。この顧客の意ほをプロトタイプの利川を通

じて探っていこうという手法はソフトウェアの

開発の分野ではラピッド・プロトタイピングと

呼ばれ，近年製品イノベーション論の分野でも

注川されている対話モードである（ｖonHippel1994

）。もうひとつの対話モードとして［実際

の市場を通じた顧客との対話］が考えられる。Ilamel&Prahalad(1994)

は，それを探索や(expeditionary)

マーヶティングと名付けた。

彼らは，綿密な市場調査にもとづくのではな

く，低コストで頻度高く新製品を開発できる体

制を築き，製品を次々に市場に投人し市場の反

応を見て，より市場の欲求に合う製品を見つけ

ていくというところに日本企業の強さを兒いた

したのである。|司様に，石井(1996) や藤川・

竹内(1994) は製品の市場導入後の反応の重要

性を強調する。かれらは「事前に計画された製

品コンセプ 凵 と「事後的に市場で顧客がその

製品に付与した製品コンセプト」とのずれに注

目し，そのずれを取り込みながら自らの製品を

進化させることで競争優位を築いたいくつかの

日本企業の事例を紹介している。このような「実

際の市場を通じた対話」が第三の顧客との対話

モードとして考えられる。

整理しておこう。以上のような議論から，わ

れわれは次のように新製品開発活動における顧

客との対話モードを分類した。

(I)顧客とのプロトタイプ'を使川しない哇活

(2)顧客とのプロトタイプjを使用した対話

(3)実際の市場を通し二た対話

②リサーチ・クエスチョン

このような3つの対話モー－ドの存在を仮定し

て，われわれは次のようにリサー－チ・クエスチ

ョンをたてた。

(１) 顧客の意兇を製品開発に組み込む様式

を，｢実際の市場で対話するモード｣ と[ 製品

開発過程で顧客から意見を汲み上げるモード]

という少なくとも:こつのモードに分類すること

は妥当か。

(II) 製品開発過程で顧客の声を汲み上げる

モードについても，プロトタイプを使った顧客

の意見を汲み上げるモードを，そのほかのモー

ドと賢なるものとして分類することは妥当か。

(I川 上で挙げた顧客との対話モードがそれ

ぞれ製品開発成果に影響を与えているか。

これら３つのリサーチ・クエスチョンについ

て順に|りjらかにしていくことが以下での課題に

なる。

＠- 一一一一ﾃﾞｰﾀ と分析結果

１．データ

われわれは，社会経済生産性本部，関西生産

性本部，現代経営学研究学会の会員メンバーで

部品組立や産業に属する企業あるいは事業部に

所属する人たちに質問票を送付した。部品組立

型産業を選択したのは，日本の競争力は素材加

工型の産業よりも部品組立型産業において強

く，製品開発においても日本企業は部品組立や

産業では相対的に優位である，と多くの研究で

いわれているからである( 楠木1996) 。つま



り本稿はその上うな産業において顧客との対話

モードがどのような役割を演じているのかを明

らかにする。総計248票の質問票が送付され136

票の回答があった（川答率54.8％）。このよう

な相対的に高い川答率を得られたのは，フォロ

ー・アップに努めたことによると考えられる。

また，すべての川答のうち,18.4%(25 票）が

消費財,81.6%(111 票）が産業財を担当して

いる人達からの回答であった。

２．製品開発成果

われわれは顧客との対話モードと開発成果と

の関係を検討するにあたって，製品開発成果を

λす変数を次のように作成した。第一に，製品

開発の成果について12のインディヶ一ターを作

成した。そのうちの7つは「製品問発にあたっ

て聨前に立てた日標に対しての事後の達成度」

であり，残りの5つは「他社と比べた場合の新

製品開発の成米」についてである。それらに対

する回答を閃子分析にかけ，バリマックス川転

させた。その結果が表－１であるが，それが示

すように，製品開発成米を衣現する4つの因了･

が得られた。それぞれの囚子負荷量をみてみる

とどの因子の解釈もしやすく，田競合他社と比

べた全休的成果( 競合を比較した売上，利益な

ど：CSEKA と略号。以下同),(2)目標費川に対

する達成度(開発期間・開発工数など：MIIIYO),(

３)技術・品質の卓越度(TTQ),(4) 事前目標に

比べた企体成果(売ll，利益など：MSEIKA)

と解釈できた。そこで我々は，各囚子について

閃了･スコアをとり，それらを成果変数として使

川した。

３．顧客との対話モード分類の妥当性の確認

先のリサーチ・クエスチョンに対応して，顧

客の意見を製品開発に組み込むモードを｢ 実際

の巾場で対話するモード｣ と｢ 製品開発過程で

顧客から意見を汲み上げるモード｣ の２つに分

製品開発成果インディケーターに関する因子分析結果(N=133)

��競介他社と比べた令

休成米(CSEIKA) �

日標費川に 紂する達

成度(MIIIYO) �

品 質･ 技術 の 咒進 度(

ＴＴＱ) �

聨前目標と比べた令

体成淤(MSEIK Λ)

�競俘他社と比較した仙格競印ﾘJ �.74457 �.05645 �.4445 �.18645

�競介他社と比較した利隘頽 �.82350 �.06503 �.00758 �.27101

�競介他社と比較した品質 �.51257 �.09393 �.54694 �.30434

�競介他社と比較した売卜.鳥 �.76153 �.076: 倡 � コ2458 �.21933

�競合他社と比較した技術の完進度 �.36803 �.17755 �.67438
一一一 �.04391

�目標開発コストの達成度 �.02106 �.87257 �.01426 �.17747

�日標利益の達成度 �.33196 �.12035 �.12823 �.77384

�日標品質の達成度 � コ3007 �.17179 �.73678 �.13831

�日標販売高の達成度 �.27957 �.09204 �.13447 �.84809

�川標問兒スケジュ‥ルの達成度 �.01007 �.83752 �.0:4969 � 』0610

�川標技術力の達成度 �.03941 �j)0899 �.75727 �.22317

�川標製品コストの達成度 �j0038 �.76456 �.03176 �.07205

�固有値 �3.4442 �2.12381 �1.55102 �1.07428

�累積寄り･率 �28.7 �46.4 �59.3 �68.3

江卜 数字はバリマ ，クリIll転今行ぅ た後の囚r･負荷:tlノ）値,，汁２ｊｙ 捐値はり 人ト ノイズに除いている 江:い ド線は因r･の解釈匚使川され

たインデｆヶ‥ タダ人している



類する妥当性を調べた。そのたぷに，表－２に

あげてある顧客との対話に関する７つの変数に

ついてクロンバッ クのαを求める作業をおこ

なった。これによって，７つのインディケータ

ーが全体でひとつの構成概念を表している可能

性が高いのか，そのうちのいくつかは他の構成

概念を表している可能性が高いのか，を知るこ

とができる。計算結米が示すのは，７つのイン

ディケーターに対するαの値は｡5802で，その

うち変数のPR.ＥＩＮ を全体から除いた場合だ

け，その値が上昇している（｡6266) ことがわ

かった。その変数を除く残りの６つが，製品開

発の過程でわかってくる顧客の意見を製品に汲

みＬげていくモードに対応してと解釈できる。

したがって「実際の巾場を通し:た顧客との対

話」と『製品開発過程で顧客から意見を汲み上

げる対話』を2つの異なる対話モードであると

考えることは，妥当であるようにW､われる。

４．プロトタイプを使った顧客との対話は

ひとつの次元を構成するか

以上の結米より，顧客との対話モードは「実

際の市場を通じた凡活モー－ド」と「製品開発過

程における対話」の２つに分類されるわけだ

が，製品開発過程における顧客との対話の中で

も近年，ソフトウェアの開発の研究やイノベー

ションの研究で注目を集めているＦ法がある

【vonIlippe 】1994)｡ それは製品開発過程で

プロトタイプ湎使って顧客の意兇を汲み上げる

というﾐF法である。その議論によると，顧客の

ニーズはなかなかよ煢に変換されにくいが，そ

れを満たすことでかなりの巾場性を期待できる

ものが存在し，それを引き出してくるためのツ

ールとしてプロトタイプが有川だというのであ

る。

ここでの作業は，そのプロトタイプを使用し

た顧客との対話が，そのほかの対話モードとは

異なる方法としてひとつの次元を構成している

かどうかを考察することになる。この作業とし

て，製品開発過伐における顧客との対話を表現

・表- ２

顧客との対話モードに関連する変数名とその定義

�変数名 � 変数 の定義

�BKAI �製品開 発案 が承,必される 前に噸客の 意見を闘き，その 意見を実 際に開 発案に 収り 人れ た川数,，（顧富から の話を き

く个 川数を陌llllと仮定）

�BTEI �製品闘 発案 が承認される前に顧客 からの 意地を問発案に収 り人れ た場介， 顧客 から意 に全さい たうち，1 川あた り

何 バ‥ セ ント を実 際副 川発案に 収り人れたか。

�AKAI �製品開 発案 が承認された後に顧客 から意見をきき， その意 地全実 際に問 発案に 収り 人れ た川数,勹 顧客か らの話 全

きく个 川数今1巾 】と仮定)

�ATEI �製品開 発案 が承認された後に顧客からの 意見を開発案に収り 人れた場 介， 顧客か らの意w.*ll" は)なり何 ハー-セン

トを実際に開 発案に 収り人れたか,、

�PPKAI �試作品（ブ`口Iヽタ イプ ）夕･作成して それを顧客に提 示し， 顧客から,QjtL今さ き，その愚 地今実際に 開発案に収り 人

れた川数,，（顧客からの話を きく令川数を10回 と仮定j

�PPTEI �試作品（プロト タイプ ）亡使って顧客から 意見をきき， その意 甌今開 発案に実際に 収り 人れた場 介，1 川あ たりき

いた意 見の何 バー-セント を収り 人れたか。

�PREIN �当該製品の･ 匪代 前のﾓﾃﾘﾚ で巾場導 人後に検討 された修 卍膕瑣が ビの 程度， 当該 新製品に 糾み込 まれたか
ぃ（検

討された个修jlコ町t数 を10と仮定）



する6つのインテレイヶ一 ター－（略り･として，

ＡＫＡ匚ATEI ；ＢＫＡ凵BTEI ；ＰＰＫＡ匚

PPTEI ）を囚子分析にかけてこのことを確認

した。その結果は表－３に示されるが，それに

よれば製品開発過程における顧客との対話モー

ドとして２つの囚子が識別されている。そのう

ちのひとつがプロトタイプを使川した顧客との

対話であり，それだけでひとつの次元を構成し

ていることが確認できる。そこで，それぞれの

閃子についての囚了スコアを計算し［試作品を

辿じた顧客との対,謡（ＰＲＯＴＯＭＫＴ）」と「試作

品を使う以外の顧客との対話（ＶＯＩＣＥＭＫＴ）」

として以下の分析で使川した。

５．顧客との対話モードと製品開発成果

製品開発成果変数の作成，対話モードの分類

の妥当性の確認をおこなったが，本節でおこな

うのは，その顧客との対話モードと製品開発成

米との関係の検討である。つまりどのような対

話モードが製品開発成果に影響を与えているの

か，を確認することである。

■表- ３

開発期間における顧客との対話モードに関するイ
ンディケータの因子分析結果(N=132)

��試作品を使う以外

の噸客 との刈,活(

ＶＯＣＩＭＫＴ) �

試作品を通した顧

客との柿 沢(

ＰＲＯＴＯＭＫＴ)

�AKAI �.68929 �.35685

�ATEI �.72953 �.34246

�ＢＫΛＩ �.83067 �.08916

�BTKI �.86848 �.03550

�ITKAI �.13957 �.93627

�川)ＴＥＩ �.20781 �.90410

�固有値 �3.19294 �1.26914

�累積寄り･率 �!>:*.2 �74.4

汁１：数字はバリマ ．夕刻日|転々行いた後の因r･負荷;,tの値

注２： 欠捐値はり 晟ド ノイズに除いている，

注３： ﾄ 線゙は因r･の解釈に使川した変数を･人している､，

これまでの作業から得られた顧客との対話モ

ードと新製品開発成米に関する変数について産

業財と消費財，それぞれについて相関分析をお

こなった1)。その結米が表－４と表－５である。

そこではKendall の順位相関係数のみを表示

しているがピアソンの相関係数も併せて算出

し，分析結米のロバストネスをチェックしてい

る。また，疑似相関の可能性についても偏相関

係数を算出することでチエ ツ`クした。そこでの

上要な発見物は以下の通りである。

第１に，表－４に示されるように，産業財で

は｜プロトタイプIを利川して顧客の意見を汲み

Lげる程度( ＰＲＯＴＯＭＫＴ)] が｢ 競合他社と

比べ た売工・利益に代 衣さ れる企 休成果

(CSEIK Λ)｣と｢技術・品質の卓越度(ＴＴＱ)｣

とそれぞれ正に相関している可能性が高い( 相

関係数はそれぞれ，｡1708と｡1935で有意水準は

それぞれ１％以下)。つまり，産業財の場合，

プロトタイプ'を使川して顧客の意見を製品に取

り入れれば入れるほど，競合他社と比べた全体

成果を技術・品質の･;(越度を向上させる傾向が

■表- ４

顧客との対話モードと製品開発成果との相関分
析:Kendallの順位相関係数（産業財）

�PROTOMKT�.0726旧7）

�I'KEIN�j3】6*
圉3) �j)436旧圀

�CS日KA�.0泗
巾6）�.1

海 水＊1

瞼 拿 ��
ぷ川
巾畍

�MⅢYO�.m･1
縮 �
１
ｊ�151*
㈲
干 �.0227･1

瞳 �.013
】･1
昨

�M汨KA�,闍831
昨 �.
叫53
謳6 ��.0824･1愉

－一一.02

卵l

昨 �.07531

吽 �.
讎211091

�TTQ �jの1
縮 �

，匡り
Ｏ
μ ��

�.(印8
11叫 �.
川印
川 �.
哨j9711
叩

��VOICEMKT�PROTOMKT��l'KKIN�CSKIKA�ＭⅢＹＯ �MS日KA�TTQ

注 】：＊ へ1 ＊＊（.05***'.01

江２：欠損値はペアリ イズに除いている，

注３：か。こ内はサンブル数,，

汗４）、汗５）弋ヅ ソンの相関係数では10％レベ ルで町意ではない。



ある，ということになる。他方，消賞財では「‾実

際の市場を通じた対話の程度(PREIN 囗 が「競

合他社と比べた全体成果(CSEIKA) 」及び「目

標費用の達成度（MIIIYO ）」と正に相関し て

いる可能性が高い（表－５．相関係数はそれぞ

れ｡2806 と｡3316 で，有意水搾はそれぞれ10％と5

％以下）。つまり，実際の市場を通じた顧客と

の対話で製品を改良していくことが競合他社と

比べた全体成果と目標費用の達成度の向上に政

献する傾向があるということである。

さらに消費財では，従来のマーヶティング調

査を通じた対話も目標費川の達成という点で，

貢献する傾向がある。表－５によれば「プロト

タイプの使用以外による顧客意見の取り込みの

程 度（Ｖ０１ＣＥＭＫＴ）」は 囗1 標 費 川 の 達 成

（ＭＨＩＹＯ）」と止に相関している可能性が高

い（相関係数は｡2587 で,有意水準は10 ％以下廴

以上のことは，消費財の場合従来のマーヶティ

ング調査を通した顧客との対話も目標費川の達

成という点で貢献している傾向があるというこ

■表 ５

顧客との対話モードと製品開発成果との相関分析結

果:Kendall の 順位相関係数( 消 費財)
-
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汢匚 ＊ へ １ ＊ ＊ へ ｛６ ＊＊＊・ ．罔 汗2: 欠 捐 値 は へｙ 口

ィてに除 い てい る ］ にレ| ブ か ノン の相 関 係 数で はぼ ‰以 ドソ几 へ

ルで･有意 ではな い 汢,匚 か 、二内 はサ ンーハし数

とを示唆しているのである恆

○-‥･-一一一一ま とめ と結論

｜。分析結果のまとめ

ここまでの分析結米をまとめると次のように

なるだろう。それぞれは，先に 設定した3つの

リサヽ-ﾁ ・ クエ スチョンに対応している。

囗 ）顧客の意 見を製品開 発に組み込む様式

剞| 実際の市場で対,活する｜ と「製品開発過

程で顧為:から意ほを吸いllげる」とい-J た二つ

の対,活ﾓｰ- ﾄ に゙ 分類することは 妥当であった。

（副 製品開発過程で顧客の声を汲みllげるモ

ヽ-ﾄ の゙ 中でも，ブ･ロトタイプ遙 使った顧客の意

見を汲み上げ るﾓｰ- ﾄ が゙，顧客との対話モード

の一つの次JL;として確認された。

（Ⅲ）産 霎財では，プロトタイプjを利川して顧

客の意 兇を汲みllげることが，競介他社と比べ

た売ll ・柎益に代表される令休成果と品質・技

術のl;t越度を向ll させる。 また，消費財では実

際の市場を通じて顧客の意見を取り入れること

が，競介他社と比べた全休成米だけでなく，目

標費川の達成度もまた高める。他 方，従来のマ

ー－ケテ イング調査を通した顧客との対話も目標

費川の達成という点で,･i献をする。

２．結論

これまでの分析結果から次のようなポイント

を示唆できそうである。第1に，産業財の分野

においては中｡に顧客から意見を聞くとか，営業

担｡` liを通して顧客のニー－ズを汲み| 二げる， とい

ったＦ法があまり開発成米に結びついていな

い，ということである。それよりも最近の研究

（!）o】an1995 ）が指摘しているように，プロ

ト タイプを（試作111111：現場 の 倡ISではβブI口



トタイブベり】･乎ばれているもの）をいかに効率的

に作成して効米的に顧客の意見を製品に組み込

むか，ということが経営の全休成米の向上およ

び品質・技術の前進のためのキー－となっている

のである。第2に消代財分野におけ る「実際市

場での顧客との対話」の亟要性が確認されたこ

とである。|市場 を通じた顧客との対話」は競

合他社と比較した場介の令休成米の向|こに,11献

しており， また|| 標歓川と達成するという効率

的市場予想という点でも政献している叮能性が

あることをわれわれの調査結米は示している｡

それに対して，「通常のマーヶティング調 介

を通じた顧客の意見の製川 烙|発への取り込み」

は，われわれが従来マーケティン グ調介の役割

として想定してきたものとは少し違った役割を

演じている可能性がある｡ その場合のマー－ヶテ

イング調査の役割は［その11j’場調査の結果力涌ﾐ

接，製品イノベーションを誘発する］というよ

りはむしろ，「なるべく費川をかけずに顧客の

意見を収集する」であるとか「政治的に合意を

形成するための手段になる数字を提供して開発

スケジュールを守ることに貢献する」といった

ものになる。これがわれわれが本研究で学んだ

第3のポイントである。

３．将来の研究に向けて

最後に，本研究で明らかとなった次の研究,濛

題と研究の方向性を示しておこう。第1には，

本研究で識別された顧客との対話モードのそれ

ぞれについてその屯要性が，産霎財と消賞財で

異なるのはなぜか， というlnl題が指摘できる。

残念ながら本研究はその問いに答えられるだけ

の十分な理論的枠組みを提示していない｡ その

ような理論枠組みの構築を考える際に現在卜が

かりとして屯要だと考えているのは，「製品開

発と生産との関係｣ である。

消代財の場介， 製品を市場で実際に販売する

ことは，同時に工場レベルで人;I;l生産のための

知識が生成・蓄積されていくことを意味する。

実際に製品を11｣‘場に投人することは，当該製品

カテゴI卜- に対する需ﾉ要柚，以外な川途，競介

関係，値頃感，そこでの開 発の焦点などについ

ての111屯な洞察を与えてくれるだけではない。

そのこ とによって人II;:の製品を生産することが

要求され，そのことが生産現場での知忠の動Ｕ

を要砧するのである。このような市場・生産現

場という複数のサイトで知識が生成・舗積・活

川されていくことが消費財の場合， 恥要なのか

もしれない。そのように考えた場合の理論的ポ

イントは，対話モー－ドの選択と，対話と同時進

行しておこる知識生成・蓄禎の｢場所｣ と｢数｣，

そしてその効米との関係である｡

以工のような問題以外にも｢ 顧客の刈話モー

ド｣ に関する研究の課題は多い。たとえば，本

研究は対話モ･- ﾄ に゙ ついて3つの種類しか提示

しておらず，対話モードの種類に関する考えら

れる令てのリ ストを提供し ているわけではな

い,‥ 未だに議論されていない対話モードの提示

とその経験的調査は一つの研究の万向だろう。

さらにそのような対話モー－ドを抽出してくる際

の基礎となる理論的枠組みの構築も重要なこれ

からの課題である。そのような意味で| 顧客と

の対話ﾓｰ 刊ごに関する研究｣ は始まったばかり

である。 われわれは本研究がきっかけ となって

多くの研究噺・実務家が｢ 企業と顧客の対話モ

ード｣ に興味を持ち，この｢ 比較対話モード分

析(comparativeanalysis(｡) ｆmarkeitng

dialogue-mode)｣ とで も呼ぶべき研 究分野が

広く，深くなされていくことを望んでいる。



＊本研究の実施にあたり社団法人日本マーケテ

ィング協会から助成を受けた。記して感謝した

い。

注

Ｉ）本来，相関分析では２つの変数間の囚米関係を特

定することはできない。そこで次の点をここで明確

にしておくことが，起こり得る読者の混乱を最小限

にするために有用であろう。まず第- にわれわれは

「顧客の意見を取り込む様式が製品開発の成米に影

響をり･える」というモデルを想定している｡ そして

第:二に，このモデルをデータで検討するために，質

開票では川答者に最も最近の製IwI問発プロジェクト

の成米について尋ね，顧客の意見の収り込みについ

てはそのプロジェクトのものについて川答を求めて

いる。したがって，顧客との対話に関するテし 夕は

当該製品開発成果が出るより時間的に先行したもの

について収集するように質問票は設計されている。

これらの点から顧客との対話をλ現する変数と製品

開発成果との間で相関関係があるIlf能性が高いと分

析結米が示すとき，その顧客との刈’話が成米へ影響

を与えている，という囚米関係を想定しても問題は

少ないと考えているのである。

２）ここで冂‾試作品を使う以外の顧客との対話」と質

問票調査やフォーカスグループインタビュー－といっ

た伝統的マーケティング調査を指すと解釈するのは

不適当かもしれない。この囚r･にはそれよりも多く

の内容を含むものと考えられるからである｡しかし，

ここでは結果の解釈を簡便化するために，このよう

に解釈している。
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小 売 革 新 に求 め られる風 土 適 合 的 な戦 略 展 開

一日本型小売市場の変革可能性について

: ‾:wIふ
売市場構造の国際比較

:二: 雷 口ｘａ ‰ 。

＠一一一一求められる風土適合的な戦略展開

田 村 馨

●福岡大学商学部助教授

○ はじめに

零細店の減少，人’SII店の増加とい９た長期的

な構造変化が日本の小売Ilf場において進行して

いる。1985年にはじめて減少に転し二だ小売店数

の推移は，91～94年にかけて過去最人の減少率

を記録した。人店法，洲類，米類版売などでの

規制緩和に加え，景気低迷の影響が店舗数の人

きな減少につなが９たものと思われる。

それと対照的なのが，ここ数年の，売場面積1

万平米以卜の，人規模駐II（場を擁した人’り店

の出店ラッシュである｡ それらは，我が国の小

売市場構造が，人や店の優位が削敞される方向

に変化しつつあることを 戸恕させる,コII叶|イで

の浸透」と「日々の買物が消費行にとって面倒

なものになっている」を前提とするなら，また

米国の小売市場構造を望ましいとする立場にた

つなら，ここ数年の動きが日本の小売111場を米

国型へ移行させるとｆにしたくなる。

だが，我が国の小売巾場は，小売企ｔの人や

店出店戦略に牽引され,る形で，たとえば人が小

を呑むといつた米国'りの小売市場構造へ変容し

ていくのだろうかo また，そのとき消費―名‐の購

ロ行動も入きく変わらなければ小売市場の望ま

しいﾉ丱―｣での榜造変化は保証されないか，消費

者の購買行動は劇的に変わるのであろうかo

本槁では，この間題への接近を，食料晶小売

市場を対象にlﾇlろうと思うｏ箏者が食料IIIIII小売

'|j場に注囗するのは，囗本气I?流通システムを歴

史的につくりだし，また囗常的に冉生産してい

るのは，欧米に比べてユニー―クだとされる，我

が国の多頻度小囗の駸寄リ店志向や商晶選択从

準として鮮度・lIIIII質に垂きをおく購買行動( 囗

本や購買行勣) だか，それは食料晶において顕

zﾆだからであるo

理論的には売場面積の規膜が人き



食品スーパー[ ウエルセ‥ブ] が日本卜｡陸！り･

店の生鮮品売場を拡人する状況をみるとき，逆

に高まっているのではないかとさえ思える。

食料品，特に生鮮品が店舗の人型化や大規模

sｃの展開において集客の要と仙ツIﾚｺげられる

限り，商圏の拡大は得策でない。よほど地の利

を得たり，後方女援体制が整っていない限り，

あるいは新しい業態開発に成功しない限り，人

や化競争は小売業のさらなる疲弊を強めるだけ

に終わるかもしれない。ノ｣ヽ売市場における食料

品のあり方を問い凶ﾐすことが緊要な課題となっ

ているのである。

以上の問題意識にたち，本槁では②と③で食

料品小売市場の規定要閃を国際比較分析および

国内の県間分析を通じて抽出し，日本の食料品

小売市場が地理的，風土的な条件や消費者の購

買行動に強く規定されていることを確認する。

④では消費者の食料品購口行動の硬|削生を車利

用との関連でみる。これらの分析をもとに⑤で

は小売業の今後の戦|咯艇開について若干の艇望

と提ａを行う。

＠ 食料品小売市場構造の国際比較

１．日本型食料品小売市場のイメージ

食料品小売市場の特徴は，そのアナログ'sIIの

競争形態にある。特に凵本の食料品小売市場

は，勝者が残り敗者が巾場から撤退するといっ

たデジタル型競争が冐徹されない，狭隘性が強

い市場である。その背景には，ブ`リコラージュ

的につくられた都llf構造(アジア的都市構造)，

消費者の多頻度小川購買行動，高い移動コスト

を消費者に強いる地理的条件や交通インフラ整

備水準の低さが指摘できよう。このような小売

市場特性が，大店法や各種規制の存在と相俟っ

て，欧米l），とりわけ米国と大きく異なる流通

システムの形成に深く関わってきたという認識

は，それを否定的にとらえるか否かは別にし

て，多くの流通研究者に共有されてきた。

その日本の食料品小売市場の構造特性を，米

国との対比で，次のように描写しておこう。

まず，日本型は商圏内に生存できる店舗数が

多く，各店舗はニッチの個別化を強めることで

適応を図ろうとする。このことが，ニッチをさ

らに狭く分化させ，微細なサービスで差別化し

た店舗が多く共存する小売市場構造を形成した

と考えられる。

他方，米国?S9は商圏内に生存できる店舗数が

限られ，デジ タル型の競争が貫徹されやすい。

商|巻lの変化はダイナミックで，そのダイナミッ

クな環境変化に耐え適応できる業態の開発と刷

新が小売業の生存戦略として志向される。いわ

ば，業態革新（実験的な試行も含め）に挑む小

売業の新規参入は容易で，新陳代謝によって市

場構造はダイナミックに変わる。

このような違いに照らし，米国:型の小売巾場

の方が競争的だと一般にはみなされやすい。反

面，ニッチの重なりが大きい［1本やの方が競争

はより熾烈だともいえるが，そもそも両国の消

費者の購買行動は大きく違うのだから，店舗規

模や店舗数の大小だけに注目する比較は意味が

ない。I司じことだが，小売市場構造の国際間の

違いは地理・社会的条件や消費行動の差違およ

びそれらに対する小売業（広くは流通システ

ム）の適応様式の違いを反映した結果かもしれ

ず，そうであるなら小売市場と競争構造とは一

意的に結びつけられない。実は，そのように認

識することの妥当性が以下に示す分析によって

支持される。



２。店舗密度の比較流通分析

一国の食料品小売市場の構造特性は店舗密度(

人目当たり店舗数) で集約的に捉えられると

想定しよう。表－１には， 食料品小売店舗数が

得られる， 日本を含む13 ケ国の食料品小売店舗

密度を示した恆

日本の店舗密度は米国の約10倍とそのユニ‥

クさが囗を引く。ただし，国によるバラツキは

人きい。 川本と米国はそれぞれ対極に位置し，

日本の店舗密度水準の高さがユニー クなら，米

国の同水準の低さもユニークだといえる。

いま，-- 国の店舗密度は人川密度，|刈土の広

さ，11Cの淬及度，道路インフラの整備水準，消

賞の鮮度志向によって影響されると考え气 店

舗密度との関係は以下のように仮定する。

・人目密度が高い国では，消費者により近い場

所に立地することが戦略上優位になるので，店

舗数は柑冫,｣‘的に 多くなる。また，人口密度の高

い国は地価が高く土地に余裕もないので，店舗

規模は小さく店舗数は相対的に多くなろう。以

上から， 人川密度と店舗密度の問にはプ ラスの

関係が予想される。

・旧上が広い国ほど人目分布は分散的で店舗数

は相対的に 多くなろう。反面，国土が広いと移

・ 表- １

食料品小売店舗密度の国際比較(1991 年）

甲,位 ： 店 ／「･人

�オーストリア

デ ンマ ー-ク

フ イン ラン ド

フ ラン ス 囗986 ）

西ド 仁ｿ 囗990 ）

イ タリア

日 本 �1.230.861.222.42().934.755.01�

オ ラン ダ

スペ イン

スウ エ-- デ ン

ペイ ス

笂国

米岡

平 均 �0.492.370.861.051.430.551.55

汢 二欧州の店舗数は日 参冷凍 食品協会「冷凍食品に関 連する諸統

計」掲祓び）スイ汲冷凍良品協会による調奴 ただし，フラン 乙，西

ド イツ，ｔ シシダ， 晟ペ イン、 僥国および･淞国については他の 七献
・統計tlS（汗2）の教値今利川しか,，日本はr 商なS統計訓だ,1

動コストが高くなるので消費者は買物頻度を少

なくするであろうし，店舗は仕人れ頻度が少な

くていいように店舗規模を人きくしよう。店舗

密度との関係は特定できない。

・巾の普及度が高い国ほど消費噺は遠方の店舗

へ出向く傾向が強いだろうから，店舗密度との

関係はマイナスが予想される。

・逆路インフラ整備水準が低く耻が利川しにく

い田では，消費者は相対的に近い店舗へ出向こ

うとするので，店舗密度との間にはマイナスの

関係が予想される。

・消費者の鮮度志向が高い国では，消代者の購

人頻度は相対的に高いのでより近場での買物が

志向され，また店舗サイドは少ない店舗在庫で

川転率を高める販売形態をとるために店舗規模

は相対的に小さくなり店舗数は相対的に多くな

ろう。店舗密度の関係はプラス（代理変数との

関係はマイナス）が予想される。

以上の規定要因の代理変数としては次のよう

な変数を用いた。

・人川密度は「人目／森林部を除いた国土面

積：①」。森林部を除いたのは国によって可住

地面積の比率が大きく異なるからである。

・平均距離で国土の広さを捉えるために，「国

土而積の平方根：②」を指標にした。なお，①

と②の間に有意な相関関係はない。

・II｛の普及度は「人川当たり自家肝Iﾄ 数゙」。

・道路インフラ整備水準は「国上面杖当たり自

動車事故件数」。道路インフラの整備水準を袙〔

接あらわす適当なデータはないので，ここでは

逆路インフラの整備水準が低いほど自動車事故

も多くなると想定し，機能面で幣備水準を捉え

ることにした。

・消費者の鮮度志向は 皿人当たり冷凍ポテト

消賞;lt:③」。消費者の鮮度志向をあらわす変



数としては生鮮野菜や冷凍食品の消費;I;:が考え

られるが，いくつかの変数を投人して試行錯誤

を繰り返した結米，1 人当たり冷凍 ポテト消賞

址が選ばれた。ポテトはそもそも貯蔵性が高い

商品だが，その冷凍ものの消費水4fには， 各III

の食生活の違いを加味した鮮度志向の違いが象

徴的に反映されていると考えられる。

なお， 入日当たり自家用車数と国上而積町た

り自動車事故件数は密接に関係し，店舗密炭と

の関係は逆の影響が予想されるので，両名-の影

響は「人川当たり自家川車数／国土而積当たり

自動11｛事故作数：④｝でみることにしたり,りli

密度との関係はマ イナスが予想される。

俥計結米は表－２に示す。②以外の符合 条件

はｆ想した通りで，1111帰係数もすべて5％水準

で統計的に有意である。②に関してはプラスの

関係が統計的に支持された。日本と米国の挧計

値はそれぞれイで5.23,0.55, 口で5.14,0.52

と，モデルの当てはまりの良さを示す。

日本や流通システムの遅れ（または悪い意味

のユニー クさ，不可解さ）を店舗の過 多性に引

きつけ る批tllの 多くは， 日本の突出した店舗密

度の高さに注川してきた。また，そこでは 食料

■表- ２

国際間の食料品小売店舗密度差を説明する回帰分析結果

一一

イ

ロ �

常 数 頂2.89(5.84)3.11(6.82)�

人目

密 度

①

‥- 一一一2.16(2.68)�D

牡の

広さ

② �

Ｉ人` liた

り冷凍ポ
テト消費

隘③ �

自動 巾

利便 性

① �

自山度 訓

幣済決定

係数

���0.05

(4 バ)8)

一一一(

い5(4.21)�

－0.64

に5.8(1･ ��0.8

囗

一一‥－0.804

����-0.69

卜6. 訌 �

－283.1

づ2,5い

資糾：食料品小売店数，冷凍ポテト消費いはλ １匚同 匚 それ,`，

以外は01{CD 統計，

江：数値は川川係数，括弧はｔ洫 ①と①には鳥い相関があるので

レル)川川式に分けて雛計した,，

品小売 業の店 舗密度の 高さが 元凶 として よく引

き合い にださ れた。

し かし， ２で行っ た川帰分析は， 各国の店 舗

密度 （小 売市場 構造）が 地理 ・礼 会的 条件や 消

費行動 の差違お よびそ れらに対す る小 売業 （広

くは 流通シ ステム）の適 応様式の違 いを反映 し

た結 米 であるこ とを示唆 す る呪 す な わ ち， 日

本の小売 市場 が米国 型へ 変容 す るに は， 消賞噺

の鮮 度志 向が 大幅に低下 した り（冷 凍 食品の 消

費 隘が急増し たり， 平均的 消費 名･の 購買頻 度が

週1 回 程度 に減る）， 道路 の整備 水準が 人帖に改

河されるか， 道路・駐11（場11を|屶に関 わら ず11（ で

の 買物 出向かｰ 一般 化す るとい っ た人きな 圸礎 条

件の変 質が要件 になるの であ る。

＠ 店 舗 密 度 の 県 間 比 較 分 析

国際 比較分 析の結米か らは， 今 後と も日本の

食料品小売 店 舗密 度が相対的 に高い 水準を保つ

可能性 が示唆 された。

だが， 店舗密 度水準 自体 は 川本の 食料品小売

巾 場 に お い て も低 下 傾 向 に あ る。1979 年 当

時，6.3 （店 ／ 干 人）た っ た店 舗 密 度 は，94 年

には ５店 台を きり4.6 に ま で減少し てい る｡

日 本国 内を対 象に店舗密度 の規定要 閃分析 を

行-J た結米 から も， 今後の さらな る店 舗密度 水

準の低下 が予想 される。 県の食料111111小 売 店舗密

度の 規定要 因 として取 り上げ たのは， 人目密度

（人目／ 可住地面 積）,世 帯 肖たり 乗川･|（ 台数，

鮮魚小売店 の店 舗密度であ る｡ 多 屯共線性の 川

避や 説明 力の向上 に配慮しつつ 最終的 にこれら

3変 数が 選択 され た。 そ れぞ れ地 理的 条件，11（

の利川度， 消費者 の鮮度志向 をあら わす変数 で

ある。

推計結 果は表－３に示 す。 世帯 当た り乗川Iμ



台数，鮮魚小売店の店舗密度は，それぞれ，期

待される通りの符合を示す。いずれも国際比較

分析において確認された符合と同じであり，車

社会の浸透や，鮮魚店の減少（二昔ながらの生鮮

品に拘わる食生活の変化）が大型店の拡大につ

ながることが確認される。

国際比較分析と異なる符合を示すのは，人口

密度である。すなわち，人目密度が高い県ほど

店舗密度は低く（逆は逆）なる関係が県間で確

認される。人口密度と店舗密度の関係が県間で

マイナスとなる理山は２つほど考えられる5）。

1 つは，地域や国の比較分析において，多く

の研究者を悩ます多様で複雑なメカニズムの存

在である。実際，表－３の下段の回帰式が示す

ように，人目密度と店舗密度の問には，人口密

度のある水準を境に反転する関係がある。県の

平均人口密度はさきの日本 一欧米13ケ国の平均

人目密度の５倍以上の水準であり，人口密度と

店舗密度の間には，図一１にあるような屈折し

た関係が存在するようだ。これは，たとえば相

対的に人口密度が高いアジアと人目密度が低い

欧州・北米では小売業の適応様式が質的に異な

る可能性を示唆し，興味深い。

■表- ３

県間の食料品小売店舗密度差を説明する回帰分析結果(1991 年)

�常数頂 �人川密度 �
人川密度*

グレ ー- �

世帯当 た

り 乗川ll（

台数 �

人川当た

り鮮 魚小

売 店 �

自由度修

止済決定

係数

�6.48*

10-3

(9.87) �-1.69*10''-7(-2.75)��-4.84*10

‾5(

－4.00) �2.94(5.07)�0.6546

�8.50*

103

(14.2) �-2.82*107卜 一4.08) �9.48*107(1.77)�-6.66*I(

戸(-4.78) ��0.4860

注：商業統計の県別デ-一夕による。ダミーは人川密度（人川／叮任

地吶i積）が低い10以をあらわす。而積と人川密度の間には有意な相

関があるので取り組んでいない。また，人目密度低水準ダミー-と人

川当たり鮮魚小売店の間には有意な相関があるので下の回帰式では

後れを取り人れていない。

２つ目の理由は，郊外立地の大型店の相対的

な成長の遅れ，裏返せばスーパーなど大型店が

人目密度の高い地域（都心や都市内の住宅地）

を重点に展開してきたこと，そのことも一一因と

なって都市部に立地する食料品小売店が相対的

に高い率で減少してきたこと（表－４）に求め

られよう。今後，大型店の郊外立地が大きく増

加すれば，郡部の店舗密度が低下し日本全休と

しての店舗密度はさらに低下すると見られ

る6）。

○ 鍵 を握る食料品購買行動の実態

１．変革の鍵を握るのは誰か

ここ２～３年，九州では大型店の出店や出店

■図一 １

店舗密度と人口密度の関係

店舗密度

人目密度

■表- ４
‥-‥-一 一一 一一一 ‥ 一一一 一‥-‥ －

食 料 品 小 売 店 舗 密 度 の 市 部 ・ 郡 部 別 推 移

単位 川占/r 一人

��1972 �1982 �1991

�巾部

郡部 �6.57.4 �6j

）6.8 �4.85.8

資料：通産竹「商業統計λ」

注：巾部にはlﾒﾐ部も忿む。



予定が目自押しの状況にある。福岡市内でも都

心から地下鉄で15分ほどの駅前に売場面積1万

平米のSC が今年オープンした。1998年春には，

そこから車で５分のところに２万平米，1,500

台の駐車場を擁す大型SC がオープンする。ま

た驚くことに，福岡市に隣接する人目8干人弱

の町に敷地24万平米，店舗‾而積６万５千平米，

駐車台数５千台の人やSC の98年秋開業予定が

発表された。

これらの出店状況は大やSC 時代の本格的な

到来を物語る。それらSC では食料品が集客の

一つの要となるだろうから，当然の推移とし

て，車での食料品購買が一一般化し，食料品に特

徴的な「週２～３川の多頻度小口の購買行動」

が大きくあらためられると予想される。事実，

市内の店舗展開に重きをおいてきた食品スーパ

ーが模索しているのも，駐車場付設の大型店の

展開，郊外大型SC への出店である。

しかし，そのような劇的な変化は本当に訪れ

るのであろうか。確かに，大店法の規制緩和，

土地価格の低下など追い風が吹き，店舗問競争

がこれまで以JIに厳しくなる中，企業戦略とし

■表-5

食料品の購入頻度と車の利用

単位：％

��ほぼ毎日�週2 ～3 川 �週 川口1

�計

中,を よ く利 川 す る

時 々

利 川 しな い �30.126.234.538.3�42.245.039.937.0�21.224.319.411.1

資料：福岡祁,|汁卜学研究所の｢ 祁市商業の空間特性に関する研究]

の･ 環として実施したF 都巾と商業のありぢに関するアンヶ 刊ヽヽ 匚|

司アンヶ‥卜は1996年･2月に実施し，福岡都｢l｣|剤に住む166(人から

の回答を得た( 回収率88％: 留置調介)。

注 二巾の利川は自家川巾lをし-Jている人の日常生活煢般における利

川度,，週1川未満や無川答は本人から竹いている。

て人型店の出店を模索する選択は時代適合的な

一つの方向であろう。だが，大型店，大型小売

集積同十の競争激化が予想されるだけに，店舗

規模，小売集積規模のさらなる拡大が店舗問競

争における競争優位性の確立に必ずつながる保

証はない。

小売市場をいま大きく揺さぶっているのは各

企業の出店戦略だが，最終的に鍵を握るのは消

費者の購買行動であろう。その意味では，消費

者の購買行勣を起点に大や店の定着可能性を点

検する作業がいま求められている。

２．福岡都市圈の消費者購買調査から

消費者の食料品購買行動に関して，膕福岡都

市科学研究所が行ったアンケート調査の中に興

味深い結果があるので紹介してみたい。

表－５は車の利用度と購人頻度との関係をみ

たものである。ここで注目したいのは，車をよ

く利用する消費者ほど購入頻度が減る傾向があ

るものの，車を利用する消費者の7割強が週２

～３回以亅この頻度で食料品を購入している点で

ある。

表－６では食料品購入のために自宅から店舗

■表- ６

交通手段別の店舗までの所要時間

耻位：％

��5分以内�10分以内�20分以内�30分以内�40分以内

�徒歩

自転車

自家川車�52.947.942.1�30.440.731.2�13

バ8.821.1�0.53.4 �0.2

資料: 友一5に同じ。

注 二交通F 段は 囗に 食料品購人に使う交通F 段| として聞いた

もの,、40分を越える川答比率や無回答比率は本式から竹いている。



に出向くのにかかる時間を交通手段別にみるこ

とができる。これによると，自家用車を使う７

割強の消費者が10分以内（４割が５分以内）で

行けるところで食料品の買物を行っている。

福岡は，束京と比べものにならないほど車の

利川が日常化した車社会である。筆者自身，東

京での生活に比べると，車の利用は格段に増し

た。もちろん，1μ社会だからといって，都心の

交通渋滞や狭い道路輻，駐車場不足は福岡でも

解消されていない。したがって,「車で５分，10

分」が5km 以llの移動を意味するわけでない。

生活実感として，巾で５分はlkm 強（よくいっ

て2km) というところだろう。つまり，車での

購買行動といってもそれは遠距離の買物出向を

意味せず，近場のスーパーや商店街に車で出向

いているということだ。この点に照らせば，駐

車場の付設は，こと食料品に限っていえば，都

心小売施設にとっても必要不可欠の対応にな

る。

車社会の泌透と小売市場構造を結びつける議

論においては何か卵で何か鴆かを見定めること

が重要だ。特に食料品の場合はそうだろう。車

の利川が慳及するからまとめ買いや遠方への買

物出向が増え，人や店で食料品を購入すること

が一般化するのではない。まとめ買いや少ない

頻度での買物を許容する食生活や社会経済条件

の変化があって，手段としての車が選ばれるの

だ。

昨年の夏，英国の小売施設を３週間ほどかけ

てみてまわった。攻勢が伝えられていた，冷凍

食品と加工食品だけで売場を構成するアイスラ

ンドというスーパーを各地でみたが，そのよう

な業態が日本で普及するにはまだ多くの時間を

要しよう（アイスランドの場合も，ほとんどが

食品スーパーと隣接して立地している）。

もちろん，技術･'I'-新と生活価値観の変化によ

って，たとえば茶漬け川のサバ( 鮮度の良さが

求められる) をパックで買い家庭の冷凍室で数

日間ストックする購買行動や，冷凍野菜の利用

が欧米並の水準に達する消費形態が将来広がる

可能性は否定できない。

だが，それらが平均的な消費行動として定着

し，多頻度小目の購買行動が人きな変質を遂げ

るには中長期の時間を要しよう。表層が大きく

変化しても，食の深層部は緩やかにしか変化し

ないからだ7)。それだけに，消費者の購買行動

と，現行の出店戦略や出店状況との問の大きな

ギャップが今後の小売企業戦略や小売市場変動

にどのような影響を与えるかが注目される。

＠ 一求められる風土適合的な戦略展開

１．多元的な小売発展の構図

②の国際比較分析は，日本の食料品小売市場

が歴史的初期条件に強く規定されている側面

(新しい経済学８)の概念でいえば経路依 存

性)，つまり今後とも日本气川 売ヽ市場の基本構

造が温存される可能性の高さをIﾘ｣らかにした。

無論，国際比較分析の結米は，従来型の食料

品小売市場がこれまで通りの形で広く残存する

ことを保証するものではない。それはｰ-つに，

従来や食料品流通システムの少なくない部分は

システム・制度疲労的な状況にあり9j，食料品

流通をめぐる新しい動きlO)が新たな適応様式を

食料品小売市場に迫りつつあるからだ。また，

二つには，③の県問分析で確認したように，車

社会のさらなる浸透や食生活の変質が漸次的で

あれ小売市場構造を変容させることが将来の可

能性として展望されるからである。

いわば，我が国の食料品小売市場は日本的な



ユニークさを却持しつつも，各国の小売市場に

共通のユニバーサルな流れ( 店舗密度の低下＝

店舗の大型化) に沿った発展をとげていくとい

うのが，以上の分析から導かれる将来的な展望

図である。

この，各国が各様の小売発展形態を維持する

という多元的な小売発展図式に依拠するとき，

欧米や小売市場への収斂，とりわけ米国型小売

市場への移行に関して懐疑的または否定的な展

望が導かれる。例えば，目本の乗川車保有比率

が90年代初頭に，米閥でSC が急速な展開をみ

せた当時と同じ水準になったので，人目比率で

換算すると２万店近いSC が存立する可能性が

あるとの展望がよく描かれる。しかし，多元的

な小売発艇図式を前提にするとき，つまり食料

品部門の小売販売における比ﾚ収が今後とも大き

く変質しないとみる限り，SC が[1本でも増え

ることは支持するものの，米国並の普及には疑

問を呈す。

店舗の大'駅化，駐車場規模に関しても同じ

だ卜 人や店や駐車場付設店舗の競争優位性は増

すだろうが，凵本における適正規模がどれくら

いであるかは囗本の風土との関係で決定されよ

う。他国にその基準はないし，何かユニバーサ

ルなスタンダードがあるわけでもない。そし

て，米国?Sか｣ヽ売市場構造への移行は，たとえそ

れが望ましいものであるとしても11)，長い時間

と多くの移行コストを要すものになろう。

２．小売各社に求められる戦略的行動

本論は，大や店の定着可能性を一一概に否定し

ているのではない。大型店の定着可能性を日本

の風±12)との関係で探る中に日本型小売革新の

地平が拓かれると主張しているのだ。大型店の

出店競争はその壮人な実験ともいえるが，そこ

では不特定多数の消費者に依拠する匿名聖商圏

を志向するか否かの選択，つまり来店者をその

ボリュームだけで捉えるか，顏がみえる顧客と

して迎えるかのいずれを自杜の戦略基軸に選ぶ

かが各小売企梟に迫られよう。

商店街の袞退が当然視される中，依然として

元気がいい，息の長い商店街が存在する。それ

ら商店街の多くに其通するのは土着性，生鮮小

売店の充実，固定各屯視など非匿名型商圏に依

拠する展開である,，その，顧容と同じタイムス

ケールで歩む動きは従来批判的に捉えられるこ

とが多かったが，そこに右刹土がりの成長が期

待できない時代が求める戦略朕開の鍵が潜んで

いるようだ。

未国においても匿名



変革に携わる取り組みの中から生みだされてい

く可能性が高い。

ある大や店の出店協議会で，地元消費者は店

舗や駐車場の規模を削って子供の遊び場，緑が

ある憩いの空間， 文化施設などにまわして欲し

いと訴えた。しかし，出店側は品揃えや価格で

消費者の支持は得られるとの説明に終始した。

店舗問競争が激化する中， スヶ－ ルメリット

のさらなる実現に努めなければ小売業は生き残

れない。その危機感が既存競合店舗よりもスヶ

－ ルアップした店舗を志向させる。しかも，平

口の集客が期待できない大型店は週末に集中的

に集客をμ|らねばならず，過剰ともいえる店

舗，駐車場規模が必要となる。これら，店舗や

駐車場の規模削減要求に対して絶対譲れない姿

勢を堅持せざるを得ない小売サ イドの事情は理

解できるが， 食料品部門を集客の要の一つとす

る限り規模の優位性は絶対でない。規模至上主

義が「魅力なき売場」の元凶となる例も少なく

ない。立地条件によっては，たとえば子供の声

が毎 口聞こえる，長期的に地元住民に支持され

る店舗を，施設規模を削減してでもつくるスタ

ンスが小売企業には望まれているのではなかろ

うか。

短期の効率至上主義的な戦略展開ではなく，

それぞれの土地にあった戦略艇開，言い換えれ

ば効果を見定めて大きなグランドデザインを描

き，その下で最=稗の効率性追求策を模索すると

いった効果的効率主義l恂こ則った戦略的行動が

小売企業にいま期待されている。

注

１）欧米を一緒くたにする衣現は正確でないが，一般

的なｄい方として使っている。いうまでもなく，欧

州と米岡では違うし，欧州の中でも国よって異なる。

た とえ ば,Corstjens ａｎｄＣｏrstjens(1995) に よ ると，

スー パ ー－マ ー ヶ ツ トの 選択 に 際 し て フ ラ ン スの 消 費

者 の38 ％ が 価 格 を，46 ％ が 立 地 や 近 さ を 亟 視 す るの

に 対 し て， 昊国 の 消 背 者 は19 ％ が 価 格 ，64 ％ が 立地

や 近 さ に 亟き をお く ，

2匚 各国 の 食料品 小 売 店数 に つ い て ま と ま っ た 統 計 デー

タは 存 在し ない 。 ス イ ス冷 凍 食 品 協 会の デ ー タは そ

の 意味 ではr い重だ が， 他 の 統 計 デ ー タ と 食 い 違 う と

こ ろ もあ る。 他 の 資 料 とし て 参 照 し たの は 流 通 経 済

研 究 所(1995), 佐々 木保 幸 氏 （:人 阪 商 業 大 学） 提 供

の フ ラ ン スの 小 売 霎に 関 す る メ モ,Dawson(1995),

Sparks(1993), トレ イル･（1995 ）。

3 ） 各国 の 縢 争構 造や 流 通 構 造 を 反 映 し た変 数 は 取 り

込 ん で い な い｡ ま た， 発 艇 段 階 説 的 影 響 を み る た め

に １ 人 当 た り 所 得 水 呷 （購 買 力 平 価 換 算） の 導 人 を

試 み た が， 統 計的 に 有 意 で な く 説|りj力 の μ'JIこに も寄

与 し な かっ た の で除 外 し た。

４） そ の 点 で は 新 占 與 派 経 済 学 的 な 解 釈 が 支 持 さ れ

る。 実 際 ， 新 占 與 派 経 済 学 に よ る 解 釈 の 方 が 流 通 に

関 し て は 現 実 に 川に てい る よ う に 思 わ れ る。 た と え

ば， 小 谷(1996) に お け る 流 通 論 を み よ。 た だ し，

制 度 均 衡 の 複 数 性 を 否 定 す る 点 は 私 の 立 場 と 異 な

り， 新 占 典 派経 済学 的 な 解 釈 を全 面 的 に 支 持 す る わ

け でな い 。

５） プ ラ ス(1990), 丸 山(1992), 成 生(1994) で は

円 周 モ デ ル に よ る 比 較 静学 分 析 が 艇 開 さ れ， 店 舗密

度 と 人 目密 度 の 間 に マ イナ スの 関 係 が導 か れ る。 規

範分 析 が 導 く 符 り とー 本稿 で 行 っ た 県 問 分 析 の 符 号 と

一 致 す るの に ， 先 進 国 を 対 象 とし た 国 際 比 較 分 析 の

符 号 と 異 な る の は， 国 際 間 よ り も同 一 国 内 の 県間 の

方が 小 売 業 は 同 質 的 で川 周 モ デ ル が 妥 当 し や す い か

ら であ ろ う （規 範分 析 が 依 拠 す る 円 周 モ デ` ル は 同 質

の 小 売 業 を 前提 と す る）。 た だ し， 筆 者 自 身 が 異質 な

小 売 業 を 仮 定 し た モ デ ル を 提 示 し 得 な い 現 時 点 で

は ， 本 文 に 記す2 つ に理 山 を 求め た。

６） 市 部 と郡 部 に 分 け て の 小 売 商 業 構 造 の 分 析 は|11村

(1994) を 参照 の こ と。

７） 川 村(1991) ・ （1995 ）， 加 藤 （1995 ） を 参照 の こ

と。

８） 比 較 制 度 分 析， 雁 史 制 度 分 析 と 呼 ば れ る分 野。 詳

し く は 青 木(1995), 青 木・ 奥 野(1996), クル ー ク

マ ン(1994) を 参照 の こ と。

９） 秋 谷 ・ 食 品 流 通 研 究 会(1996) は そ れ を 卸 売 市 場



流 通 に即 し て 論 じ てい る｡

10） 芝崎 ・III村 （1995 ）に 詳し い。

11） 流 辿， 小 売 隻に 限 ら ず わが 旧 の 産 気 経 済 の 目 標

とな る モ デ ルは 米国 に 求 め ら れ る こ と が 多い 。 Ⅲ 鳥

義 博は 日 本の 流通 シ ス テ ム が接 近 す る 普 遍的 な 流 通

ッ ス テ ム と し て ［ 多く の 日 本 人 は， 日 本の 現 状 に 照

ら し て， よ り 経 済 介 理 的 な 流 通 構 造 と 流 通 行 動 と 流

通 制 度 を も 勹， 強 い て ，iえ ば ， ア メ リ カ や の 流 通 シ

ス テ ム を イ メー－ジし てい る｜ と し， その･ リ11的 な 視

点 を 批 判 す る （|川;い 宮 ド （1986 ），7CO 。 こ の よ う

な 米 閥 を 理 恕 ’り とす る視 点 を 歴 史的 か つ 政 治 的 に 批

判し た 近 片に 薬 帥,y （1996 ） が あ る。 そ の 中 で， 薬

帥,y は ア メリ カ 型のllり11会 （ 文 化） が|| 本に 根 付 か

な い こ と を 説得 的 に 説 く。

12） 風ll は ， 比 較制 度 分 析 でい う とこ ろ の 制 度 （佃 々

人の 行 動 に 影禅 を り･え る 技 術 以 外 の 制 約 条 件） と 読

み替 え て もら っ て もいい｡

13） Ｍｏｇｅｌｏｎｓky （1995 ）

14)m 囗（1994 ），7 叱 ，
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|
はじめに

平成８年６月，創業明治32年の歴史を誇る

食品メーカーにおいて創業一一族とは無縁の社

長が初めて誕生した。第６代目社長の伊藤止

嗣氏である。営業本部長時代に新取引制度の

改革を進めてきた立役者でもある。伊藤社長

はカゴメの目指すべき方向について以下のよ

うに語る。「休格よりも休質のいい会社，き

らりと光る存在感のある会社」を，そして戦

略の喩えとして「2000億円市場のウーロン茶

でのシェア10％より,loots円の麦茶市場で50

％の シェ ア を 目指 す」（日本経済新|川1996.5.3)

と。

本稿では，カゴメ株式会社（以下「カゴメ」

と肓う）が実施したマーケティング革新につ

いて取り上げる。そこでは，従前の日本企業

が競って導入したマーケティング戦略とは矛

盾するような動きが読み取れる。その改革の

背景やプロセスを探求することは，新たなマ

ーケティング戦略を模索する多くの企業に対

して有益な示唆を与えるものと思われる「。

|
カゴメの事業概要

カゴメの業績と事業内容

カゴメの創業は明治32年（設立昭和24年）

で，資本金は47億7200万円，従業｡1.1数は1,344

人である（平成８年３月現在）。平成９年３

月期の売上高は1,035億円と予想されてい

る气

さて，本稿での焦点であるマーケティング

革新への取り組みが始まるのが，平成４年で

あり，一応の改革の終了が平成７年前後と捉

えることが出来る。その時期の年問売上高及

び経常利益の推移を示したものが図表－１で

あ る≒ なお，第50期（平成６年３月期）の

売上高から，取引制度改革に伴って会計処理

方法が変更される。後で詳しく見るが，これ

はマーケティン グ改革を含む中・長期計画

「カゴメ101」運動の期間中に実施された。

次にカゴメの事業内容を売上高構成比（平

成8年3月期）でみると，「飲料製品及び商品」

が57.0％と占める比重が高く，次いで「トマ

ト製品及び商品」(26.1%), 「ヽﾉｰｽ, 製品及

び商品」(15.5%) に その他の製品・商品他」

(1.4%) である。

|
売上高 至上 主義からの脱 却

カゴメのマーケティング革新を語る上で，

昭和63年から実施された「ＮＥＷ ＳＫＹ 計画」

の挫折について触れておく必要がある。「NEW

■図表-1

カゴメの売上高，経常利益の推移
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ＳＫＹ計画」とは，成功裏に終了した「SKY

計画」（昭和58年からスタートした５ヶ年計

画）を発展させた新５ヶ年計画のことである

（［ＳＫＹ計画］以降のカゴメの変遷について

は図表－2）。

「NEWSKY 計画」とは

この計画では，「ナチュラル・ライフ・コ

ーポレーション」という新たな事業領域が設

定され，多角化・国際化の一屑の進展が図ら

れる。組織も機能別組織から製品別事業部制

へと変革される。５年後の売上高1,500億円，

経常利益100億円を目指し，製品ラインは拡

大され，既存製品ラインでも多くのバリエー

ションをもつ製品が次々と導入される。例え

ば，レンジ食品など調理食品の強化，洋蘭な

■図表-2

カゴメの主要な変遷（「ＳＫＹ計画」以降）

どの花き・種子事業，リッジウェイ・ブラン

ドの紅茶（独占販売権の取得）市場への参入

などである。トマト加工品,飲料部門に加え，

バイオ事業，調理食品事業を育成し事業の柱

に据えたいとの思いで，製品ラインの多様化

が図られる。この結果，製品アイテムも大幅

に増加し，「ＳＫＹ計画」スタート時に約400

点であったものが「NEW ＳＫＹ計画」の３

年経過後に約1,200点と３倍にも膨れ上がっ

てしまった。

「NEWSKY 計画」の挫折

マーヶティング面の強化，事業部制への組

織改革，チャネルの多様化といった一連の経

営政策を矢継ぎ早に実行してきた「NEW

ＳＫＹ計画」は，スタート後わずか３年で中

�1980^r-売ll鳥70（）億円台

1982年 新５ヶ年ＳＫＹ 計|由囗‾ＳＫＹ 計【由囗 発人（食品会社の夢である 冂,（川）億円企吏」を目指す）1983

年 イタリア，ブ イトー-二杜と提携しブ イト-一二・ブ ランドのパスタおよび関連素材の販売を開始,，朝巾発売。売上高1,000億円を目

指してブランドマークを現在のものに変史1984

年- ウー一ロン茶目l厂川リレ ハヽ ク），はと友茶，自然水竃売,，災国 スエ 川 ラヽンド゙・バクスター一社と販売提携,，疋－プ類，プリサーブ，

マー-マレ‥ド顛を収売開娩，トルコ・ タヴト杜と技術供り･契約1985

年 バ イオ’μ業部新設1986

年 売卜鳥900億円台に啝る,，ワ ル‥ツ村， クラッッ･-，カゴメ・チリオ、アン クルナッツ，珈琲園を発売。チリ・マヨウ杜と技術供

り･契約1987

年 レンジランチョン，野栄牧場，お好み横町を発売,，トルコ・ タト杜と挿帖の介併会社設立,、1988
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販売開始。 米国法人ＫΛGOME ＵＳΛINC. 段佰1989

年 食品， 飲料，チルド， 吏務川，バイオの5･li吏部制を採川。1990if-

ネッスルと介併 淅袰，ブ イト‥ ニジャパンに出資ぃ外食埓むこ参人,，1991

年 二ご廴`一トマト，二jj－キャロヴトを発売,，束京本部を束京本杜とする。1992

年 キャロットIOOッリ--で発売,，ＫＡＧＯＭＥ１００ミヴクﾌ､ジュ‥ 入琵売,、Ｆキャロヴト100シリ‥ ズ」をカゴメが本格的に販売したのが92

年だが，94年には160億川の売llげが見込まれる（行板商品のトマトジ.l一 疋の売りL げ 見込みが120億円とわずか３年で主役交

代する勢い）

＊業務改や連動 １カゴメ10凵 運動が 疋夕‥卜,，この運動の成米の 一つとしてニンジンを原料とした Ｆキャロ･，トジュース」が誕

生。トマトジュ‥ スの生産ラインを活川できるため新たな設備投資はほとんどなレ1993

年 キャロ･川･100シIト ーズと六条友茶，チルドバロク新発売。農 袋1本部新設

＊取引制度の改叭が始まる､、1994'f-

籠目屋（洋食Ｍ）オ‥ブン，レト ルトバスタソ‥ ス１イタリア家庭料理の小箱」ッ|ト ーで発売、トマトケチャヴプ価格改定。ブル

トーニ独占販売契約を解at、

＊トマトケチャ~,プの価格改定が実施される､，1995

年 「販売商談 支援ッステム」の導心 「堆幹11品目」商品の選定と販売の叭中化を打ち出す、1996fp

「100野栄ッIト ーズ」，｜サルサ」，１スパイス＆ワインケチャップ」、「緑黄野栄ケチャト ブ」発売、営業力強化を図るため，営業組

織が改¥Cされる（新巾’場問発グループ，広域営 支部，広域吏務川部の新設等）

＊「カゴメ101」運動の 一刷の推進のため「新創ｔ 」宣」が出される,，1997

年 新・人‘抖制度の導私 飲料のiリJ 匚場を34億円投資して20年ぶりに刷新,、

（資料）：カゴメ株式会杜「カゴメ80年史」，I司「カゴメI（昨 史」，会社案内ハンフレ ，卜、「有価証券報告書総覧 」等により作成。



止に迫い込 まれる。当時の環境は， 一 見する

と多角化 を楠進 するカゴ 刈･ことって も良い環

境であ った。 日本中の産業 ・企業そして消費

者 までがお う歌した平成 景気 （バブル景気）

が到 来したか らであ る。「 多様化・個性 化」

をキーワードに メーカー も消賞者 も競うよう

にして消費市場 を拡 人していっ た。

しかし， 大手ビ ールメー カーが飲料分野に

参入するといった競争環境 の変化に加え， カ

ゴメ自体 が抱 える問題 も表 面化する。「SKY

計画」での成功 経験を原動 力に， 多い ときで

年間100 種類 ぐらいの新 製品 を導 人す る もの

の，採算に合わない商品 も増加 する。一例 を

あげ れば，「業務 川 で100 ～200 ケー スくらい

作って くれと納 入先にｊ われた時に，他 のト

マト製品 も買って もらおうという狙いで作っ

た商品 もあった」（蟹江I削ll長 川 日経ビジネス11993.3.15)

ぐらい だ。 また，清 涼 飲 料 な ど

投 人し た新商品のほ とんどが「年度末の押し

込み販売や過=当競争に煽られて， １円売 るの

に１円59 銭の販促費 をかけ ていた」（l嵋日経･j;i’

剣III日ﾐ長：（プレジデント 囗994.11) とい わ れ

るぐらいに熾烈 な販売競争に巻き込まれる。

カゴメ自らが 「・・・広告宣伝費 も新商品ば

かりに投 入し てケチ ャップ そ れ自休をセール

スするキャンペー ンを艇開す るこ ともなかっ

た。 ・・・その結果需要は長期的に低迷し，

商品としても訴求力， 認知度， 商品 イメージ

を低下 させ たままたっ た。・ ・・ ケチ ャップ

の正確 な 情報 が伝 わっ てい ない現 れ な ので

す。JO プレジデント囗994.11) と認 め る よう

に， 飲料 部門を中心 とす る新 製品の拡販に注

力され過ぎていた。

その結果， どのようなこ とが起こっ たか。

以下の２点が重要である。

第一一に，マーケティング・コストが嵩みは

じめる。それは予算消化を日論む，いわゆる

「押し込み営業」の結果である。それは，一

時的には， カゴメの売上げを上げる効果をも

つが，同時にそれによって大きいコストが生

じる。一つは，押し込み販売→日付の古い商

品の増加→流通における過剰在庫，という悪

循環に陥りやすくなるが，それを避け るに

は，販売促進費（リベートなど）を増加させ

なければならない。そして二つめに，流通が

過人な在庫を抱えることによって，思わぬ末

端での値崩れの可能性が生じる。いわゆる「客

寄せ商品」となって，乱売される可能性であ

る。

第二の問題は，次々に新製品が出てくるこ

との問題である。その影響の一つは，「ロン

グセラー商品が育たない」ことである。一つ

ひとつの商品に対して，広告も営業部隊も，

十全な力を注ぐことはできない。広告も営業

部隊も，次々に開発され導入される商品を市

場に紹介するだけで精一杯となる。新商品

を，消賞者や流通業者に丁寧に説明し，彼ら

からの反応をじっくりと観察して，マー－ケテ

ィングの技法を巧みに操りながらロングセラ

ー商品に育てるという意識的な仕掛けは作り

にくくなる。その意味でロングセラーになる

かどうかは，運否天賦にまかされることにな

る。影響の二つめは，連続的な新製品開発に

伴う資材ロスである。売れ行きが芳しくない

新製品を，次々に現れる新製品を前にして，

店頭でじっと置いておくわけにはいかない。

それは，すぐに返品され，処分される。新製

品が売れないことで生じるロスは，それだけ



ではない。その新製品のために予定した，食

材やパッケージなども，ロスとなる。次々に

新製品開発をすれば，それだけヒット商品が

生まれる可能性も高まるが，同時に，ロス率

も大きくなる。

こうした，マーケティング・コストの上昇

と資材ロス率の増大を反映して，経常利益率

は大きく減少する。平成元年度に4.11％あっ

た経常利益率は平成２年度に3.27%, 平成３

年度2.28％と年を経るごとに悪化していく。

また，現実の新規投資案件の資金源泉となる

税引後利益も，「NEW ＳＫＹ計画」スタート

後，明らかに低迷し続けていた（図表－３）。

この状況に気づいた経営陣は，スタートし

て約３年後の平成４年に「NEWSKY 計画」

中止の決断に迫られる。この時，下降の一途

を辿る利益率の悪化が危機感を募らせるトッ

・図表-3

カゴメの売上高，純利益率の推移
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プに中止を決断させた， と言われている。こ

の一連の状況を，喜岡専務は次のように語っ

ている。「飲料を重点に年50～100アイテムも

の新商品を投入したところが，どこ も考える

ことは同じで，一転して過当競争ですよ。作

れば売れるという精神的なバブル，事業欲の

バブルに侵されましてね。その結果，89年以

降4年間にわたる経営不振に陥ってしまいま

した」（「プレジデント」1994.11.7)と。

“農業食品メーカー”としての再評価

平成３年６月に社長が交代し， 第５代口社

長・蟹江嘉信氏が就任する
ご 今までの計画が

大幅に見直されると共に，マーケティング戦

略が大きく転換されていく。「たくさんの商

品を持ち続けることが経営にプラスになって

いるか見直す必要がありまし た」（蟹江前社

長：「日経ビジネス」1994.11.7)との反省の下

に，これまでの多角化に依存した売上拡大戦

略の是非について１年間議論が戦わされた。

その議論の根底にあったのは，利益重視の経

営転換の必要性と,「カゴメらしさとは何か」

「カゴメを原点から考え直そう」という問い

直しであったという。この過程でカゴメの文

化・歴史，経営資源，従業員の期待，そして

アイデンティティなどを一つ一つ掘り起こし

ながら再評価するという膨大な作業が行われ

る。そして，従前とは全く方向を異にする「農

業食品メーカー」という事業領域が再定義さ

れることになる。その時の経緯を蟹江氏は「カ

ゴメはトマトから生まれでた会社です。農産

物を購入して加工するだけのメーカーではな

い。カゴメらしさを発揮できるのも， グロー

バルな農業とともに生きる道であり，それを

ドメインとして仝精神を集中していくべきだ



と考えました」（「プレジデント」1994.ll)と語

っている。この定義が平成４年からスタート

した「カゴメ101」運動と呼応しながらマー

ケティングを革新する原動力につながってい

く。

|
マーケティング革新の

取り組み

（1）「カゴメ101」運動の展開

「カゴメ101」運動とは，平成４年にスタ

ートした業務改革運動であり，この名称は運

動の最終年度である西暦2000年に創業101年

を迎えることから命名された。その運動とと

もに「農業食品メーカー」としての根幹事業

を成すケチャップ事業の再構築を目指した

「カゴメ101K 作戦」もスタートした。この

名称のＫには，「カゴメ」「ケチャップ」「勝

つ」という意味が込められている。もう一度

カゴメの創業の精神に戻り再出発しようとい

うことである。これらの運動は，「集中戦略

による収益力拡人化」策として位置づけら

れ，具体的には，①品日数の絞り込み，②流

通在庫の適正化，③飲料製品の価格政策，④

高収益製品の販売強化，および⑤ブランドカ

強化のための広告宣伝に注力するというもの

である。また，組織も多角化に最適であった

事業部制が廃止され，事業定義を達成するに

相応しい本部制組織（「企画管理本部」「技術

生産本部」「営業本部」の3本部制）が敷かれ

た。各事業部に所属していた製品企画と販売

の部署を営業本部に吸収した。改革の根底に

あるのは，事業部制による新製品の過剰な開

発・導入が経営効率を悪化させているという

反省であり，全社的な視点で開発・販売を統

制していこうとするものである。

（2）マーケティング革新

具体的にはどのような改革が行 われたの

か，マーヶティングの側面に焦点を当ててみ

よう。

商品の絞り込み

商品の絞り込みが始まる。平成３年３月か

ら平成５年３月までの間に,1,200 品目を600

品日に半減させることが目標になった。一時

はその半分以下の400品日までに絞り込まれ

ている。絞り込みが難しいのは，「この商品

をなくしてしまうと，あのお客さんを失って

しまいます」とか「業務用市場は安定した売

上げを確保するのに最適なのですが，この商

品はまさにそこ向けの商品なんです」といっ

たような苦情が営業から噴出するからであ

る。カゴメは，顧客の不満に対しては最終的

には本部があ たるこ とを約束して，「カゴメ

の卜八番の領域にない商品は削る」という方

針を支店や営業所，営業マンに納得させ，そ

して徹底させていった。このような経緯をた

どって，平成４年までに一般消費者向け商品

約200品目を削減したが，そのために在庫処

理が必要なこともあり，経費負担増で経常利

益 を 約３割 減 少 さ せ た（日 経産 業 新 聞

1992.8.26)。

これらの商品の絞り込みは，企業のリスト

ラという名の下で，単なる経済合理性の基準

で行われているように思えるかもしれない

（例えば「ＡＢＣ分析」の思想に基づ く機械

的な絞り込み）。しかし，必ずしもそのよう

な条件で絞り込みは実施さていない。その特

徴的な主要なものについてみてみよう。



第一は，供給者（メーカー）側の最適条件

の満足だけで事足りるとｊうわけではない点

である。蟹江前社長が「企業活力の源泉は商

品開発力。絞り込みのときも新商品を出せと

言い続け，研究開発費を惜しんだことはな

い」（（プレジデン|･囗994.ll)と強調するよう

に，カゴ刈ま絞り込みを実施しながら新製品

を積極的に導人している。それは，カゴメの

技術とカゴメの営業力がぴったりと介った分

野の商品－「六条麦茶」や新野菜飲料「キャ

ロット・ジュース」などでは，積極的な新製

品開発を狙っている。「自社経営資源を生か

しながら，それを強化・蓄積できる，新しい

基幹商品の開発を狙う」という焦点の定まっ

た，開発体制が構築された≒

また，市場とのコミュニケーションも，決

して落としてはいない。逆に，営業は販売す

べき製品の焦点が定まり，商談相手に説得し

やすくなったという（インタビュー）。また

絞り込みと同時に，広告宣伝費を10億円増額

し商品イメージや商品特徴を積極的に売り込

むことに注力し，利益率の向上に努めている

（日経新聞1992.5.23)f"0

第二は，不効率な商品を単純に削減してい

ない点である。カゴメでは採算性の悪い商品

（例えば「少量缶入りのトマトペースト」）

でも意図的に製品ラインに残している。それ

はなぜか。「カゴメらしさの追求のために，

不採算商品であってもトマト製品は出来るだ

け残す」（インタビュー）という方針がある

からである。

蟹江前社長は-ilう。「商品種があまり多い

と，主力製品まで目に付かなくなる。やはり

目につかなければならない」と（「日経ビジネ

ス」1994.11.7)≒

取引制度の改革

カゴメの取引制度改革は，商品の絞り込み

やロジスティッ クスの改善そして営業改革な

どが相まって，その改革の意義や効果が理解

できるものである。

「カゴメ101運動」がスタートした平成4年

より主要な取引制度の見直しが始まった。先

ずその年に，取引制度改革の一環としてリベ

ート体系の簡素化やリベートの「即引き」体

制（取引後にリベートの金額を確定・支払う

のではなく，取引と同時にリベート分を予め

差し引いて出荷額を決定する仕組み）の基盤

が整備される。「自社営業部門」対「得意先

営梟部門」という形の取引を，両者ともに「営

業・経理・システム全体」の利益を勘案しな

がらの取引へと転換しようと考えた。

「通り川銭は一銭もなし」という方針もと

られた。それにより，①取引の合理化，②機

能（家庭や業務など）で切っていた特約店の

一本化，③卸店業務（事務あるいは買い掛け

照介）の軽減，④ペーパーレ スの推進（請求

データのオンライン化や請求書の廃止），そ

して⑤手形サイトの短縮， といった取引が推

進された。

こ れらの体制が整備 された平 成5年 から

は，59種類ものリベート（基本リベート，達

成リベートなど）が，原則的に３つのリベー

トに集約される。その３つ とは，ドライ配

送，チルド配送，冷食配送といった温度帯別

の配送ﾚ（分によるものである气

これらの取引制度改革は決して容易なもの

ではない。その点について，カゴメの経営層

は次のように述べている。



「反感を買つて売上高を一時的に落として

でも，取引の透明化は必要」（伊葆杜長：囗経

流通新聞1995.5.9）であるとｏ また，「メー

力ーもひとつの論理を持つて，『こうしてい

ただきたい』と竹わないとダメだo つまリ，

得意先に力ゴメの圭力商品をしつかり.認､識し

てもらうということです」（蟹汗前杜長：「囗

経ビジネス］1994.11.7）と。

このような改革の効果はどこにあるのかo

その理山の一つにリべート処理に係る費川の

削減があげられる。従前のリべ―卜休系で

は，商品種，工リア，取引金額の相違でリべ

―卜額は異なつておリ，その処理に要する費

用は莫大なものであつたo 実際，この取引制

度改革で伝票の照介作業が筒素化され，ﾚ 抔

務処

しくない］（日経流通新|朏994.9.22) 状況や「500

グラム入りが特売 に使 われ300 グラ ム入りの

価格 と逆転すること もある」（ インタビュー）

状況などが， 消費者の価格に対 する不信感 を

引 き起こし， また特売の原資を増大させ てい

るこ とに なっ ている という判断からである。

この歯 止めの ために価格改訂が行われた。 し

かし， カゴメは昧の素などのような オープ ン

価格制度 を採川せず， あ くまで も， 建値制度

の枠組みの中 で解決し ようとしたのである。

営業 の革新

こうした取引制度 の革新 と共に， 営業のや

り 方に も革新 が導入される。 カゴメの商品は

ブランドカがあり，小売業 の安売 り商品に取

り上げられることが 多い。 また，トマト ジュ

ー スに限って,i えば， トマトの栽培時期に合

わせ て一 度 に 生産 する「シー ズン パッ ク方

式」 を採川してい る。 売上の ノルマ達成 が至

上 命題 であ る営業マンに とっては， 売れる時

にいかに 多くの「売れ筋商品」を確保し， い

かに押し込むかが腕のみせ どころとなる。 い

わゆる「押し込み営業」が行 われていた。 そ

のため，こ ぞっ て欠品 を恐 れるあ まり販売計

画を高めに 見杖っ た。つ まり，必要以上の在

犀が社内に滞留 するこ とに なる。しかし，そ

のこ とが自らの業務に も悪循環 を招 くこ とに

なる。

その ために，「押し 込み営業」 廃止の ため

の方策が とられ始める。 その一つ とし て効果

を発揮したのが，-一時的な売上 減少をも容認

す る とい う ト ップ か ら の 強 い 命 令 で あ っ

た≒ 従 来営業マ ンは， ノルマ を達 成す るた

めに その 川の売上高 を月末で帳 尻合 わせ する

傾向 があっ た。 その時に商談相手の切り札と



して用いられたのが短期的なインセンティブ

（いわゆるリベー 凵こ相当するが，カゴメで

は短期的な販売促進費に該当する）である。

そのインセンティブに幅をきかせた「押し込

み販売」が原則禁止ということになると，営

業マンにとっては販売計画能力と商談相手へ

の提案能力がより重要な資質となる。同時

に，直接の商談相手である卸売業はもちろん

のこと小売業や消費者までも守備範囲として

カバーすることが必要となる。つ まり「それ

ぞれの地域の消費者に，本当に喜ばれる商品

が提供できているかどうか。取引先の近くに

いてこそ，その実態が見えてくる」（ｲ圉膽業

管理部長：「日経ビジネス」1993.3.15) ような

営業活動が求められることになる。

次いで，平成7年に「販売商談支援システ

ム」が導入される。このシステムは，問屋任

せだった中小スーパーへの販売促進の仕組み

を改め，問屋から購入した受発注データをカ

ゴメ自身が分析し，自ら小売店に販売促進策

を提案することで効率を高めることを狙って

いる（日経ビジネス1995.5.9) 。具体的には，

日別・個店別・商品別の取引情報のデータ・

ベース化を進め，営業担当者等がこのデータ

を基に特売やイベントについて，個店ごとの

きめ細かい販売計画を作成し商談時に卸や小

売店に提案していくものである（日経流通新

聞1995.5.9) 。この販売店商談システムの対

象は，カゴメの主力商品であるケチャップ

（500グラム入り）を年間50ケース以上販売

する中堅・中小スーパーが対象である（ 日経

流通新聞1995.5.9) 。

なぜ，このような制度を導入するのか。 第

一は，取引先から小売店への商品流通が明確

に把握できることから，効果的な販売計画の

策定と販売支援費の支出が可能となり，その

ことを通して，計画的な生産と取引コストの

削減が図れるからである。このシステムは，

「カ ゴ メ・ロ ジ スティ ッ クス・シ ステ ム

（ＫＬＳ）」(1992年６月か ら稼 働）と連動 す

ることにより，生産計画や販売計画の精度の

向上にも貢献するというものである≒

第二は，カゴメと取引先卸との商談が販売

実績データという客観的な評価に基づ き，商

談内容の焦点が明確になることである。その

ことを通して，実質的な商談内容の質を向上

させることが可能となる。

第三は，「小売りの顔がみえる取引」の構

築である。現在の取引方法では（有効なマー

ケティング対策がとれない訌インタビュー）

と言う。現在は，大型量販店とは直接商談を

実施し直送しているが，その他の小売店とは

特約店卸を介して取引を行っている。そのた

め「小売段階での販売数や販売価格さらには

機会損失の状況がほとんど把握できず，『価

格訴求』から『価値訴求』へのマーケティン

グに転換するには，この商談システムは必

要」（インタビュー）と考えられている几

こうした改革の口的は，市場が読めない状

況下で， メーカーと市場とのインタラクティ

ブなコミュニケーション能力を高めて価格競

争に巻き込まれないマーケティングを志向す

ることにある。それは，たんに製品を売りさ

ばくことよりもむしろ，顧客にとっての価値

を創造することがマーケティングの課題とな

っていることを意味している。

こうした政策を追求すると，ダイレ クトに

小売店に販売した方が緊密なコミュニケーシ



ヨンが可能となり良いはずだが，必ずしも簡

単ではない。人件費がかかることや，創業時

から問屋とともに歩んできたからである。

そうした制約のなか，現在，カゴメは，リ

ベートの簡素化や特約店との取引の標準化を

図り，卸を介するがリテール・サポートと適

正な商品供給をカゴメ自らが提案していくと

いう「顔の見える取引」を志向している。

それと共に，営業の業績評価の様式も変わ

る。従来みられた売上一辺倒の達成能力から

「売り場創造」や「商品提案力」といったカ

テゴリーマネジメント能力へと，営業マンに

求められる資質も変わってきた。それに応じ

て営業マンの成績評価の基準も見直された。

また同時に評価方法も変更された。営業マン

は上司と対話する中で各自の評価課題を決定

し，それぞれに作成される評価シートに基づ

き事前目標と達成成果で査定されるという方

式に変更される。

|
おわりに

カゴメが取り組んだマーケティング革新に

ついて，取引制度や営業の改革を中心にみて

きた。これらの改革は，高度成長期における

日本企業の競争優位を特徴づけるマーケティ

ング戦略12）とはまるで逆であり，むしろ「商

品の絞り込み」や「取引の単純化・標準化」，

を目指すものであった。また同時に，営業の

革新を伴うものであった。

これらの改革はとりあえずは成功し，平成

４年度以降４期連続して実質的に増収増益の

業績を示し，売上高経常利益率も5.5％（平

成5年度実績）と同業大手と比べても高業績

を示した。これらの革新の成果を踏まえ，伊

藤 社 長 の新 体 制 の 下，「新 創 業 」 を スロ ー ガ

ン に 成長 路 線 に転 換 す る とい う≒

付 記 ： 本稿 の 執筆 に 際 し て， 数 回に わ た る イ

ン タビ ュ ー に 快 く応 じ て い た だい た カ ゴ メ

株 式 会 社 ・広 報 部 課 長 （当時 ） の村 岡明 高

氏 ， 広 報 グル ープ 主 任 の 山 本善 太氏 に は記

して 厚 くお 礼 を申 し 上 げ た い。 なお 本文 中

の役 職 名 は ， 社 長 を除 き， 当 時 の もの で 記

載 させ て い た だい た。

注

１）カゴメはリベートの簡素化を始め取引改革や営業革

新に取り組み，「現状では業界内で最も進んだ取引制

度を整備した。いずれ各社とも追随することになろ

う」（昧の素）と評されており，その動きは加工食品

業界から注目されている（「日経流通新聞」1995.5.9)。2

匚本稿では，カゴメがマーヶティングを変革し始めた

時期に焦点を絞り論及する。なお，この１，２年の売

上高や経常利益は同業他社と同様に厳しい状況にあ

る。しかし，「六条麦茶」や「キャロット・ジュース」

に継ぐ大型の新商品が開発されたり，取引制度改革が

定着するなど，これまでの成果が実を結び始めてきた

という。今後，設備投資の償却負担の軽減と共にその

効果が見込まれ，売上高や利益の増加に反映されるも

のとf 想されている。

３）第50期から売上高の会計処理が変史になった。第49

期（平成５年３月期）まで「販売費及び一般管理費」

に計上されていた販売促進のための販売手数料等が，

特約店との契約変更により第50期から売上げ割戻等と

して売上高より控除されることになった（第50期の売

上高を第49期 までの会計処理方法で試算すると約1,207

億8000 ‾万円になる）。

４）現在の商品点数は400品目 を上同っているが，それ

は絞り込まれた商品カテゴリー内で製品数を増加させ

ているからで’ある。その商品群をカゴメでは基幹11品

目（ケチャップ，トマトジュース，キャロットジュー

ス，六条麦茶など）と呼んでいる。

５）商品の絞り込みと同時に，基幹商品の一つである「カ

ゴメトマトジュース」の広告宣伝を復活させている。



また凵 六条麦茶」にも多額の広告宣伝費をつぎ込み，

年率３～４割の売!1増を達成したという。

６）絞り込みの効果として，カゴメは上述以外に 匚場の

生産性の向上をあげている。また，商品のロングセラ

一一化を徂うブランド戦略の一つとしても位置づけられ

る。伊藤社挺は「無理に売上高を伸ばそうとしても販

促代がかかるだけ｡ シェアは少しあがるだろうが，結

伺は利益に貢献しない。カゴ刈まカテゴリー1ヽ ツブに

絞って,lf場で勝負する」（「日経ビジネス」1995.7.17)

という。

７）温度帯別にlメ:分した理山の一つとしては，例えばド

ライ製品の場合であれば混載が可能になるなど，配達

費川や内容が変わるからである。

8）ヽli初，取引制度改革は日本加工食品卸協会等からの

要望が発端であったという。そこでオープンブライス

化を見据えた準備段階としてりベートの簡素化等収引

の兒laしｶ巾|られたと’言われる（インタビュー）｡し

かし，改｡’II･jを進めていくにつれ，「今まで「よく売っ

ているな」と思っていた問犀が実は販促代ばかり多く

て販売力がなかったり，逆に今まで目なたなかった問

屋が意外にキチンと売っていることも分かった」（||

経産業新聞1993.12.7) ことに改めて気がついたと

いうのが実体であろう。そのことが後の営業の革新に

結びついていく。

９）このトップからの命令は，仮にその川木の売ll川標

が達成されていなくても，数値目標達成のためだけの|

収売け押し込み販売」）は禁止するというものである｡

つまり，実需に恭づく販売が奨励され，そのために・

時的に売卜｡高が落ちても許容されたと，iわれる｡ ま

た，日|llし込み販売」が発生すれば，竹理部門でチェ

ックされる仕組みがとられた。

10) カゴメ・ロジステイヴクス・システム凵尊人の徂

いは，「営袰部門と｡生産部門を僑渡しする神経系ッス

テム.jであり，人Ｆスーパー，コンビニエンスストア

で多頻度配送や加工食品への鮮度管理要求が高まって

いるのに対応し，生産・在庫管理のために必要な帖報

を，本社，芥営業拠点，工場などを一つのツス,テムで

玖有しようとするものである。このシステムの導人

で，全社製IwI在庫量は導人以前に比べ，川甲｡位平均で

最高40％，平均で20％程度削減されたとされる（（||

経ビジネス囗993.3.15) 。

11）通常，メー一カーから卸に支出されるりベートや|収売

促進費などの活川は，その卸売業の菽;I::に仟される場

合が多い。そのためメーカーとしては，それらの資金

が小売り段階でどのように活川されているかは正確に

は把握しにくい。卸売業が名目と異なるスーパーに販

売促進費を渡したり，1 次（ 三次卸に商品を流したり

するケースもあるという（11経流通新闘1995.5.9) 。

12）高度成長期にわが国の1卜 －ダー企業が競って採川し

たマーヶテイング戦略は，流通の徹底竹理，製品のフ

ルライン戦略，絶えざる製品革新，融辿を利かせた営

£活動によって特徴づけられる。

13）「新創業」（平成8年,11月）yi:,卜と は，「カゴ メ101」

運動を継承しながら業務のやり方を創造的に変革し，

西暦2000年に売ll高140〔〕億円を達成しようとするもの

である。改¥Cの成米を踏まえ，カゴメの次世代の新商

品ともいえる（カゴメサルサ囗 調味料）や「あかピ

ーマンと7捶の野菜|（飲料）を着実にロングセラー商

品に育てようとしている｡ また，一川の営業力を強化

するために，平成９年４川より人幅な細織改革が図ら

れた。
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【】テ＝マ書評

消 費 者 四 離 糒 忽 決 定

佐 々 木 壮 太 郎

●和歌山大学経済学部講師

★はじめに

いまから20年近く前，消費噺は本肖に意思決定を

行なっているのか，という疑問を投げかけた研究者

がいた【Ｏ】shavskyandGranbois1979) 。その｀li|

時，消費者行動研究の一一番の仮定とは，｢購買の前

には( きちんとした) 意思決定プロセスがある｣ で

あったという｡ 過度に認知主義的なアプロー千が勢

いを持ち，情報処理のプロセスを躍起になって迫い

かけていた時代だったといってもよい｡ そうした流

れへの反発，そして現実はそんなものではないとい

う顧悁が，llのような主張へと結びついたのであろ

う(cf.Kassarjian1978) 。

このＯ】shavskvらの問題提起の人部分は，現在

の眼から兒れば，きわめて当たり前の･抖柄を収り上

げたものにすぎない。確かに彼らのいうとおリ，消

費噺がオー－トマチックに製品なり店舗なりを選ぶ(

ようにほえる) 場而は多い。それは日川品の場介

に顕衿で'あろうし(Hoyer1984), 耐久消費財て･さ

えそのような買われ方をすることは珍しくない｡ さ

らには，|･いつもの店｣ で｢ とりあえずビール｜と

いう日常的な風景を思い起こ卞こともできるだろ

う。そこにはまるで，消費者の自律性や主体的な意

思決定など，存在していないかのようでさえある｡

しか凵･i]匕消費者が，別の局而には，実に念人り

に，考えに考え抜いて意思決定を行なうということ

もある。さまざまな選択肢を，さまざまな角度から

比較ぢ‘;lkし，その時点でもっともよいと思われるも

のを選ぶわけである。

意思決定の結果，すなわち選ばれる製品が多種多

様なことは現実が示している。人によって好みが異

なるのは当然だし，卜比 人が常に同じ製品を選ぶと

も限らない。だが同時に，憲思決定のスタイルもま

た多様だったのである。たとえば製IWI選択に要する

考える時問という点だけからも，容易にそれはわか

る。じっくりと時間をかけて大量の情報を処理する

のか，それとも，ほとんど情報を処理しないのか。

この点を無視した，あまりに片寄-Ｊた理論のありよ

うに,Olshavsky らは艮議を唱えたのであった。

そしてまさにこの意思決定あるいは情報処理のス

タイルの多様性こそが，その後の意思決定研究の展

開と限界とを兒ていく際のポイントの一つになって

いくのである。

★意思決定プロセスの多面性

人間が消費者として行なう意思決定は，ｆ算の配

分から消費の行為そのものに至るまで，およそバラ

エティに富んでいる。その中でも，どの製品どのブ

ランドを選ぶのかという決定は，消賞者行動研究の

主要なテーマの‥ー一つであり続けてきた。特に，認知

心理学の日覚ましい発艇に刺激されていわゆる情報

処理アプローチが導人されて以降（情報処理アプロ

ーチの概要については,lj`木1992 などに詳しい），こ

の意思決定は，製品その他の情報を取り入れるプロ

セス（知覚プロセス）と，集められた情報を統合し

て最終的な選択を行なうプロセス（評価プロセス）

のにiﾓに2つのサブプロセスからなるものとして扱

われるようになっていった（たとえば，中西1984 ；

Peterand Ｏｌｓ（｡）n1993).,

問題は，これらをどのように考えていくかであ

る。しかし，まずここで注意しておきたいのは，も

っぱら焦点が肖てられていたのが後者の評価プロセ

スであり，単に意思決定の研究とい-Jだ場合に，そ

れが評価プロセスの研究と同･ 視される場合の多か

った点である。以下ではひとまず，そうした研究に

ついて振り返っておくことにしよう。

意思決定理論では，その成り立ちから，規範的あ



るいは記述的という2つ の立場（処方的を加えて3 つ

の立場とする場合 もある）にもとづいて議論が進め

られてきている【Ｂｅ】1et ａ】｡1988 ；小 橋1988) 。

た とえばトラディショナルな期待効用理論では，複

数ある選択肢の中で， もっとも大きな期待効川の得

られるものを選ぶこ とが推奨される。それが規範的

理論であるからだ。そして確かに，期待効用理論の

示す答えは，一一つの理想的な模範解答だとみなされ

てきたのである。

このことは， 多属性態度モデルという，特に1970

年 代に流行した消費者の態度形成についてのｰ 一連の

モデル群に も反映されている。この多属性態度モデ

ルにはいろいろなバリエーションがあり，それらを

厳密に要約することは難しいが，あえてごく中,純化

していってしまえば， 製品の持つさまざまな属性に

注目し，それら属性から得られる部分効川の加屯和

が，製品に対する態度ひいては選好にまで結びつく

ものとしてとらえられていたのである【阿部1978:Wi

】kie1990) 。 こ うした 考えの背 後に は，期待効

用理論とほぽ同様の構造を持つ， 多属性効川理論の

存在があった。

だがしかし，こうした模範解答が常に爰･当性を持

つわけではない。経済学的 な意味での合理性が規範

的モデルのとりあえずの出発点であるならば，実際

の 人問が持つ 限定 合理性(Simon1955) が， そこ

に大きく立ちはだかるからである。消俊者が行なう

各種の意思決定 も，もちろんその例外ではない／が

むしろ，それこそ極端に食い違った様相を持つ決定

を, 消費者は毎日行なっているのである(Kassarjian1978)

。 このことが，冒頭にあげたOlshavsky ら の

疑問の出発点だったのだ。

そうした中で注目を集めたのが，あまたあ る意思

決定のスタイル（一般には， ルールやヒューリステ

ィックと呼ばれている）を特定し，定式化あるいは

類型化していこうとい う作T梟である。感情参照や，

加算型，連結型，辞書編纂やなどなど。それこそ多

彩な決定 スタイルのモデルが，現実への説|川力を競

い合うとい う事態に まで進展したのである。（比較

的定式化の進んだスタイルの詳細については， たと

えばPayneetal.1993 や竹村1996 を，また，より

簡便なスタイルについてはHoyer1984 などを参照

されたいコ

★コンテ インジェンシーアプローチ

こうして意思決定のスタイルが多様であることが

わかってくるにつれ，次のような，新しい議論が繰

り広げられるようにな,Jてきた。すなわち，決定の

ペタイルがたくさんあることはま）かった。また，そ

の多くが必ずしも［最適］ではない（期待効川理論

などが求める結果を導き出さない）こともわかっ

た。 てヽ ･は，それらのスタイルはい,Jたいどうや９て

使い分けられているのだろうか，というのである。

卜どのように決定するかを決定する」(Payneetal.1993)

。つまり，さまざまなスタイルが使川さ

れる条件と，実際の意思決定に先立ってスタイルが

選び出されるそのメカニズムとを，探り出そうとい

うのだ。いわゆるコンテインジェンシーアプローチ

にもとづいた研究である。

その|吁芽の一つが,BeachandMitchell(1978)

のモデルであった。そこでは，la面する意思決定課

題の特質と，意思決定を行なう個人の特質の，大き

く分けて2種類の変数に，意思決定 スタイルの選定

の根拠が求められていた。雌本的な考え方として

は，前もｰ-,ていくつかのスタイルがレパートリ一と

して呷備されており，状況や佃人の特質に対応し

て，もっとも適切なスタイルが選び出されるとした

のである。もちろん，このようなモデルの構成に若

十の無理の含まれていることは否めないが，これ

は,Payneet ａ】｡（1993）の適応的モデルに至るま

での逆筋を示した人きな･ 歩だったのである。

それとは別に,Beach らのモテ’ルでも取りllげ

られていた能力と動機づけという2つの佃人簾変数

は，その後の研究において欠かすことのできない役

割を米たし続けてきた。つまり，意思決定のスタイ

ルをこれら2つの組み介わせで説明しようという試

みが，多く行なわれているのである。たとえば，あ

る特定の製品カテゴリーについて，よく知っている

人とそうでない人とでは，その製品を選ぶ場合のス



タイルは大きく異なってくるに違いない。また同様

に，その製品がその人にとって重要であるかどうか

も，決定のスタイルに影響を及ぼすことがｆ想され

る。これらのことから，意思決定にあた,jての能力

と動機づけの多寡をうまく分類することによって，

それぞれの場合の典や的な決定スタイルがわかるの

ではないかと考えられたので’ある（たとえば，三浦1993

；PettyandCacioppo1986) 。

ところで,Beach らのモデルでは，佃人差とい

ういわば消費者の内的な要閃のほかにも，意思決定

課題と呼ばれる外的な状況の;髟響か検討されてい

た。一般に，状況という，i柴には実に多くの意味介

いが含まれており（Belk1975 ），ともすれば議論

の混乱を招く原閃にもなりかねない｡ これらを卜.F

に整理して,Payne は外的な状況を課題と 丈脈の

２つに分けて考えようとしている（Ｐａyne1982 ；Payneetal.1992)oPayne

のいう課題とは，その

決定が基本的にどのようなものであるのかという点

である。たとえば壊れてしまった電化製品を急いで

買い換えるとか。111かに穴lんでもらおうとプレゼン

トを選ぶといった状況が，ここに含まれてくる｡ そ

れに対し文脈は，決定の対象となる製品の競介関係

などのような，もう少し微細な状況のことを指し示

す汗葉である。そして実はこの文脈要囚に，それま

での意思決定研究の枠組みからは少々逸脱したもの

が含まれていたのである。

★知覚バ イアス？

意思決定の丈脈が微妙に違うことで決定の結米が

大きく変わってしまうことがある，という｡丈脈効米

の主張は，その後，さまざまな議論を呼び起こすこ

とになった。それは本当にあるのか，もしあるとし

ても，それは錯覚によるもの，つまり知覚バイアス

ではないかというわけである。

その中で，もっとも活発な議論の対象となｰけこも

のに魅力効果と呼ばれるものがある(IIuberetal.1982)

。ある市場にＡ とＢという製品があり，

それぞれがシェアを競い合っているという場面を号

えてみる。その巾にＣという製品が加わるとどう

なるか。ごく素朴に考えてみれば，そのＣがいく

ぶんかのシェアを獲得するとして，既にあるＡ ま

たはＢのシェアは，そのＣの獲得したシェアに応

じて減少するということになるだろう｡ しかし，Ｃ

の加わる位置によっては，Ａ またはＢのツェアは

減少するどころか，逆にンエアをllげるものが出て

きてしまうのである｡ Ｃが加わることによ-Jて，そ

のツｌ｡ア仝あげた製品の魅yJ度がllがるというので

ある｡

もちろんこれは甲｡純化した実験状況での結米であ

り，これとまーけこく同じことを現実にり｡ることはが

11｣能̂であろう｡ けれども，製品間の競介関係の変化

によって，ある製品が魅力的にな,Ｊたりそうでなく

なったりということは，実際，割介と多く起こ,Ｊて

いるように思われてならない｡

この丈脈効米は，甲｡なる知覚バイアフ,なのだろう

か｡ 伝統的な見地からすれば，昴かにこれはバイア

スと呼ぶべきものなのであろう｡ しか囗既に述べた

とおり，意思決定の研究は， 多くが評価プロセスだ

けを扱ってきたのだ｡ つまり，既に情報は得られて

いて，それをいかに処理していくのかという点にの

み力点を置いていたのである｡ その製品が何である

かという製品の基本的な意味づけについての検討

は，ほとんど行なわれてこなか｡Jたのである｡

これはもしかしたら，いいすぎなのかもしれな

い｡ 頗かに知覚マ。プやコンジｊ インド分析などの

Ｆ決は，これまでいくらかの洞察を提供してきたの

である｡ しかしそれらは，あくまでも静ILしたスナ

ップンTjツトで七かなく，それが介ヽ隻あるいは研究

1片の独河に終わる危険性に常に開かれていることは

･R要である｡ たとえば，何かある製品カテゴり‥が

あり，そこでどの製I旧ｙ選ばれるのかということを

ち･えてみたとしよ他 しかし，実際の消費名-の製品

選択が，当初f 定した製品カテゴl卜 づ)中でのみ行

なわれるという保,illﾐはとこにもない｡ 新しいテレビ

を買おうという場介でも，ある特定のブランドのテ

レビの競合相Ｆとは何もほかのテレビだけに隕られ

るわけではなく，たとえば冷蔵庫やハワイ旅行と競

介し てしまうかもしれないのであ る(John ｓｏｎ



1984辷

このような製品カテゴI卜- をこえての選択が意味

するものは人きい。ある製品が市場でどのような立

場にあるのかという基本的な情報でさえ，何かその

購買の選択肢であるのかという点によって違ったも

のになってしまうからである｡

★考慮集合 ：意思決定のスコープ

繰り返しになるが，意思決定研究の多くは，決定

のプロセスの後半段階である評価プロセスをレiﾐとし

て扱ってきた。つまり１どれがいいのか」という問

題をも-Jぱら取りllげてきたのである｡ しかしそれ

以前に，そもそも 日I･1があるのか| という点を忘れ

てしま-Jては，現実の購買行動を理解することは難

しい｡

たとえば缶ビー－ルを買うからといって。li場にあ

るすべてのブランドが選択の対象となることはほと

んどない。むしろ，そのIIIのごく一部の製品だけが

選択肢となり，その範洲内で決定が行なわれるので

ある｡ すなわち,HowardandSheth(1969) の提

示した考慮集介という概念が，意思決定のプロセス

の途中経過として間に挟まってくるのである。そし

てこの考慮集合が選択肢を特定し，意思決定のスコ

ー－ブを規定していくのであ廴 （ぢ慮集介と類似し

た概念には想起吻介と選択集合があり，これらの11j

語には，概念卜｡の混乱も多い｡ それらをまとめたも

のとしてはShockeretal.1991 が参考になる）

しかしこれまで， 考･慮吻合の意思決定研究におけ

る位置づけは，かなり中途寥端なものだ≒ たといえ

るだろう。どのようにして･ち‘慮集介ができあがるの

かという点が軽視され，既にできあがった剔似集介

の機能を迫った研究が中心であったためである。

その中でNedungadi(1990) の行なった実験は

新鮮であっし ，彼は，ぢ’慮集合の形成されるプ冶セ

スと知覚プロセスと仝ばぼ同様のものであるとぢ

え，その米たす役割の人きさを改めて示したのであ

る｡ ち･慮集合は，純枠に製品間の優劣だけで定まる

ものではない｡ たとえばスーパーやコンビニエンス

ストアの硼を･号えてみれば，それはわかる。 叭ヽんで

い な い 製 品 は 選 び よ う が な い の だ 。 さ ら に は ， 分 相

応 と い う言 蘖 を 考 え て み て も よ い 。 乗 川 躯 を 選 ぶ と

き に， 意 識 的 に せ よ そ う で な い に せ よIF 格 を 気 に す

る 傾 向 の あ る こ と は･ つ の 例 で あ る｡ そ れ 以 外 に

も， 記 憶 の 思 い 出 し や す さ と い っ た こ と も 鍵 と な

る。 こ の よ う な さ ま ざ ま な 制 約 が ， 号慮 集 合 の 形 成

に 影 響 を 与 え， 意 思 決 定 の スコ ー プ と し て ， そ の 後

の 評 価 プ ロ セ ス の 対 象 を 限 定 し て い く の で あ る。

★ ま と め

こ れ ま で ， 購 買 意 思 決 定 の 研 究 は， そ の 意 思 決 定

が ど の よ う な ス タ イ ル で 行 な わ れ る の か と い う問 題

を 中 心 に 進 め ら れ て き て い た｡ し か し ， 消 費 者 は 巾

場( な い 凵 よ社 会) の 中 に い る の だ と い う現 実 を 見

据 え た と きに ， 改 め て 問 題 と な-J て く る の は ， そ の

市 場 が 消 費 扣 こど の よ うに 見 え て い る の か と い う 点

だ っ た の で あ る 。

何 か 決 定 の 選 択 肢 に な る の か 。 こ の 問 い か け に 答

え を 兒 い だ す こ と は 容 幼 で は な い だ ろ う。 け れ ど

も， 実 際 に 選 択 肢 が 価 端 に 限 定 さ れ て し ま っ た よ う

な 事 例 は ， ブ ラ ン ド ロ イヤ ル テ ィ な ど の 行 動 を と お

し て， 多 く 見つ け る こ と が で き る｡ そ う し た･ji態 は

ど の よ う に し て 起 こ っ て き た の か｡ こ う い っ た 観 点

か ら ， 消 費 噺 の 行 な う 選 択 行 為 を と ら え な お し て み

る こ と は 今 後｡ます ま す･R 喫 と な,J て く る だ ろ う。

さ ら に は ， 以| この よ う な こ と を 出 発点 と し て ， 製

品 の 差 別 化 や 市 場 の 細 分 化 を 検 討 し な お し て み る こ

と も ま た 必 要 な こ と で心 な い だ ろ う か 。
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新 価 値 創 造 の 広 告コミュニケ ーション

齟日本広告主協会編

小林保彦十疋田 聰十和田充夫十亀井昭宏著

近年，広告ビジネスにおける競争構造が人き

く変化しつつある。これまでの広告会社同1:の

競争という段階から，新たな参人者の登場によ

る，新たな競争構造の成立がその背景にあり，

既存の広告産業の将来について悲観的な兒方も

語られている。特に欧米では，グローバルな情

報化，｢匂1識社会化｣ などによって，広告機会

そのものは増加しているにもかかわらず，その

増加分を既存の広告ビジネス以外の新規参人者

たちが奪っていくという傾向が顕著に出てきて

いる。新たな参人者としては，人きく次の3者

がある。

(1)知識産業：特に経営コンサルタント企業が

顧客企業の課題の高度化とともに，顧客企業内

部の戦略部門に入り込み，知的付加価値の高い

提案を行うことで，コミュニケーション戦略の

実施元請のようなポジションをとってきている｡(2)

インタラクティブ産業：インター－ネットな

どのオンライン市場が拡大するに勹れてグロー

バルなメガメディア市場を狙ったソフト企梟が

広告ビジネスに進出しつつある。

(3)メディア専門企業：メディアのス,ペース収

引という広告ビジネスの中核部分だけを低率の

コミッションで扱うメデ｡イア制II｣企業が広告会

社の知的空洞化の問隙をぬってビジネスを拡大

し，｢価格破壊｣ によるシェア拡人を実現して

きている。

こうした競争構造の変化は， 囗本の広告ビジ

ネスにおいても構造的に同様である。いわば広

告の｢ 素人｣ が広告ビジネスに参人し，それな

りに実績を挙げつつあるという訳だが，そこで

は当然，既存の広告ビジネスが培ってきた「強

み」や［スキル］とは一体何だったのかという

広告ビジネスの本質にかかおる問題が浮上して

くることになる。

既存の広告ビジネスの実務家たちは自分たち

の蓄積してきた「知的スキル」はたしかに存在

すると確信し，「素人」には負けないという自

負を持ってはいるものの，悲しいことに，そう

した レスキル」の実体を他者に分かるように概

念化し，納得できるような言葉に直して説明す

ること（形式化）は不得手である。こうした状

況の中で，前述のような悲観論も出てくるのだ

が，本書は，「著者はしがき」に「広告関係者

ならびに広告に関心を持つ人々の意識変革およ

び･力気づけを「|指して…」とあるように，実務

家たちが概念化しえないような広告的スキルと

その可能性を実務家に代わって最先端のアカデ

ミズムの理論家が概念化することで，広告業界

に強力なエールを送ったものである。そうした

立場から，本書は広告について，既成のマーケ

ティング理論が設定してきた枠組みを越え，幅

広い視点から論じ，その可能性の拡がりを差し

示したものになっている。

まず，第１章「現代の広告人を考える」では，

広告はマーケティングという方法論が近代社会

の中で確立される以前から存在していたと指摘

し，［『広告』はマーケティングという市場の論

理，lh場の科学では囲い込めない広さを持って

いる」と述べる。そのような広告が「売りの方

法論」としての側而だけで論じられるようにな

弌 契機紬 哇 の 胖 琵 義」に求め，「科



学主義」における分析的知が，人問の消費行動

や表現行為としての広告に枠をはめてしまい，

結果として広告が本来有している「売り手と買

い手の関係を作る力」を弱めることになってし

まったと論じている。

広告に対する「近代マーケティング」の呪縛

を論じたのが第１章であるとすれば，第2章は

広告に対する社会的，社会倫理的な呪縛からの

解放を主張する。ここではまず，広告のない社

会がいかに停滞したものであるかを指摘し，広

告は「社会に内在化された活性剤（ビルトイン・

バイクライザー）」としての機能をもつとする。

一方，社会全体を活性化することで結米として

経済活動を活性化する広告固有の働きは，様々

な形で制約されている。そうした制約からの解

放，広告への自山な態度が社会における貞の豊

かさをもたらすとして，「広告を楽しむ」こと

が主張される。

第３章では，現代マーケティングの課題が消

費者と企業の強い関係性構築とそれにもとづく

価値共創であることが指摘され，従来のマネジ

リアルマーケティング体系の拡張として広告コ

ミュニケーションを中核とした「関係性マ・－ケ

テイング」の展望が示されている。また，コミ

ュニケーションがマーケティングの下位システ

ムではなく，マーケティングの上位概念として

価値形成に主要な役割を果たす新たなマーケテ

ィング・パラダイムが 口寅劇」のメタフアを川

いた 匚L演論的パースペ クティブ」の中で解説

される。特に，現在の大きな企業課題である「ブ

ランド構築」においては,製品力を越えた価値

を形成していく最も有力なツールとして広告コ

ミュニケーションの重要性が強調されている。

最後に，第4章では「広告マネジメント」の

観点から，「ＡＥ制」を始めとしてアメリカか

ら移入された広告管理の理論と，それが日本的

なビジネス土壌の中で変質して定着してきた実

践との問の乖離を踏まえた土で，中｡に乖離を指

摘するのでなく，そこから出発して日本的な現

実に適合した広告竹理の高度化が図られるべき

であると∠iﾓ張されている。そのために「日本的」

な広告管理の実態と企業経営におけ る広告の役

割の近未来的変化か検討され，変化のモデルを

「安易に外部に求めるのではなく，内部からの自

発的なエネルギーによった自己矯:IE的で開拓的

な展開が必要」と結んでいる。昨今のメガエー

ジェンシーの主張する「 グローバル･スタンダー

ド」に対する目本の広告ビジネスのスタンスを

考える意味でも人変貴亟な指摘が行われている。

このように，どの章も従来の広告理論にとら

われず，現場的な知をすくいあげながら新たな

広告コミュニケーションの理論を再構築してい

こうという問題意識に 艮かれている。それは，

ある意味では「広告学」のポストモダンの試み，

近代のイデオロギーからの解放を狙ったものと

もいえよう。広告やマーケティングが対象とす

る世 界はまさに「複雑系」の世 界であり，単純

化された機械論的モデルだけで説明できない世

界である／数学ならば「正解」は一つしかない

か もしれないが，人間がかかわる現象は数学よ

りも「国語」あるいは「文学」の対象とする世

¶孕に近い。そうした世 界では当り前だが，「唯

←-の正解」よりも「 多様な真実」が尊重される。

近代マー ケティング「学」は「客観性」「淬遍

性」を追求するあまり，そうした「多様な真実」

を「主観的なもの」として排除してきたことは

杏めない。 多様性についての感受性は実務家の

「暗黙知」の中に閉じ込められたままになって

きたのである。その意味で本書は広告を近代イ

デ オロギーから大問の側に取り戻そうとする試

みのひとつと位置付けることもできよう。さら

に，こ うした内容の本が，「広告主協会」のり

ーダーシップのもとに出版されたという意義は

大きいということを付け加えておきたい。

評者・岡本 慶一（本誌編集委員）
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倡詣疂鈿
●マーケティング現場を根気よく,汎ねる研究手

法が広がっている。今回の号でも，現実につい

ての理解を深めるタイプの研究は少なくない。

振り返れば，マーケティング研究で画期的だ

ったのは，マーケティング現場（消代者やマー

ケティング担当者）に対して質問衣調査を行い，

多変吊:解析手法を駆使して現場の構造を明らか

にし，そして現場の指針を提供しようとしたこ

とである。その流れは，わが国では，20年ほど

前から始まり今に続いている。

●しかし最近になって，趾而を撫でるようなワ

ンショットのサーベイ調査は包括的ではあって

も，現実把捉に行きJI‾iｹ;かないところが多いとい

う反省が起こった。サーベイ調介からインタビ

ュー調査へ，そしてインタビュー調査から参与

観察（あるいは歴史研究）へと，研究者の関心

は「現実を濃密に理解する」ことに移ってきて

いる。従来の多変量解析を川いた研究の焦点は

「現実を説明し予測する」ところにあ。たわけ

だが，新 しい動 きは， そ れに加 えて もう一つ，

「現実に ついて の理解 を深め る」あ るいは 「超

越し た立場に 立つ こ となく， 当事者 の視点 から

議論 を組み立て てい く」 ことを･｡亟視 する もの で

あ る。 それに よって，マ ーケテ ィン グ研究 者が

使 える研究方 法のレパー トリーは 人き く広 がっ

た。

●理 解 を深め る研究に問 題があ るとすれば汀 そ

れで， 何 をすべ きなのか」の現場 のため の実践

的 インプ リヶ一一-ｼｮﾝ は 簡 単に は出てこ ない と

ころにあ るが， もちろん， 実践的 効川 がない わ

け では ない。 その一つ として， 現実につ いての

自明性の 感覚 をあば く とい う効 川が期待 され る。

読者に，「今あ る現実 とは， 違 っ た現実 の あ り

よ うが あったか もしれない」 とい う感覚 をり･え

るこ とがで きれば， 現実理解 の方法 を駆使す る

こ との 甲斐があ ったのでは ないか と， 私は思 っ

てい る。

（i）本誌編集委員一一‥-一一石井淳蔵
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